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目次、編集方針

黒崎播磨ロゴについて

当社株式に対するTOBについて重要なお知らせ

編集方針

この報告書の目的は、ステークホルダーの皆様に、当社グループの
事業活動・社会活動・環境活動を通じた企業価値向上への取り
組みをご理解いただくことです。当社グループの統合報告書発行
は、今回が3回目です。ステークホルダーの皆様に当社グループへ
のご理解をより一層深めていただけるよう、当社グループは、今後
も情報開示の高度化に努め、内容を充実させていきます。

報告対象

対象期間
2024年4月－2025年3月（ただし、必要に応じて当期間の前後に
ついても言及）

対象範囲
黒崎播磨株式会社およびグループ各社

発行時期（和文）
2025年10月

将来見通しに関する注意事項
本統合報告書に記載されている業績見通し等の将来に関する記述
は、当社グループが編集時点で入手している情報および合理的で
あると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は
様々な要因により変動する可能性があります。

数値表記について
数値は四捨五入して表示しています。

「KROSAKI」の「K」をモチーフにデザインされた当社グ
ループのロゴは、２つの重要なシンボル、「アクティブな
赤い三角形＝KROSAKI TRIANGLE」と「大地に根を下
ろすデザイン化された『K』」で構成されています。２つの
シンボルのコンセプトは、以下のとおりです。

本書は、有価証券に係る売却の申込み若しくは勧誘、購入申込の勧誘に該当する、またはその一部を構成するものではなく、本書（若しくはその一部）またはその配布の事実が本
TOBに係るいかなる契約の根拠となることもなく、また契約締結に際してこれらに依拠することはできないものとします。本書は、本TOBに対する応募の意思表示を求めること
を目的とするものではありません。
本TOBは、直接間接を問わず、米国内において若しくは米国に向けて行われるものではなく、また、米国の郵便その他の州際通商若しくは国際通商の方法・手段（電話、テレックス、
ファクシミリ、電子メール、インターネット通信を含みますが、これらに限りません。）を使用して行われるものではなく、さらに米国内の証券取引所施設を通じて行われるものでも
ありません。上記方法・手段により、若しくは上記施設を通じて、または米国内から本TOBに応募することはできません。

当社は、2025年8月1日開催の取締役会で、当社の親会社で
ある日本製鉄が開始予定の当社株式に対する公開買付け（以下、
本TOB）に賛同し、当社の株主に対し、本TOBへの応募を推奨
するとともに、2026年3月期の配当予想について無配とするこ
とを決議し、公表しました。日本製鉄の公表によると、本TOB
の開始予定時期は、2026年2月上旬を目指すものの、開始の
前提条件として日本・インドで競争法に係る審査等を経る必
要があり、これに要する期間を正確に予測することは困難で
あるため、現時点では未定です。なお、本TOBおよび本TOB後
のスクイーズアウト手続の完了をもって、当社は日本製鉄の完
全子会社となり、上場廃止となります。

アクティブな赤い三角形＝ KROSAKI TRIANGLE
赤い三角形の赤色は火と情熱、三角形は無限の可
能性を意味するシンボルです。
「火」は言うまでもなく「KROSAKI」の製品と密接
な関係があります。赤はこれに注ぐ情熱を表して
います。そして、「無限」は現状にとどまらず未来
への発展、限りない可能性を追求する意志を表し
ています。

大地に根を下ろすデザイン化された「K」
シンボルの「K」は、大地にしっかりと立ち、根を下
ろしたように構えています。夢の実現に向かって
限りなく情熱を注ぐ企業姿勢を表現しています。
また、すっきりと、軽やかでモダンなイメージは、
「KROSAKI」の信頼性、技術力、現代性や成長性
を表現しています。
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当社は1919年の創業以来、

鉄鋼業をはじめとする素材産業分野への各種耐火物の製造販売を通じて、

世界の基幹産業を支える重要な役割を担ってまいりました。

さらに耐火物や熱に関して100年を超えて培った技術・ノウハウを活かし、

高性能・省エネルギー工業炉の設計・施工に関わるファーネス事業、

半導体製造装置や電子部品分野を主なお客様とするセラミックス事業を展開してまいりました。

これからも総力を挙げて「鉄と産業を支える世界第一級の総合セラミックス企業」として成長を続けます。

また、黒崎播磨グループは、サステナブルな社会に向けて、

人や自然との調和を追求する新たな価値の実現に取り組み、

地球の未来を支える「良きコスモポリタン企業」であり続けます。

黒崎播磨グループは、
「鉄と産業を支える世界第一級の総合セラミックス企業」
「サステナブルな社会の実現、
未来の人々の幸福と地球環境保全を支える企業」
として成長を続けます。

 目指す姿
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目指す姿・ミッションステートメント

使 命
MISSION

黒崎播磨グループは、たゆ
まぬ革新を通じ、セラミック
ス分野の価値ある商品、技
術を世界に提供し、産業の
発展を支え、社会の繁栄に
貢献します。

私たちの誇り
PRIDE

● 誠実で自律的な社員
● 技術を実現する現場
● 個性を歓迎する風土
● 挑戦を評価する経営

黒崎播磨グループ　ミッションステートメント

経営方針
POLICY

事業目標
GOAL

世界一の
顧客価値の実現

Provide No.1 
Value to 

Customers Worldwide

● お客様に最高の品質と安心をお届けし、信頼される企業集団を目指します。
● あらゆる活動を通じ事業価値向上に努め、株主の利益に貢献します。
● パートナー企業との戦略共有化を通じ、共存共栄の道を歩みます。
● 社員一人ひとりの人間性を尊重し、成長と自己実現の機会を提供します。
● 良き企業市民として法令を遵守し、地球環境問題に真摯に取り組みます。
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変革と伝統　ー会社の歩みー
黒崎播磨グループの沿革
（社名はその当時の社名を記載しています）

構造転換期
1970-1990

創業期
1919-1931

基盤形成期
1932-1938

発展期
1956-1969

模索期
1991-1999

1923
関東大震災

1970
日本万国
博覧会開催

1985
プラザ合意

1945
終戦

1973
第一次
オイルショック

1964
東京
オリンピック

1978
第二次
オイルショック

1991
バブル崩壊

1920 1960 19801940

1920 1960 1980 19901940

世
の
中
の
動
き

東
洋
耐
火
煉
瓦 

1918

黒
崎
窯
業 

1919

九
州
耐
火
煉
瓦 

1916

黒崎築炉工業 
（築炉部を分離）

1953

無錫黒崎蘇嘉耐火材料（中）
1995

KROSAKI AMR REFRACTARIOS, S.A.U.（西）
1989

1999

八幡製鐵（株）による資本参加
※八幡製鐵（株）52%

八幡製鐵（株）の炉材工場譲受

1956

東芝セラミックス
1968

日本炉材製造
1938

播磨耐火煉瓦
1950

1949年
東京証券取引所に上場

黒崎炉工業 

1982

ハリマセラミック
1988

1939
第二次世界大戦勃発

創業時の八幡工場
安川松本商店の松本健次郎と八幡製鉄所炉材技術出身の
高良淳を中心に創業

基盤形成期の生産品目
製鋼用平炉天井、コークス炉、熱風炉向け珪石れんがを
生産

連続鋳造用機能性耐火物
連続鋳造機導入に伴う高付加価値機能性耐火物への対応
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2010 20182002

KROSAKI AMR REFRACTARIOS, S.A.U.
（スペイン）

統合拡大期
2000-

1995
阪神・淡路大震災

2019
新型コロナウイルス
発生

2024
35年ぶりに日経平均株価
最高値更新

2008
リーマンショック

2011
東日本大震災

2020
「2050年カーボン
ニュートラル宣言」発表

2015
パリ協定 /持続可能な
開発のための2030アジェンダ

2000 2010 2020

2000 2010 2020

REFRACTARIA, S.A.U.（西）
2018

SNリフラテクチュア東海
2004

九州耐火煉瓦連結子会社化
2002

※KMRはKUIへ事業移管

出資・設立統合 その他変遷

■2021年 
　黒崎播磨セラコーポ統合（4月） 
　有明マテリアル統合（10月）

新日本サーマルセラミックス
2009

有明マテリアル
2012

2010

黒播築炉

Krosaki IBAR Refratários LTDA.（伯）

2015

2024

2022

TRL KROSAKI CHINA LIMITED（中）
2016

黒崎播磨本社 TRL KROSAKI REFRACTORIES LIMITED
（インド）

TRL KROSAKI REFRACTORIES LIMITED（印）
2011

Krosakiharima Europe B.V.（蘭）
2009

営口黒崎播磨耐火材料（中）
2002

Krosaki USA Inc.（米）KUI（米） KMR（米）

無錫黒崎機械（中）

黒崎播磨（上海）
企業管理（中）

REFRACTARIA TECHNOLOGIES, S.L.U.（西）

KROSAKI VIETNAM COMPANY LIMITED（越）

Krosaki Middle East and Africa Ltd.（キプロス）

2021

2025

黒崎播磨セラコーポ

黒
崎
播
磨 

2000

2003
東証プライム市場選択

2025
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製造資本 

ググロローーババルル製製造造拠拠点点数数 
20工工場場 

（国内13工場・海外７工場） 

設設備備投投資資額額 
85億億円円（2024年度） 

財務資本 
総総資資産産 

1,870億億円円 

自自己己資資本本比比率率 
50.8% 

人的資本 
連連結結従従業業員員数数 
5,013名名 

多拠点に及ぶ 
グローバル人材 

D&I 方針を実践する 
社内環境 
知的資本 

特特許許保保有有件件数数 
761件件（2024年 連結） 

100 年に亘って培った 
技術・ノウハウの集積 

自然資本 
耐耐火火物物・・セセララミミッッククスス原原料料 

リリササイイククルル率率 
9.2%（単体） 
12.5%（連結） 

社会・関係資本 

事業活動を通じた 
地域との共生 

購購買買先先 約5,200社（連結） 
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価値創造プロセス

環境＜Environment＞ 　　　　　　 　　　　　　社会＜
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経済的価値 

鉄鉄とと産産業業をを支支ええるる 
世世界界第第一一級級のの 

総総合合セセララミミッッククスス企企業業 

 2024年度 
実績 

2025見直し 
経営計画 

売上高 1,779 
億円 

1,800 
億円 

経常 
利益 153 

億円 
150 

億円 

ROS 8.6% 8.3%以上 
ROIC 7.6% 9.0%以上 

 

社会的価値 
未未来来のの人人々々のの幸幸福福とと 

地地球球環環境境保保全全をを支支ええるる企企業業 

 

スステテーーククホホルルダダーーへへのの価価値値提提供供 

お客様 
安安定定ししたた品品質質のの製製品品・・ 

ササーービビスス供供給給 

株主・投資家 

企企業業価価値値のの向向上上 

取引先 
法法令令遵遵守守、、公公平平、、 
公公正正なな取取引引推推進進 

従業員 
働働ききややすすくく成成長長をを 
促促進進すするる環環境境のの提提供供 

地域社会 
住住みみややすすいい街街づづくくりりへへのの貢貢献献、、 

次次世世代代のの地地域域人人材材のの育育成成 
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黒崎播磨グループは、鉄鋼業をはじめ素材産業をお客様とする耐火物事業を主力に、工業炉の設計・施工を
担うファーネス事業、半導体製造装置・燃料電池・電子部品分野を主なお客様とするセラミックス事業の3本柱
からなる総合セラミックス企業であり、グローバルな事業展開を積極的に進めています。以下、当社をめぐる
事業環境を俯瞰した上で、2024年度（2025年3月期）の取り組みを振り返り、今後の継続的な成長とサステナ
ブルな社会の実現に資する当社グループの価値創造に関する総合的な取り組みをご説明いたします。

トップメッセージ

長年蓄積した高い技術力を強みに
社会の脱炭素化を好機と捉え、
世界の産業の発展を支えてまいります

代表取締役社長

江川 和宏

事業環境は、グローバルでの
脱炭素化の潮流が好機に

　当社グループの主要顧客である鉄鋼業界では、世界の
粗鋼生産量の過半数を占める中国が、2024年以降、全
世界に向けて輸出を拡大する動きを見せています。その
影響を受け、2024年度は欧州での低調な鉄鋼生産が継
続したほか、日本の粗鋼生産量も、海外需要の低下に加
え、建設業を中心にした構造的な人手不足や働き方改革
の影響等があり、1970年度以降ではコロナ禍の2020年
度に次いで過去2番目の低水準となりました。その一方
で、当社が早くから工場を設立し事業を拡張してきたイン
ドでは、粗鋼生産量が堅調に伸び続け、欧州や日本での
需要低迷の影響を補う形で拡大しています。

◆グローバルでの脱炭素化がもたらす事業機会
　今後、世界的に脱炭素化が進む中で、電気自動車の
モーターに欠かせない電磁鋼板や、車の軽量化に貢献す
る高張力鋼板といった、いわゆる高級鋼の需要はますま

す高まっていきます。それに伴って、耐火物に対しても、例
えば鋼の中に一切不純物が入らないようにしたいといっ
た品質への要求が高度化しており、より高品位な製品の
需要が増えつつあります。
　また、鉄鋼メーカー各社も脱炭素化に向けたプロセス
改革として、高炉での炭素による鉄鉱石還元から、水素を
活用した還元への転換と同時に、CO2排出量の少ない、ス
クラップを使用した電炉への移行を進めています。こうし
た動きは、耐火物に対しても、水素還元時の吸熱反応を
補填するための高温の熱風吹き込みに耐え得ること、さら
には、電炉での連続操業に長期間耐え得る高耐用性があ
ることといった、高機能・高付加価値製品の需要が拡大
する好機を生み出しています。ここは正に、当社が長年蓄
積してきた専門性や技術の先進性が発揮できる領域であ
り、当社の競争優位がさらに際立つ機会でもあります。

◆親会社によるUSスチール社の買収成立の影響
　米国において、当社の親会社である日本製鉄によるUS

スチール社の買収が成立し、同社は日本製鉄の完全子会
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社となりました。これまでUSスチール社は汎用品を中心
に事業展開していたため、当社の高機能耐火物のニーズ
が低く、当社グループとは限定的な取引にとどまっており
ました。当社の高機能耐火物は、電磁鋼板や自動車・造船
用高張力鋼板等の高級鋼を生産する他の米国鉄鋼メー
カーからは高い関心を集めており、製品への引き合いに加
え、米国での製造を求める声も寄せられています。さらに、
当社が新たに開発した耐火物交換用ロボットについても、
既に米国内での受注が確定しています。今後、日本製鉄の
技術がUSスチール社に導入されることで、当社の高機能
耐火物に対する需要は一層拡大すると見込まれます。

2024年度は、「2025見直し経営計画」の
目標値を上回る利益を達成

　2024年度は、連結経常利益は過去最高を更新した前
期に比べ減少したものの、2025見直し経営計画の目標値
を上回るとともに、連結売上高および連結当期利益では
増収・増益と、決して悪くない1年だったと評価しています。
堅調なインド市場での拡販に加え、生産性向上・歩留まり
改善等の自助努力、原材料等コスト上昇分の販売価格へ
の転嫁によるマージン確保が、利益を下支えしています。

◆自助努力
　生産性向上や歩留まり改善を実現して製造コストを低
減するために、製造現場ではKMS活動 （クロサキハリマ・
モノヅクリ・システム）と呼ぶ現場改善活動を継続してい
ます。常時100超のサークルが各工場での安全・品質・作
業効率改善などの個別テーマに取り組んでおり、私をはじ
め役員層も現場の発表会に参加して、意見交換やアドバ
イス、成果の確認を行うなど、現場と経営が一体となって
活動を進めています。最近では、安価な原料を活用して高
品質の耐火物を製造する技術も増えつつあり、KMS活動
を通じた自助努力の成果を実感しています。

◆マージン確保
　自助努力でコスト上昇分の吸収に努めながらも、原材
料やエネルギー価格、為替等の変動や従業員処遇改善に
伴うサプライチェーンコスト増については、お客様への丁
寧なご説明を通じて、販売価格への転嫁にご理解をいた

だいています。耐火物がなければ鉄もセメントも製造でき
ないという点で、当社は産業を支える縁の下の力持ちで
す。製品の付加価値は、当社のノウハウを凝縮した財産で
す。お客様からは、長年培った信頼関係の下、その付加価
値を反映した価格について、ご理解をいただいています。

◆グローバル展開
　海外売上は当社売上高全体の45%にまで拡大していま
す。また、利益貢献度は、売上高比率をさらに上回る水準に
達しています。国内需要が減退する中で、海外の需要を取り
込み利益へとつなげる体質を強化してきました。海外のグ
ループ会社の統括体制については、現地の商習慣や法律に
精通した現地の人材をトップに登用し、日本からのガバナン
スを効かせながらも裁量と権限を与えて迅速な意思決定で
事業を進めています。こうした体制は、現地人材のモチベー
ションを高め、さらなる収益の向上につながると考えます。

「2025見直し経営計画」に対する進捗

　当社は、当初の「2025経営計画」の目標値を前倒しで
達成後、さらに目標を上方に引き上げた「2025見直し経
営計画」に対して、2024年度で既に経常利益を前倒しで
達成しており、最終年度の2025年度も達成継続を目指
します。さらなる成長に向けて、次期経営計画の議論もス
タートしています。そして、さらにその先の10年、15年の
黒崎播磨グループがどうあるべきかという方向性につい
ても、経営理念であるミッションステートメントの刷新を
視野に入れ、経営層からのトップダウンと最前線からのボ
トムアップの両面で、検討を進めています。

1．国内耐火物事業
　国内耐火物事業については、当社の技術力を強みとした
高機能・高付加価値の耐火物の開発・供給を通じて、市場
シェアを高め、日本の鉄鋼業の脱炭素化を支えつつ、利
益成長を図っています。お客様や社会ニーズの変化に対
応する上で不可欠な研究開発については、引き続き売上
高の約2%を目安に資金投入を継続しています。研究開発
は、国内だけでなくインドでも、設備の増強や産学連携の
取り組みを開始しており、将来的に日本、インド、欧州での
シームレスな研究開発体制の構築を図ります。
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2．海外耐火物事業
　海外耐火物事業は、成長市場での需要を確実に取り込
めるよう積極的な投資を実行し、事業拡大を図ります。特
に、14億超の人口を擁するインド市場は、今後さらに自動
車や橋梁・道路などのインフラ需要が高まる見通しです。
これにより鉄鋼市場は着実に拡大し、粗鋼生産量は2034

年には今の3～4倍に達し、将来的には一人当たりの鋼材
消費原単位に照らして現在の6~7倍に到達すると見込ま
れます。これに伴い耐火物需要も大きく拡大するポテン
シャルを秘めています。インド子会社では、鉄鋼用耐火物
に関してフルメニューでの生産・販売体制を整えており、こ
の体制を最大限活用して、成長市場での事業機会を確実
に捕捉していきます。欧州市場では、鉄鋼向けに加えセメ
ント用やガラス用の耐火物にも強みを持ち、スペインの生
産拠点から中東、アフリカ、米州向けに輸出しています。地
政学リスクの動向も注視しながら、復興需要に向けた備え
も進めます。米州市場では、ブラジルで2024年10月に高
品質な高炉マッド材（出銑口充填材）を製造・販売する合
弁会社を設立し、2026年8月の製造稼働に向けた準備を
進めています。また前述のように、米国での需要増を踏ま
え、製造拠点の新設についても鋭意検討しています。

3．ファーネス事業
　ファーネス事業では、耐火物整備・施工、築炉、工業炉
設計における当社の材工一体の提案力という強みを確実
に収益へ結び付けるため、整備作業における多能工化や
工事案件の着実な施工に向けた受注の見極めおよび施
工体制の管理強化など実行力の一層の向上を図っていま
す。国内だけでなく海外の工業炉やバイオマス発電設備
でも実績を積み重ねており、当社の技術を活かしながら、
国内外での設備更新・新設の機会を捉え、需要を取り込
んでいきます。

4．セラミックス事業
　セラミックス事業は、露光装置をはじめとした半導体
製造装置、家庭用燃料電池、積層セラミックコンデンサ
などの電子部品分野、さらには医療や人工衛星等の宇
宙分野など、多岐に亘る市場があり、いずれも成長が期
待できます。当社は世界的なリーディングカンパニーと
言える半導体露光装置メーカーと長期契約を締結して
いるほか、積層セラミックコンデンサ向けセラミックスで
は世界NO.1シェア40%を有しており、セラミックス事業
を早期に、耐火物と並ぶもう一つの柱の事業にしていく
考えです。当社では環境価値の高い商品の事業展開の
ため、環境ブランド 「K-GenesisX™」を立ち上げるとと
もに、戦略商品を拡大しています。セラミックス事業にお
いても、超低熱膨張材料「NEXCERA®」や高機能断熱材
「KROTECT®」など、戦略商品を増やしています。

サステナブルな社会の実現に資する
価値創造：私たちのサステナビリティ経営

　当社は、サステナビリティ課題を経営の重要課題と認
識し、社会の脱炭素化に資する技術開発など、サステナブ
ルな社会の実現に向けた価値を創造することで、持続的
な事業成長を図ります。

◆カーボンニュートラル
　脱炭素の取り組みについては、石灰事業からの撤退で
2030年度までにCO2排出量半減（2013年度比）という
目標は達成しましたが、実はここからのカーボンニュート
ラル達成に向けたプロセスが重要です。まずは、当社の製
造過程でのCO2排出量削減に向けて、耐火物材料を粉
末として出荷する不定形耐火物および製造工程で焼成
工程を伴わない不焼成定形耐火物の製造拡大や、リサイ
クル原料を使用する比率を現状の12%程度から早期に
20%に引き上げていくなどの取り組みを進めます。また、
お客様のCO2排出量削減に資する商品開発も、サステナ
ブル社会の実現に向けては非常に重要です。乾燥工程を
不要とする耐火物（Dry-Free®シリーズ）など、環境ブランド
「K-GenesisX™」の戦略商品のラインアップを拡充し、社
会全体の脱炭素化に貢献しながら事業成長を図っていき
ます。
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◆人的資本経営
　当社は人材を非常に大切にする会社です。採用した人
材が入社後、存分にその能力を発揮していただけるよう、
人材育成などの人的資本投資を積極的に行っています。
私は、社員個々の年齢、性別、国籍、採用経過などに、全く
こだわりはなく、能力と意欲のある人材をどんどん抜擢す
ることが、自身の重要ミッションの一つと捉えています。同
質性の高い組織は成長しないとの考えから、多様な意見・
視点を持った人材が活躍できるよう、従来から属性にとら
われることなく優秀な人材を評価・採用してきました。一
方で、女性の登用拡大は道半ばと認識しており、製造現場
の自動化などを進めることで、女性を含む、誰もが働きや
すい職場づくりを進めます。
　今後、海外事業が拡大する中では、グローバル市場で
活躍できる人材の育成も重要です。日本から若い人材を
世界に送るだけでなく、海外の人材も日本を含むグロー
バル拠点で働いていただくなど、誰もが世界中、垣根なく
活躍できる姿を目指します。独自の社内研修制度である
「クロサキハリマカレッジ」などを通じて自己啓発・自己成
長の場を提供し、育成を進めています。

◆ガバナンス
　当社の取締役会は、女性の取締役の参画で多様性が
拡充し、新たな視点を取り入れた、より活発な議論がなさ
れています。事業に精通した6人の社内取締役と、実業の
経験を踏まえ客観的かつ独立した視点で監督いただく3

人の社外取締役とで、バランスの良い構成が保たれている
と考えます。毎回の取締役会では、各議案に対し、社外取
締役の皆様がそれぞれのご経験とご知見に則って、多角
的な視点からご意見・ご指摘を投げかけてくださることか
ら、議論が深まっています。取締役会の実効性が高まって
いると感じます。
　一方、執行側のグループガバナンスの視点では、前述の
ように、海外グループ会社のトップに現地出身者を積極的
に登用し、一定の権限を与えながら裁量をもってスピー
ディな意思決定ができるよう、事業運営を任せています。
その一方で毎月、全世界のトップに加え中核スタッフがオ
ンラインで集い、情報共有や課題について議論するコミュ
ニケーションも大切にしており、課題や方向性を共有する
ことで、一定の内部統制レベルを確保していると認識して
います。

ステークホルダーの皆様へ
―親会社日本製鉄によるTOBと当社の価値向上について

　これまで、当社の価値創造に関する総合的な取り組み
をご説明しましたが、今般、日本製鉄よりTOBの提案を
受け、当社は、2025年8月1日開催の取締役会で、この提
案に賛同すること、および、当社の株主の皆様に対し本
TOBに応募することを推奨することを決議し、同日公表
いたしました。本年5月末にこの提案を受け、その後約2カ
月、特別委員会を設置して手続の公正性、買付価格が当
社の企業価値が十分に反映された妥当な水準であること
等を徹底的に確認し、主に以下三点で当社の企業価値向
上に資することを判断するとともに、本TOBに関する取引
条件が一般株主の皆様にとって不利益とならないことを
判断したものです。
　まず一点目は、世界各地の日本製鉄のリソース活用や
資金調達力の向上により、当社の海外事業収益の一層の
拡大に寄与します。二点目は、日本製鉄との情報共有が
深化し、鉄源競争力強化に資する耐火物の開発を含めた
ソリューション提案力の一層の強化に繋がります。三点目
は、工業炉整備の中核企業と明確に位置付けられること
で、各種工業炉耐火物整備事業における人材の確保と
技能伝承基盤の強化が期待されることです。
　本TOBが成立した際には当社は上場廃止となります
が、当社の株式を保有してくださった一般株主の皆様に
は、これまでのご愛顧・ご厚情に深く感謝申し上げます。
当社業態の変更の予定はなく、お取引先様や協力会社の
皆様との関係も同様です。本TOBを通じて新たな成長
機会を得ることで、当社の技術力とブランドをさらに発展
させ、持続可能な企業価値の創出に努めてまいります。
ステークホルダーの皆様におかれましては、引き続きご支
援を賜りますようよろしくお願い申し上げます。
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経経営営計計画画 

■■  計計画画・・目目標標  
「2025 経営計画」は 2021 年に策定後、実行２年目

にあたる 2022 年度の経営成績において、財務目標を
概ね前倒しで達成しました。これに加え、当社グルー
プを取り巻く経済社会情勢の変化を踏まえ、今後の市
場環境を⾒据えてさらなる成⻑を目指すべく、2023 年
７月に「2025 ⾒直し経営計画」を策定、公表しました。 

経経営営計計画画のの財財務務目目標標 

 2025 経経営営計計画画
（（2021 年年公公表表）） 

2025 ⾒⾒直直しし経経営営計計画画
（（2023 年年公公表表）） 

連連結結売売上上高高 1,500 億億円円 1,800 億億円円 

連連結結経経常常利利益益 120 億億円円 150 億億円円 

ROS 8.0％％ 8.3％％以以上上 

ROIC －－ 9.0％％以以上上 

設設備備投投資資額額 
（（意意思思決決定定ベベーースス）） 200 億億円円 350 億億円円 

 
■■  「「22002255 ⾒⾒直直しし経経営営計計画画」」をを支支ええるる事事業業戦戦略略  

 
 

全全社社的的事事業業基基盤盤のの強強化化とと持持続続可可能能なな社社会会へへのの貢貢献献 
▶カーボンニュートラル含むサステナビリティ活動基本方針に基づく諸施策の的確な展開 
▶安全・衛生・環境・防災・内部統制活動の深化 
▶グローバル人材の育成・採用強化および人的資本強化施策の推進 
▶生産性向上に向けた DX 推進強化 

フファァーーネネスス 
事事業業 

セセララミミッッククスス 
事事業業 

耐耐火火物物事事業業 

顧客価値最大化に資する高付

加価値品の拡販による高収益

体制を確立 
カーボンニュートラルを見据え

た顧客動向に即応した研究開発 
徹底した製造実力向上 
グローバル視点での研究開発

体制強化 
海外成長市場等、グループ連携

強化やアライアンスパート

ナー企業との提携・協業深化に

よる非鉄分野を含めた拡大 

成長分野に向けて量産受注に対応した品質・

生産技術力強化 
能力増強投資のタイムリーな実行と投資効果

の早期発揮 

大型工事案件の着実な受注および製鋼・コー

クス整備作業の基盤強化 
材工一体の技術力を活かした非鉄を含む国内

外顧客への提案力強化による拡販 
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■■  「「22002255 ⾒⾒直直しし経経営営計計画画」」のの進進捗捗状状況況  
2024 年度の経営成績は、インドを除き国内外で粗鋼生産量が減少する厳しい経営環境のもと、生産性向上や歩留ま

り改善等の自助努力、労務費上昇分を含めサプライチェーンコストの販売価格への転嫁、インド事業の拡大等により、
経常利益、ROS ともに、2025 ⾒直し経営計画の財務目標を、前年に引き続き達成しました。 

   

 

2025 年度は、世界全体に亘る不安定な政治・経済動向を受け、先行きを⾒通し難い状況にあると認識していま
す。この状況下、2025 ⾒直し経営計画の最終年度となる 2025 年度は、同計画で掲げた諸施策の着実な実行等、売
上高を含む全ての財務目標の実現に向けて鋭意取り組んでいきます。 

■■  「「22002255 ⾒⾒直直しし経経営営計計画画」」達達成成にに向向けけたた今今後後のの取取りり組組みみ  
・環境ブランド商品を含めた耐火物・セラミックス事業におけるさらなる拡販 

・受注量に応じた最適生産体制の追求と製造実力のさらなる向上 

・海外成⻑市場、成熟市場でのグループ連携強化およびアライアンスパートナー企業との提携・協業深化による受注拡大 

・ファーネス事業における耐火物事業との材工一体での提案力を活かした工事および整備作業領域の拡大 

・半導体・電子部品関連顧客、環境分野向け断熱材の受注拡大等セラミックス事業の強化 

・間接部門効率化等、DX 推進を含めた生産性向上によるコスト削減 

・カーボンニュートラルの動きを⾒据えた高機能・高付加価値商品の研究開発強化
と早期拡販 

・サステナビリティ活動等を通じた ESG 経営のさらなる強化 

・グローバル人材の育成・採用強化および人的資本強化施策の推進 

・海外事業・セラミックス事業を中心とした設備投資の加速による収益基盤強化 

*右記設備投資額は取得ベース。 

「2025 ⾒直し経営計画」の財務目標達成に向けて、これら施策を着実に進めていきます。 
また、持続的な成⻑を図るため中⻑期ビジョンならびにこれを⾒据えた次期経営計画を策定します。 
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海海外外事事業業紹紹介介  海海外外耐耐火火物物事事業業 

■■  ググロローーババルルネネッットトワワーークク  
当社の高い技術力を活かし、世界的規模での耐火物事業の拡大を図っています。 
 

  

■■  ココアアととななるる強強みみ  

 

 

 

 
  

ググロローーババルル  

事事業業展展開開  

●●国国内内外外製製造造拠拠点点のの連連携携にによよるる効効率率的的なな供供給給網網をを構構築築  

●●アアラライイアアンンススパパーートトナナーー企企業業ととのの協協力力にによよるる多多様様なな顧顧客客ニニーーズズへへのの対対応応  

カカススタタママイイズズ  

さされれたた製製品品設設計計・・  

ササーービビスス  

●●顧顧客客要要望望にに合合わわせせたたテテーーララーーメメイイドド製製品品のの設設計計ととササーービビススのの提提供供  

●●製製品品設設計計→→顧顧客客使使用用→→フフィィーードドババッックク→→製製品品改改善善  

顧顧客客要要求求をを満満たたすすたためめのの改改善善活活動動ササイイククルル  

高高いい  

技技術術開開発発力力  

●●110000年年にに亘亘っってて培培わわれれたた世世界界トトッッププククララススのの知知的的財財産産にに裏裏付付けけらられれたた高高機機能能高高付付加加価価値値製製品品

のの開開発発力力  

●●国国内内外外ででのの複複数数のの開開発発拠拠点点設設立立にによよりり、、現現地地のの市市場場動動向向・・顧顧客客ののニニーーズズにに迅迅速速かかつつ的的確確にに

対対応応すするるここととががででききるるググロローーババルル研研究究開開発発体体制制のの構構築築  
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 耐耐火火物物ググロローーババルル営営業業部部門門管管掌掌役役員員かかららののメメッッセセーージジ 
 

海外耐火物事業は、鉄鋼向けだけでなく、セメントを含めた非鉄向けなど幅広い業種に製
品を販売しています。 

世界中の多様な市場特性や顧客ニーズに即応し営業戦略の企画・実行力を高めるため、
2025 年４月に営業本部と海外事業部を統合し、耐火物グローバル営業本部を設置しました。 

地域別マーケット戦略に基づき、海外グループ会社との連携をさらに強化すると共
にパートナー企業との提携・協業深化により地産地消体制のさらなる拡充を図り、事業
拡大を進めています。 
 
イ ン ド 市 場 ：製造販売子会社である TRLK の競争力を強化するため、当社からの支援体制を強

化します。また、積極的な設備投資により生産能力を増強し、品質・技術レベル
を改善しています。2022 年３月には、鉄鋼連続鋳造設備用アルミナグラファイト耐火物工場が完成し、鉄鋼用耐火
物のフルラインアップ体制を確立しました。加えて、インド⻄部に位置するグジャラート州に新たな工場を建設す
ることを決定し、拡大する需要を捕捉すべく設備能力の増強を進めています。  

欧 州 市 場 ：スペインの製造販売子会社である KAMR、REF と施工会社である REFT は、製鉄用耐火物に加えて、セメントを含
めた非鉄分野への材工一体での拡販とキプロスに新設した販売子会社を通じた中東・アフリカへの営業強化を推進
しています。オランダの販売子会社である KEB では、⻄欧・北欧を中⼼に当社グループおよびアライアンスパート
ナーから供給される製品で最適な組み合わせを行い、販売しています。  

北 米 市 場 ：米国販売子会社である KUI では、高機能・高付加価値製品を中⼼として、鉄鋼製造プロセスに用いる溶鋼流量制御
装置および耐火物とのパッケージ販売、溶鋼鍋底に設置するスライディングノズル（SN）耐火物を整備場で交換す
る産業用ロボットを市場導入しています。また、北米市場での顧客ニーズへの迅速な対応と US スチール社向け含
めたさらなる販売拡大に向けて、現地生産拠点の設立を検討しています。  

南 米 市 場 ：ブラジル耐火物製造会社である IBAR との販売連携を深化させ、高炉・溶鋼鍋用不定形耐火物に関する技術供与に
よる高機能耐火物の現地製造を行っています。また、高炉用充填材を製造する合弁会社を設立し、2026 年に操業を
開始します。当社技術を活用する製造拠点を南米に確保することにより、既に実施している販売・技術提携と併せ
て、現地需要を確実に捕捉できる体制を構築し、南米鉄鋼メーカーへの顧客対応を拡充させていきます。  

東アジア市場：鋼材品位高度化と生産性改善に関するニーズが高まりつつあるとして、拡大する需要を確実に捕捉すべく、東南ア
ジア最大の鉄鋼生産国であるベトナムに現地法人を設立し 2025 年２月に活動を開始しました。ベトナムを始めと
する東南アジア市場での販売・サービスの拡大を強力に推進していきます。 

 
今後も「地産地消」を基本方針として、グループ全体の競争力強化、アライアンスパートナー企業の製造・販売拠点活用

を含めた連携深化、マーケティング強化等で非鉄分野を含めた現地顧客の耐火物需要を確実に捕捉する体制の構築を推進し
海外事業を拡大していきます。 

 

■■  海海外外売売上上状状況況  
2024 年度の業績は、堅調なインド市場における鉄鋼向け耐火物需要の捕捉・拡販により増収も、その他地域では顧

客の生産量減少や生産構造の変化等による需要減少により、海外売上高が 801 億円となりました。海外売上高は連結
売上高の 45%を占めます。 

 
   

取締役 常務執行役員 

奥奥村村  尚尚丈丈  
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海海外外事事業業紹紹介介  イインンドド 

■■  イインンドドににおおけけるる当当社社ププレレゼゼンンスス  
TRL KROSAKI REFRACTORIES LIMITED（TRLK）

は、インドを代表する耐火物メーカーの一つであり、
インド市場におけるシェアはトップクラスです。 

今後も拡大が見込まれるインド市場における耐火物
需要に対応するため、積極的な設備投資による生産能
力の増強、品質・技術レベルの向上、当社からの支援
体制のさらなる強化を進めます。 

これらの施策により、当社はインド市場での競争力
を一層⾼め、持続的な成⻑を実現します。 

 

 
ベルパハール本社 

 
TRLK 従業員の仕事風景 

▶TRLK 売上高と設備投資額（取得ベース）の推移 

 
 

■■  強強みみのの領領域域  

 
 

 
 

 

● 窯炉、不定形から機能性耐火物まで、幅広い品種を製造・販売 
● お客様の安定操業を支える、きめ細やかな技術サービスを提供 
● 鉄鋼、セメント、非鉄金属、ガラスなど多様な業界に製品を供給 

豊富な製品種類・きめ細かな技術サービス、多業種に広がる市場展開 

● 自社鉱山を保有し、多くの原材料サプライヤーと 
⻑期の戦略的パートナーシップを締結 

安定した原料供給ソースを保有 

● 耐火物会社として世界で初めて労働環境評価の国際規格 SA8000 を取得 
環境、健康、安全の重視 

お客様の製造現場での耐火物管理の様子 

グリーンタウンシップ 
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海外事業紹介　インド
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■■  外外部部環環境境認認識識  
インド政府は、自国生産拡大策「Make in India」や

「自立したインド（Self Reliant India）」により、自国
製造業の保護や大規模なインフラ整備などの施策を推
進しています。今後、インドの GDP 成⻑率は 2025 年
にかけて 6.5%に達すると予測されています。特に、当
社の主要顧客である鉄鋼メーカーは積極的な能力拡張
計画を打ち出しており、今後 10 年間で年平均成⻑率

（CAGR）６%ほどの増加が期待されています。2030 年
のインド政府の目標粗鋼生産能力は、2024 年生産実績
の 1.5 億 t から 2 倍の 3.0 億 t に達する見通しです。 

■■  研研究究開開発発  
インドにおける⾼付加価値製品の需要拡大に対応す

るため、インドでの製品開発能力の強化に注力してい
ます。当社は 2022 年に TRLK R&D センターを設立し、
次世代製品や新しい原材料の開発を行っています。こ
れにより、TRLK はインド市場での競争優位を確立し、
グローバル展開を見据えたさらなる事業拡大を目指し
て、当社と連携しながら研究開発に取り組んでいます。 

▶インド市場の粗鋼生産量実績・見通し 

 
*インド政府の 2030 年目標粗鋼生産能力 

 
TRLK R&D センター 

 

■■  EESSGG 活活動動  
TRLK は、⻑期的な成⻑を目指す企業として ESG 活動に積極的に取り組んでおり、様々な認証に加えて多くの栄誉

ある賞を得ています。 

環環境境（（Environment）） 
● 使用済み耐火物のリサイクルと廃棄物削減、水使用量の徹底管理 
● CO2 排出量の削減、再生可能エネルギーの利用拡大、エネルギー効率向上

への投資 

社社会会（（Social）） 
● 地域社会との共生を重視し、教育や医療支援などの社会貢献活動に積極的

に参加 
● 安全で健康的な労働環境の提供、持続的成⻑を担う従業員への福利厚生の

充実（社宅の整備、病院および学校の設置など） 

ガガババナナンンスス（（Governance）） 
● 行動規範や内部告発ポリシー、POSH（職場のセクシュアルハラスメント防

止）などの自律的内部統制活動の強化 

主要な認証と受賞 
・SA8000 認証 ・IMS ならびに ISMS 認証 ・BCMS 認証 ・ISO 45001 ・ISO 9001 ・ISO 14001 
・6th ICC National Occupational Health & Safety Awards 2024（Indian Chamber of Commerce） 
・17th CII ENCON Awards 2024（Confederation of Indian Industry） 
・7th ICC Social Impact Awards 2025（Indian Chamber of Commerce） 

  

約2.0倍 

TRLK が運営する病院 

従業員社宅 
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海海外外事事業業紹紹介介  欧欧州州・・そそのの他他 

■■  欧欧州州ににおおけけるる当当社社ププレレゼゼンンスス  
スペインの製造販売子会社である KROSAKI AMR 

REFRACTARIOS, S.A.U.（KAMR）と REFRACTARIA, 
S.A.U.（REF）は、 鉄鋼、セメント、非鉄金属、ガラス
など幅広い分野のお客様に高品質の耐火物を提供して
います。特にセメントを含めた非鉄向け製品は高く評
価されており、両社の売上の約 70％を占めています。
また、欧州域内にとどまらず、キプロスに新設した販
売子会社 Krosaki Middle East and Africa Ltd.（KMEA）
を通じて、中東、アフリカなど欧州域外への販路拡大
も続けています。さらに、施工会社である REFRACTARIA 
TECHNOLOGIES, S.L.U.（REFT）との連携を強化し、
材料と施工を一体化した拡販も推進しています。 

オ ラ ン ダ の 販 売 子 会 社 で あ る Krosakiharima 
Europe B.V.（KEB）は、⻄欧および北欧を中⼼に、当
社グループおよびアライアンスパートナーから供給さ
れる製品（日本・中国・インド・欧州）の最適な組み
合わせによる販売を行い、拡販を推進しています。 

 

 
スペイン KROSAKI AMR REFRACTARIOS, S.A.U. 

 
スペイン REFRACTARIA, S.A.U. 

▶KAMR・REF の地域別売上構成 

 

■■  強強みみのの領領域域  

 
 

 
 

 

北米 
中南米 

中東 
アフリカ 

etc... 

欧欧州州域域外外 
29% 

欧欧州州 
71% 

2024年売上高 
KAMR＋REF（102百万€） 

● KAMR と REF、両社製品のパッケージ販売 
● REFT も含めた材料と施工一体でのサービス展開 

非鉄向けシナジー効果による拡販 

● お客様ニーズに合わせた、最適な当社グループおよびアライアンスパートナー製品の選定、供給による安定
操業への貢献 

カスタマイズされたサービス提供 

● 欧州他、北米・中南米・中東・アフリカ・日本など欧州の製造拠点から広域に亘る販売網 
● 鉄鋼、セメント、非鉄金属、ガラスなど多様な業界に製品を供給 

広域に亘る販売網 
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海外事業紹介　欧州・その他
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■■  米米州州ににおおけけるる当当社社ププレレゼゼンンスス  
米国の販売子会社である Krosaki USA Inc.（KUI）

は、主にアメリカ、カナダ、メキシコ向けに当社グルー
プから供給される製品を販売しています。特に、高機
能・高付加価値製品を中⼼とした溶鋼流量制御用耐火
物や、溶鋼流量制御用耐火物交換作業ロボット（REX-
ROBO®）などのパッケージ販売に強みを持っています。
また、北米市場は販売拡大に向けて重要であると考え
ており、現地生産拠点の設立なども検討しています。 

南米では、ブラジル耐火物製造会社である IBAR 社
とのさらなる連携深化のため、2024 年 10 月に同社と
高炉マッド材製造・販売の合弁会社を設立しました。
これらによる KROSAKI ブランドのプレゼンス拡大を
図ります。 

 

■■  アアジジアアににおおけけるる当当社社ププレレゼゼンンスス  
当社は、中国に４つの製造拠点と１つの販売拠点を

持ち、全世界へ耐火物を提供しています。中国市場で
は、高機能の鉄鋼連続鋳造設備用耐火物を中⼼に拡販
戦略を展開しています。また、サプライチェーンの一
環として、日本を含む海外向け物流業務を一元管理し
ています。 

今後、中国市場でのコスト競争が激化する中、製造
拠点では設備の自動化やデジタル技術を活用し、生産
性向上を図ります。 

その他、アジア地域における既存顧客へのサービス
拡充、新規顧客獲得などを目的として、2025 年２月に
ベトナム現地法人 KROSAKI VIETNAM COMPANY 
LIMITED（KVC）を設立し活動を開始しました。これ
により、同地域におけるプレゼンスの向上とともに、
持続的な成⻑に向けた事業基盤の強化を推し進めま
す。 

アメリカ Krosaki USA Inc. 

 
YKR 新自動化工場 
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事事業業ポポーートトフフォォリリオオ 

■■  当当社社はは国国内内外外のの環環境境変変化化へへのの即即応応性性をを⾼⾼めめ、、安安定定的的にに成成⻑⻑をを続続けけるる事事業業構構造造のの強強
化化にに努努めめてていいまますす  
「「総総合合セセララミミッッククスス企企業業」」ととししててのの多多面面的的なな事事業業構構成成  

当社は 1919 年の創業以来、100 年を超えて培った技術・ノウハウを強みとして、耐火物事業、ファーネス事業、セ
ラミックス事業の３事業を展開している総合セラミックス企業です。現在、これらの事業はそれぞれが独立しつつ、
耐火物事業を軸として、施工・メンテナンスなどを担うファーネス事業との材工一体、耐火物事業で培った技術を活
かしたセラミックス事業など、相互に補完し合って強固な事業構造を創出しています。 

 
成成長長市市場場をを中中心心ととししたたググロローーババルル展展開開 
インド等成⻑市場を中⼼にグローバル市場でのプレゼンスを⾼め、⽇本国内の経営環境に左右されにくい事業構造

の確立に努めています。 

    

 

  

   

   
   

  
 

■耐耐火火物物事事業業（各種工業炉に使用する耐火物全般の製造・販売） 
▷耐火物の製造販売  

日本、インド、欧州、中国の製造・販売拠点および北米の販売拠点に加え、アライアンス

パートナーへの技術ライセンス供与と販売連携により、地産地消を基本にグローバルな耐

火物製造・販売体制を構築。 
窯炉用耐火物…いわゆる「耐火れんが」。主に設備の内張りとして使用。 
不定形耐火物…主に原料を混練した粉末として出荷される耐火物。 
機能性耐火物…主に溶鋼の流量制御や整流、ガスによる攪拌など製鉄の連続鋳造プロセス

において活躍する耐火物。 
▷エンジニアリング－装置 

耐火物を「つくる」ための設備・金型設計と金型製造、耐火物を「使う」ための装置、ロ

ボットなど幅広いエンジニアリングを担っている。耐火物とエンジニアリングに制御と IT
を融合させ、先進的な開発・自動化技術の提供に注力。 

・お客様は鉄鋼だけではな
くセメントを含む非鉄分
野にも及ぶ 

・鉄鋼分野は高炉法・電気
炉法など全てが販売対象 

■フファァーーネネスス事事業業（各種工業炉の設計・施工および築造・修理） 
▷整備：主に製鉄所の施工後の実稼働を支えている耐火物の補修およびメンテナンス 
▷工事：主にプラントメーカーのもとで設備（高炉・コークス炉など）の耐火物を施工 
▷設計：工業炉（加熱炉、焼却炉など）を顧客ニーズに応じて設計・施工 

・製鉄所だけではなくセメ
ントを含む非鉄工場・省
エネ工業炉などお客様は
多岐に亘る 

■セセララミミッッククスス事事業業（各種産業用セラミックスの製造・販売および景観材の販売） 
▷ファインセラミックス：半導体・宇宙・医療分野等幅広い産業向け部材の製造・販売 
▷サーマルセラミックス：断熱材・ヒーターの製造・販売および景観材販売 

高機能断熱材は家庭用燃料電池（エネファーム）向けでも活躍 
▷電子部品焼成用部材：通信機器・家電・車などを支える電子部品製造工程用部材の製造・販売 

・半導体製造装置分野を中
心に、電子部品、環境エ
ネルギー分野、さらには、
宇宙・医療分野など多岐
に亘る成長領域 

・お客様は国内に限らず海
外も対象 

フファァーーネネスス 
事事業業 

セセララミミッッククスス 
事事業業 

耐耐火火物物事事業業 

国国内内・・海海外外のの売売上上構構成成 事事業業別別のの売売上上構構成成 
セセララミミッッククスス 

4% 
フファァーーネネスス

11%

耐耐火火物物 83% 海外45% 

国内55%
そそのの他他1％％ 

事事業業領領域域  
各各領領域域ににおおけけるる
ポポーートトフフォォリリオオ  

KROSAKI HARIMA 202521

事業ポートフォリオ



 

KROSAKI HARIMA 2025 22 

 

■■  分分野野別別事事業業戦戦略略  

環環境境認認識識 

・インド・東南アジアでの鋼材需要の持続的拡大 
・欧州・北アフリカ・中東等でのセメント含む非鉄分野の需要拡大 
・鉄鋼製造プロセスの脱炭素化ニーズを反映した⾼機能⾼付加価値耐火物の需要拡大 
・国内鋼材需要の低迷下、再生可能エネルギー等環境関連設備の新設需要 
・半導体製造装置・電子部品・燃料電池分野の需要拡大 

 

耐火物業界で世界トップクラスの特許保有数が示す⾼機能⾼付加価値製品の開発力、耐火物と周辺機器・材工一体での
ソリューション提案力、グローバルな供給体制、お客様のニーズに応じたテーラーメイド対応力など当社の強みを活か
し、今後も「総合セラミックス企業」として創造した価値をお客様へ提供していきます。 

 
分分野野別別事事業業戦戦略略 

粗鋼生産成⻑国での着実な需要捕捉に向けた設備投資の実⾏     
  

カーボンニュートラル等を背景に変化するお客様ニーズに合致し
た⾼機能⾼付加価値製品ならびに環境配慮型のブランド商品の提供 

  
 

 

海外でのセメントを含む非鉄分野での拡販   
  

地産地消を基本方針とした最適生産体制の構築   
  

テーラーメイド対応力および装置・自動化ロボット等周辺機器一
体での提案 

  
 

 

材工一体でのソリューション提案力を活かした整備テリトリーの
拡大 

   
 

海外での耐火物施工の「材工一体」体制の構築    
 

環境関連設備・省エネ工業炉の工事受注拡大および整備作業領域
の拡大 

  
 

 

旺盛な需要捕捉に向けたタイムリーな設備投資の実⾏    
 

現⾏の３つの事業を軸に今後もシナジーを追求するとともに成⻑市場を取り込むことで、全ての事業においてさら
なる収益拡大を目指します。 

耐耐火火物物 

耐耐火火物物 セセララミミッッククスス 

耐耐火火物物 

耐耐火火物物 

耐耐火火物物 セセララミミッッククスス 

耐耐火火物物 フファァーーネネスス 

耐耐火火物物 フファァーーネネスス 

フファァーーネネスス 

セセララミミッッククスス 
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耐耐火火物物事事業業 

■■  22002244 年年度度実実績績とと推推移移  
インドを除く国内外の粗鋼生産量減少や円安による輸入原材料価格

の上昇に伴う一時的なコスト負担増の影響を受ける中、堅調なインド
市場での拡販、生産性向上・歩留まり改善等の自助努力、原材料等コス
ト上昇分の販売価格への着実な転嫁を推進したものの、売上高は、前連
結会計年度に比べ 2.2％減収の 1,485 億円、営業利益は、同 9.8％減益
の 114 億円となりました。 

 
■■  足足元元のの事事業業環環境境認認識識  

国内においては、製鉄所の再編が進み、粗鋼生産量
が年間 8,000 万 t レベルにとどまる中、今後の大幅な
耐火物需要の増加は見込みにくい状況です。しかし、
鉄鋼業のカーボンニュートラルに向けた鉄鋼製造プロ
セスの変革に伴い、高機能高付加価値耐火物に関して
は、需要が高まっていくものと認識しています。 

海外においては、インド、東南アジアを中心とした
人口増加・経済発展に伴う鋼材需要の持続的な拡大に
より、さらなる耐火物需要が見込まれます。 

これらの事業環境を踏まえ、当社は、耐火物事業の
国内外での競争力強化に向けて、新技術・商品の開発・
実用化に注力するとともに、グローバル展開を強化し
ていきます。 

 
■■  耐耐火火物物事事業業のの強強みみ  

当社は、耐火物業界で世界トップクラスの特許保有
数に裏付けられた高い技術開発力を有しています。具
体的には、高機能高付加価値の耐火物の開発はもとよ
り、耐火物を「使う」ための装置、ロボットなど幅広
いエンジニアリングも含めた開発活動を行っており、
設備の⻑寿命化に貢献する耐火物設計とお客様の作業
環境をより安全かつ省力化する改善に貢献していま
す。 

さらに、当社は、お客様の視点での開発・改善を行
い、耐火物とその周辺機器の一体提案およびサービス
も含めたソリューション提案をワンストップで行うこ
とで、顧客価値最大化を図っています。 

 

事事業業基基盤盤強強化化にに向向けけたた今今後後のの取取りり組組みみ  
・製造実力・生産性向上、間接部門効率化・合理化の徹底推進および人材配置の選択と

集中（さらなる製造基盤体制強化） 
・高付加価値耐火物およびエンジニアリング技術を活かした付属装置・ロボットの拡販 
・海外成⻑市場、成熟市場でのグループ連携強化およびパートナー企業との連携・協業

深化による受注拡大 
・水素還元高炉・電気炉への転換等の顧客動向に対応した耐火物開発の推進 

 
 

 

溶鋼流量制御用耐火物交換ロボット 
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フファァーーネネスス事事業業 

■■  22002244 年年度度実実績績とと推推移移  
整備単価上方改定および大型工事案件の受注により、売上高は、

前連結会計年度に比べ 29.6％増収の 197 億円、営業利益は、同
175.0％増益の 15 億円となりました。 

 
 

■■  足足元元のの事事業業環環境境認認識識  
当社のファーネス事業は、定常的に炉のメンテナン

スを行う整備作業と、スポット的に炉の設計から据付
の新設を行う工事に分かれます。 

前者の整備作業では、耐火物事業同様に、受注量は、
粗鋼生産量変動の影響を受けます。国内粗鋼生産量増
加が見込めない状況や、将来に向け人手不足が懸念さ
れることを考慮すると、デジタル技術を活用した生産
性向上、省人化や機械化施策がより重要となります。 

後者の工事では、鉄鋼向け大型工業炉の改修時期であ
るため、繁忙期として相当量の受注が期待できます。ま
た、環境・エネルギーの領域では、再生可能エネルギー
としてバイオマス発電の継続的な工事が見込まれます。 

これらの事業環境を踏まえ、安全を第一とし、下記
の基盤強化に向けた取り組みを加速させます。 

 
 
 

■■  フファァーーネネスス事事業業のの強強みみ  
まずは、これまでに培った耐火物施工のノウハウや

工業炉設計技術が当社の強みです。鉄鋼向け大型工業
炉の新設や整備について、積み上げた実績があります。
加えて、バイオマス発電等の環境関連設備および省エ
ネ工業炉の施工も行っています。これらを通じ、当社
は、幅広い技術知見と技能を蓄積しています。 

さらに、多種多様な総合耐火物提供体制を構築して
いることにより、耐火物材料と工業炉の設計、工事を
一体とした、最適な耐火物設計および施工提案が可能
であることです。この強みは、材工一体のソリューショ
ン提案力として、表れています。 

以上により、当社のファーネス事業は、安定的な事
業継続に努め、顧客価値の実現に寄与します。 

事事業業基基盤盤強強化化にに向向けけたた今今後後のの取取りり組組みみ  
・人材の採用強化に向けた活動や定着率向上に向けた教育、処遇、

職場環境の実現 
・重機の省人化・機械化による作業効率改善と安全度アップ 
・新材料、新工法等による軽労化／誰でも働くことができる作業

環境づくり 
・デジタル技術活用による耐火物整備・設計・施工技術の継承と

生産性向上 

 

中野寮（千葉県君津市） 
2023 年 3 月竣工 

築炉試験練習による技能伝承 
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セセララミミッッククスス事事業業 

■■  22002244 年年度度実実績績とと推推移移  
半導体製造装置向けセラミックス材料と家庭用燃料電池向け断熱材

の顧客在庫調整等の影響もあり、原料価格等コスト上昇分の販売価格
転嫁や歩留まり改善等のコストダウンを図りましたが、売上高は前連
結会計年度に比べ 5.1％減収の 78 億円、営業利益は、同 43.3％減益の
5 億円となりました。 

 

■■  足足元元のの事事業業環環境境認認識識  
当社のファインセラミックス、サーマルセラミック

ス（ヒーター分野）に関係する半導体製造装置の 2024
年の世界販売額は、前年比 10％増となり、2023 年度
の落ち込みから回復しました。2025 年度も引き続き、
生成 AI の急速な普及に伴うデータセンター向け半導
体需要の増加やメモリー市況の回復が、市場全体を牽
引し、これにより、ファインセラミックス、サーマル
セラミックス分野は、再成⻑へと向かう⾒込みです。 

電子部品分野では、主力の積層セラミックコンデン
サ焼成用部材の市況が、緩やかに回復しています。今
後、当社顧客にて生産能力拡大が⾒込まれることから、
当社は需要増に着実に対応します。 

■■  セセララミミッッククスス事事業業のの強強みみ  
当社は、価値ある技術・製品を創造し、国内外の大

手半導体製造装置メーカーや電子部品メーカーに提供
しています。 

具体的には、セラミックス電子部品の焼成工程に不
可欠な電子部品焼成用部材（セッター）の分野にて、
世界シェア No.1（40％）を誇ります（本頁右下参照）。
また、ファインセラミックス分野では、当社は、大型
形状や精密加工への対応も可能で、高いアッセンブ
リー技術を有しています（本頁左下参照）。また、サー
マルセラミックス分野では、当社の材料技術・製造ノ
ウハウを盛り込んだ高機能断熱材「ＫＲＯＴＥＣＴ® 」
を開発し、2025 年度上期から生産を開始しています。

「ＫＲＯＴＥＣＴ® 」の低熱伝導率(高断熱)・高強度化
により、家庭用燃料電池、鉄鋼、工業炉分野などでの
省エネ、省スペース、コスト削減に貢献します。

 
事事業業基基盤盤強強化化にに向向けけたた今今後後のの取取りり組組みみ  

・半導体製造装置・電子部品・環境エネルギー分野等将来的に需要増加が⾒込まれる分野における一層の事業拡大に
向けたタイムリーな投資の実行 

・今後のさらなる事業拡大を⾒据えた研究開発体制の充実と新製品開発の強化 
・AI や RPA 等のデジタル技術活用による業務改革推進と生産性向上の実現 
・将来の成⻑に必要な⼈材確保と⼈材育成の強化 
 
●●精精密密部部品品用用セセララミミッッククスス 
【【フファァイインンセセララミミッッククスス】】 
半導体製造装置、測定機器、 
光学機器分野 

 ●●高高機機能能ヒヒーータターー 
【【ササーーママルルセセララミミッッククスス】】 
半導体製造装置分野 

 ●●高高機機能能断断熱熱材材 
【【ササーーママルルセセララミミッッククスス】】 
製鉄・非鉄、各種工業炉、航空機、 
自動車分野、家庭用燃料電池分野 

 ●●電電子子部部品品焼焼成成用用部部材材 
【【電電子子部部品品焼焼成成用用道道具具材材】】 
電子部品製造分野 

 
 

  

大型形状、精密加工、アッセンブリー技術
という当社の強みを活かしたファインセ
ラミックスです。 

 主に配管保温用で使われる不燃性のフレ
キシブルヒーターで断熱層を兼ね備えて
います。高い安全性と均熱性を持ち、複雑
な形状にも対応可能です。 

 静止空気をしのぐ低熱伝導率を実現する
断熱材で、省エネや薄肉化・小型化・軽量
化による生産性向上に寄与します。 

 当社が世界で初めて開発したプラズマ溶
射による非常に安定した被膜が特徴で、
耐摩耗性・接着強度に優れています。 
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品品質質管管理理とと品品質質保保証証 

品品質質方方針針  
１１．．鉄鉄とと産産業業をを支支ええるる企企業業ととししてて、、安安全全・・品品質質最最優優先先のの下下「「世世界界一一のの顧顧客客価価値値のの実実現現」」にに努努めめまますす。。そそのの為為

にに、、⿊⿊崎崎播播磨磨ググルルーーププのの一一⼈⼈ひひととりりがが、、ココンンププラライイアアンンススをを徹徹底底しし、、おお客客様様にに最最⾼⾼のの品品質質とと安安⼼⼼ををおお
届届けけすするる事事でで、、おお客客様様にに信信頼頼さされれ共共にに成成⻑⻑すするるベベスストトパパーートトナナーーととななるる事事をを目目指指ししまますす。。  

２２．．品品質質ママネネジジメメンントトシシスステテムムにに基基づづくく業業務務運運営営をを通通じじてて、、個個⼈⼈とと組組織織のの仕仕事事のの⾼⾼度度化化とと標標準準化化をを進進めめ、、
新新たたなな付付加加価価値値をを創創出出ししまますす。。  

３３．．上上記記方方針針にに従従いい、、自自部部門門のの品品質質目目標標をを定定めめ、、目目標標のの達達成成にに向向けけててＰＰＤＤＣＣＡＡをを確確実実にに実実行行しし、、継継続続的的なな
改改善善活活動動のの推推進進とと変変革革をを進進めめまますす。。 

■■  品品質質管管理理体体制制  
当社は、JIS Q 9001 / ISO9001:2015 に準拠し、お客

様の要求を満たす耐火物およびセラミックスの開発・
製造・販売・ファーネス事業のサービス提供と、シス
テムの継続的改善と効果的運用による顧客満足（顧客
価値）の向上を全員で達成するため、品質マネジメン
トシステムを構築し、維持しています。 

■■  おお客客様様のの声声をを元元にに  
当社製品の性能・付帯サービス・開発などへの満足

度について、お客様へお伺いするため、年１回アンケー
トを実施しています。その結果を分析し、営業・開発・
製造部門でお客様のニーズや課題を共有し、継続的な
改善を連携して進めています。またお客様のニーズを
元に新たな開発テーマを審議し、独創的差別化商品の
開発に努め、お客様の操業・品質改善に貢献できるソ
リューションを継続的に提案します。 

■■  現現場場改改善善活活動動〜〜KKMMSS 活活動動〜〜  
安全・品質・効率を追求する製造実力を⾼めていく

ため、現場を主体とした小集団カイゼン活動＝ KMS
活動（クロサキハリマ・モノヅクリ・システム、通称：
ケイエムエス活動）を行っています。この活動では、
研修会などの教育や工場の相互交流などを積極的に行
うことで、一⼈ひとりの「あたりまえ」のレベルを引
き上げる⼈材育成と同時に、製品の⾼品質化と安全対
策につなげています。また、トップダウンとボトムアッ
プを直接共有する場のひとつとして、定期的に管理者
による診断活動を行い、社⻑や役員も参加することで、
全社一体として取り組んでいます。 

KMS 活動で発表されたテーマが、第 45 回九州 IE 年
次大会で第一位となり、当社では初めて全国 IE 年次大
会（第 65 回大会）に出場しました。 

 

2024 年７月に全国 IE（Industrial Engineering）年次大会で九州代表として発表
しました。 

■■  品品質質保保証証のの推推進進  
当社は、品質を最重要事項と認識し、2022 年に「品

質保証部」の上位組織として「品質保証本部」を設立
しています。全社横断的に活動を企画・牽引し、より
安⼼し信頼できる製品提供に努めています。定期的に
全社品質保証委員会を開催し、活動結果のレビューと
ともにシステムの有効性の評価を行い、次年度の方針
を立案しています。これにより、品質保証向上に向け
て全社一体となり改善活動を実施しています。 

また、「リスクおよび機会への取り組み」活動の一環
として、当社は、品質パトロールの実施、客観性・公
平性を保った内部監査を定期的に実施しています。さ
らに、国内および海外の調達先に対し、品質リスク低
減および品質意識向上につなげる対話と支援活動も進
めています。 

KROSAKI HARIMA 2025 26

品質管理と品質保証
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〜〜世世界界ををリリーードドすするる新新たたなな価価値値のの創創造造〜〜 

■■  未未来来へへ挑挑戦戦すするる研研究究開開発発  
急速に変化する世界において、当社は、お客様のニー

ズに応える革新的な製品と技術を創造することで、持
続可能な社会への貢献を目指しています。変化をチャ
ンスと捉え、お客様が求める新たな価値を創造するた
め、基礎研究から応用開発まで、幅広い研究開発に取
り組んでいます。研究開
発関連費用として、開示
している研究開発費に加
えて、海外グループ会社
における関連活動に関す
る費用等を合わせ、年間
売上高の２％程度を投入
しています。 

なお研究開発成果の一
端は当社ホームページ（https://www.krosaki.co.jp/ 
development）で公開しています。 

◆◆高高品品質質鉄鉄鋼鋼製製品品へへのの貢貢献献 
鉄鋼製造においては、溶けた鋼を冷却して固める連

続鋳造という工程が製品の品質に大きな影響を与えま
す。当社は、この工程における品質向上に貢献するた
め、鋳型に溶鋼を流し込む浸漬ノズルの材質に革新を
もたらしました。開発した EVERCLEAN®は、⻑時間の
鋳造においてもノズル内孔へのアルミナ付着を防ぎ、
溶鋼の良好な流れを維持することに成功しました。こ
れにより、高品質な鉄鋼製品の安定生産に貢献してい
ます。 

 

◆◆高高耐耐用用でで精精錬錬炉炉操操業業をを安安定定化化 
溶銑を精錬して溶鋼にする転炉は、酸素を吹き込む

際に 1600℃を超える高温となる過酷な環境です。当社
は、この環境下で使用する転炉の内張耐火物として、
緻密で耐食性の高い MgO-C れんが CARDIX を開発し
ました。CARDIX は、高温でも劣化しにくく、⻑期に
亘る厳しい操業に耐えることができます。さらに、温
度変動による割れのリスクを低減し、操業の安定化に
貢献しています。 

◆◆環環境境にに配配慮慮しし、、使使いい易易いい不不定定形形材材料料（（進進化化すするる Dry-
Free®®）） 
不定形耐火物は、施工後に乾燥工程が必要で、⻑時

間の加熱と厳格な管理が求められ、現場の負担となっ
ていました。Dry-Free®シリーズはこの乾燥工程が不
要であり、工事や補修期間の短縮による生産性向上と
CO2排出量の削減に貢献しています。なお、従来の Dry-
Free®材料は、特殊溶液バインダーを使用していたた
め、施工の煩雑さが課題でした。そこで溶液バインダー
を使用せず、水を加えるだけで施工可能な Dry-Free®
材料を新たに開発し、現場の作業負担の軽減を実現し
ました。 

■■  知知的的財財産産  
当社は、知的財産に関する取り組みを、経営・事業

戦略、研究開発戦略と一体となって推進しており、知
的財産の戦略的な形成および適正な保護を図り、これ
らを当社の事業活動に有効に活用しています。 

研究開発の成果は積極的に特許出願を行っており、
海外事業の拡大に伴い、海外へも多数の出願を行い、
多くの特許を保有しています。前述した EVERCLEAN®、
CARDIX や Dry-Free®シリーズも国内外で特許を取得
し、事業活動に活用しています。 

 

使使用用後後ノノズズルルのの内内孔孔  

アルミナが付着 

従従来来材材質質

付着なし

EEVVEERRCCLLEEAANN®®  
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DX のの推推進進ににつついいてて 

■■  DDXX のの目目的的  
当社は、デジタルトランスフォーメーション（DX）

を推進しています。その目的は、ビジネスモデルの変
革や業務プロセスの革新による効率性・生産性の向上
と、デジタルデータの活用による迅速な意思決定と機
動的な行動を可能にすることです。これにより、持続
可能な成⻑と競争⼒の強化を目指します。 

■■  DDXX 推推進進体体制制  
前述の目的に向け、当社は 2021 年に全社横断の「DX

推進事前準備プロジェクト」を設け、「10 年先の当社
グループを見据えた変革」を主テーマに議論を開始し
ました。そして、2022 年には DX を推進するための社
内体制・組織面の整備を実施しています。具体的には、
下図に記載のとおりです。 

 

◆◆DX 推推進進にに係係るる会会議議体体のの新新設設とと全全社社委委員員会会へへのの移移行行 
・全社 DX 推進に係る重要方針の審議・決定、進捗状

況共有と評価を定期的に実施 
・より強⼒に課題解決を推進することを目的として、

2025 年より「業務改革・デジタル活用推進委員会」
へ再編し、全社委員会体制へ移行 

◆◆デデジジタタルル技技術術をを活活用用ししたた業業務務改改革革をを牽牽引引すするる組組織織 
「「デデジジタタルル業業務務改改革革推推進進部部」」をを構構築築 
・情報通信システムの企画、維持・運用管理を担う ICT

部とソフト施策を含めた業務改革を担う業務改革推
進部を統合し、全社 DX 推進と情報通信システムに
係る業務機能全般を一体的に担う組織を構築 

・一定金額以下のデジタル投資案件の審査・実行承認
機能も内包 

◆◆全全事事業業部部門門のの各各組組織織にに DX 推推進進担担当当をを配配置置 
・「デジタル業務改革推進部」と連携しながら、各組織

の DX 戦略を策定し業務プロセスの改革を実行する
「DX 推進担当」を明確にアサインし、各組織に配置 

■■  取取りり組組みみ状状況況  
◆◆Digital DIY（（Do Digital Innovation Yourself）） 

DX 推進にあたり、当社は社員一人ひとりが業務プ
ロセスの変革に主体的に関わる姿勢を持つことを目指
しました。この姿勢を当社では Digital DIY と表現し、
全社的な行動様式として定着を図っています。 

◆◆市市民民開開発発者者にによよるる業業務務ププロロセセスス改改善善 
当社では、IT 部門に限らず、業務部門の社員が、市

⺠開発者として、ローコードツールを活用して、自ら
業務プロセス改善ができる体制を整え、積極的に推進
しています。 

例えば、ワークフローツールを用いた業務の標準化
や、RPA を利用した業務の自動化（省⼒化）が進んで
おり、市⺠開発者による業務プロセス改善が定着して
います。 

◆◆DX 人人材材育育成成活活動動 
全社員の IT スキル向上を目的に、以下の人材育成・

教育活動を推進しています。 
IT パパススポポーートト講講座座受受講講 
執務系社員全員に IT パスポートの講座受講と模擬試験
受験を奨励し、約 750 名が受講し、約９割が模擬試験に
合格しています。また、オンライン動画による研修プ
ラットフォームを活用して社員のデジタルリテラシー
向上に取り組んでいます。 
セセキキュュリリテティィ教教育育 
標的型攻撃メールや生成 AI 利用に伴うリスクへの対応
を含む、全社員向けセキュリティ教育を実施し、定期的
な注意喚起を行っています。 

◆◆デデジジタタルル技技術術活活用用のの推推進進基基盤盤ととななるる環環境境構構築築 
各部門が利用可能な基盤ツールの導入に加え、以下

のとおり、環境整備も進めています。 
イインンフフララ整整備備 
ネットワークの高速化や現場無線 LAN エリアの拡充な
ど、インフラ整備を行っています。 
社社内内相相談談・・支支援援体体制制 
各部門が迅速にデジタル技術を活用できるように、ヘル
プデスク設置等の社内相談や支援体制を構築していま
す。 
セセキキュュリリテティィ対対策策 
NSG-CSIRT（日本製鉄グループ IT セキュリティ対策
チーム）に加盟し、セキュリティ情報およびノウハウの
迅速な共有、インシデント発生時の適切な対応を行って
います。また、海外を含めたグループ会社全体のセキュ
リティレベルの維持向上にも努めています。 
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財財務務担担当当役役員員メメッッセセーージジ

■■ 22002255 見見直直しし経経営営計計画画のの進進捗捗 
2024 年度（2025 年 3 月期）は、主要顧客である鉄

鋼業界において、インドを除き国内外の粗鋼生産量が
対前年比マイナスとなったほか、円安進行による原材
料等コスト上昇等、厳しい経営環境となりました。こ
うした中、堅調なインド鉄鋼市場での拡販、生産性向
上・歩留まり改善等の自助努力を徹底するとともに、
原材料等コスト上昇分の販売価格への着実な転嫁を推
進した結果、営業外為替差益等一過性利益の差異もあ
り過去最高の経常利益を記録した 2023 年度には及ば
なかったものの、売上高および ROIC を除き、2025 見
直し経営計画の財務目標を達成することができまし

た。 
設備投資については、当初の 2025 経営計画では５

年間で 200 億円の投資を計画していましたが、インド
事業をはじめとした今後の事業成⻑を着実に実現すべ
く、さらに 150 億円を上乗せし、総額 350 億円の投資
を行っていくこととしており、順調に進捗しています。

最終年度となる 2025 年度では、経営計画で掲げた
諸施策の着実な実行等、財務目標の実現に向けて鋭意
取り組むとともに、持続的な成⻑を図るため中⻑期ビ
ジョン並びにこれを見据えた次期経営計画を策定いた
します。

FY2021〜FY2024 の主要設備投資 

国
内

SN 工場加工工程 物流改善 瀬⼾内工場 梱包工程 全自動化投資 アルミナ工場混錬成形工程 設備更新

海
外

TRLK AG 工場 TRLK 転炉れんが工場
※2025 年 8 月完成

WKM 自動化ライン KAMR 成形機

未未来来をを見見据えたグローバル

事事業業戦戦略略と財務戦略の下、

持持続続的的なな企業価値の向上に

挑挑みみ続続けけます

取締役 常務執行役員

吉田 猛
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未来を見据えたグローバル未来を見据えたグローバル

事業戦略と財務戦略の下、事業戦略と財務戦略の下、

持続的な企業価値の向上に持続的な企業価値の向上に

挑み続けます挑み続けます

取締役 常務執行役員

吉田 猛吉田 猛
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■■  資資本本効効率率のの向向上上とと企企業業価価値値のの増増大大
にに向向けけてて  
当社グループでは、2025 見直し経営計画の中で

ROIC を KPI として導入し、全社的に資本コストを意
識した経営の強化を図っています。これまでも、設備
投資の意思決定にあたり、投資規模の妥当性、投資に
対するリターンの蓋然性、実行タイミングの適正性等
を慎重に見極めた上で、実行に移すことを徹底してい
ます。また、投資後の実行フォローも定期的に実施し、
期待効果が発現していない案件については、その対策
を関係部門で協議しながら投資効果の最大化を目指し
ています。こうした取り組みの結果として、それぞれ
の投資に対するリターンが着実に実現できており、資
本コストを上回る成果につながっていると評価してい
ます。 

2024 年度は ROIC を経営の重要指標として全社に
浸透させる取り組みを進めました。各事業部門におい
て ROIC の重要性の理解が深まり、資本コストを意識
した意思決定が定着しつつあります。 

こうした基盤の上に、今後は各部門が自律的にROIC
目標を設定し、具体的な改善アクションへと落とし込
むフェーズに移行する予定です。具体的には各部門の
取り組み施策を ROIC ツリーとして体系化し、運用し
ていく考えです。事業別の投下資本に対する生産性を
共有し、生産性の低い事業での改善を促進することで
より大きなリターンの獲得を目指します。一方で、老
朽化した設備や建屋の更新も進める必要があり、これ
らについては事業基盤強化の観点から、優先順位を付
けながら計画的にリフレッシュを進めています。また、
気候変動問題に端を発して、お客様の製造プロセス改
革も今後加速していくことが想定され、この点も含め

てお客様のニーズに耳を傾けながら、より付加価値の
高い製品を提供するため、研究開発力を強化していく
ことも極めて重要です。これまでは、研究開発関連費
用として、開示している研究開発費に加えて、海外グ
ループ会社における関連活動に関する費用等を合わ
せ、年間売上高の２％程度を投入してきましたが、今
後はさらに拡大していくことも必要です。そのために
は、⿊崎播磨単独での研究開発のみならず、事業のグ
ローバル化の進展に合わせて、インドや欧州を含めた
グローバル研究開発体制の構築を目指します。これに
より、グローバルでのお客様ニーズにタイムリーに応
えてまいります。 

■■  スステテーーククホホルルダダーーのの皆皆様様へへ  
当社グループの魅力は、グローバルでの成⻑可能性

にあります。成⻑著しいインド市場では、当社グルー
プの技術力をもって事業拡大を進めます。欧州や米州
においても、強力なパートナーと共にさらに事業を拡
大させることが可能と考えております。また、ファー
ネス事業についても、省エネ工業炉やバイオマス発電
分野、耐火物事業と一体となった海外含めた事業拡大
を図ります。さらに、セラミックス事業についても半
導体製造装置、電子部品、燃料電池、医療・宇宙等今
後の成⻑が期待できる領域での事業拡大のポテンシャ
ルがあります。当社はこうした成⻑ポテンシャルを着
実に顕在化させるべく、積極的な投資をタイムリーに
行うことに加え、成⻑を推進するための要となる⼈材
の確保・育成と営業力の強化に真摯に向き合い、実行
していきます。また、当社はステークホルダーの皆様
への還元を重要な経営方針の一つと位置付けており、
事業成⻑により獲得した果実を柔軟かつ着実に還元す
る策を通じて、ステークホルダーの皆様のご期待に応
えてまいります。グローバルな事業成⻑が可能な当社
グループの今後にご期待いただきたいと思います。 
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資資本本収収益益性性をを意意識識ししたた経経営営とと企企業業価価値値向向上上 

企企業業価価値値のの向向上上にに向向けけたた取取りり組組みみ  
 

■■  企企業業価価値値向向上上にに向向けけてて  
⿊崎播磨グループの企業価値の源泉は、創業以来

100 年を超える年月で培ってきた技術・製品・サービ
スとこれらを支える人材、さらにはステークホルダー
の皆様との信頼関係だと考えています。 

当社グループは、資本収益性を重視した経営のため
に経営指標として ROIC を導入するとともに、その向
上を図ることでエクイティスプレッドを拡大し、さら
なる企業価値向上に努めています。 

■■  資資本本収収益益性性とと資資本本ココスストト  
資資本本収収益益性性：：ROIC（（投投下下資資本本利利益益率率）） 

2025 見直し経営計画では、2025 年度に ROIC９％
以上を目指しています。 

ROIC を KPI として資本収益性を測定することで、
環境変化に迅速に対応しつつ、キャッシュ創出に資す
るベストなアクションがとれると考えています。 

資資本本ココスストト：：WACC（（加加重重平平均均資資本本ココスストト）） 
ROIC の目標設定において、WACC（加重平均資本コ

スト）を６〜７％程度と想定しています。株主資本コ
ストは CAPM（資本資産価格モデル）に基づき計算し
ています。 

エエククイイテティィススププレレッッドド 
資本収益性を重視した経営により、WACC を超える

ROIC を確保します。これにより、持続的な企業価値向
上に努めていきます。 

■■  投投資資管管理理ににつついいてて  
当社グループでは、投資実行にあたり、投資額と実

施タイミングの妥当性、潜在リスク、資本コストと投
資収益性との比較、投資対象の事業の将来性を総合的
に評価した上、経営会議および取締役会にて意思決定
しています。投資結果のフォローについてはこれまで
培った知見・ノウハウをベースとして、多角的な議論
を行った上で経営会議に答申しています。 

今後も上記のPDCAサイクルにより資本収益性を改
善します。 

■■  RROOIICC のの推推移移ににつついいてて  
2024 年度は 2025 見直し経営計画の目標経常利益

150 億円を達成したものの、ROIC については計画目
標 9.0％に対して 7.6％となりました。これは、販売か
ら入⾦までの期間が⻑いスポット案件の売掛債権増加
および、積極的な設備投資の進捗の結果、投下資本が
増加したためです。 

2025 年度は、先述した 2024 年度までのスポット案
件の売掛債権の回収によるキャッシュインが見込まれ
ます。獲得したキャッシュについては、ROIC 向上のた
め、設備・人材への投資、M&A など、中⻑期の企業価
値向上に資する案件に積極的に投資していきます。 

 
設設備備投投資資額額とと ROIC のの実実績績 

 
*上記設備投資額は取得ベース 
*2025 年度 ROIC は 2025 見直し経営計画目標値 
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■■  RROOIICC ツツリリーーととキキャャッッシシュュフフロローー経経営営のの強強化化  
当社グループ全体でのキャッシュフローの最大化に向けて、さらなる事業の成⻑やコスト削減による収益性向上と

ともに、与受信の改善や棚卸資産規模の適正化など、運転資本のモニタリングを強化し、キャッシュマネジメントを
徹底します。 

上記の考え方に基づき、ROIC ツリーの活用により事業ごとの課題を明確にし、設備投資も含めた事業戦略の策定・
見直しを進めます。これによりグループを横断した取り組みと現場レベルでの具体的なアクションを結び付け、ROIC
経営のさらなる深化を図ります。 

 

 
 

■■  株株主主還還元元、、配配当当政政策策  
当社の１株当たりの純利益と配当額は右記のとおり

で、株主資本コストを上回るリターンを実現できるよ
う経営・財務戦略を深化させることで株主価値の向上
に努めてまいりました。 

 
※当社は、2025 年８月１日開催の取締役会で、日本製鉄による当社株式の公開買

付け（以下、本 TOB）が開始される予定であることを踏まえ、2026 年３月期
の中間配当および期末配当を行わないことを決議、公表しています。本決議、
公表は、本 TOB における当社株式１株当たりの公開買付価格が、2025 年９月
30 日を基準日とした中間配当および 2026 年３月 31 日を基準日とした期末配
当が行われないことを前提に総合的に判断・決定されていることによるもので
す。当社は、公開買付価格を含む本 TOB に係る取引条件は妥当なものであり、
本 TOB が当社の企業価値向上に資すると判断しています。詳細は、2025 年８
月１日付の当社の意見表明プレスリリースをご参照ください。 

１１株株当当たたりりのの当当期期純純利利益益とと配配当当額額 

 
※2024 年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っていま

す。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり当期
純利益額」「１株当たり配当額」を算定しています。 

投投下下資資本本 
回回転転率率 

RROOIICC 

固固定定資資産産 

流流動動資資産産 

固固定定費費 

限限界界利利益益 

売売上上高高 

営営業業利利益益率率 

●●  イインンドド市市場場、、半半導導体体関関連連産産業業ををははじじめめととすするる成成⻑⻑市市場場
へへのの積積極極展展開開 

●●  高高付付加加価価値値、、差差別別化化製製品品//ササーービビススのの拡拡大大・・推推進進 
●●  各各地地域域、、顧顧客客ののニニーーズズにに合合わわせせたたソソリリュューーシショョンンのの提提案案

●●  原原料料//エエネネルルギギーー等等ののココスストト変変動動にに対対すするる的的確確なな対対応応  
（（価価格格転転嫁嫁等等）） 

●●  製製造造ププロロセセススのの見見直直ししおおよよびび DDXX 推推進進にによよるる生生産産性性、、  
歩歩留留ままりり向向上上 

●●  高高付付加加価価値値製製品品//ササーービビススのの技技術術開開発発、、事事業業化化

●●  従従業業員員ののススキキルルアアッッププとと DDXX 推推進進にによよるる生生産産性性向向上上 
●●  IIooTT ななどど設設備備デデーータタのの取取得得にによよるる設設備備保保全全業業務務のの効効率率化化 
●●  生生産産活活動動のの省省エエネネ化化、、環環境境負負荷荷軽軽減減のの推推進進

●●  地地産産地地消消をを基基本本ととすするるササププラライイチチェェーーンン構構築築にによよるる在在
庫庫圧圧縮縮 

●●  DDXX 推推進進、、顧顧客客ととのの連連携携強強化化にによよるる製製造造リリーードドタタイイムムのの
短短縮縮 

●●  キキャャッッシシュュ・・ココンンババーージジョョンン・・ササイイククルルのの短短縮縮

●●  将将来来をを見見据据ええたたググロローーババルル最最適適生生産産体体制制のの構構築築 
●●  全全体体最最適適をを志志向向ししたた投投資資判判断断、、事事業業イインンフフララのの整整備備 
●●  資資産産のの有有効効活活用用//売売却却のの検検討討

ググロローーババルル事事業業展展開開 
成成⻑⻑分分野野へへのの経経営営リリソソーーススのの積積極極投投入入 
ググロローーババルル最最適適生生産産体体制制のの構構築築 
事事業業パパーートトナナーーシシッッププのの拡拡大大

顧顧客客へへののソソリリュューーシショョンン提提供供 
材材工工一一体体型型のの改改善善提提案案 
顧顧客客のの操操業業・・整整備備作作業業ののロロボボッットト化化 
ササスステテナナビビリリテティィニニーーズズへへのの対対応応 
技技術術開開発発ののググロローーババルル体体制制構構築築

能能力力増増強強おおよよびび生生産産性性向向上上投投資資 
自自動動化化、、DDXX 推推進進、、AAII 活活用用 
資資本本ココスストトをを踏踏ままええたた的的確確なな投投資資実実行行 
社社員員にによよるる改改善善活活動動のの推推進進

人人的的資資本本経経営営のの強強化化 
採採用用活活動動のの強強化化 
社社員員ののススキキルルアアッッププ 
DD&&II のの推推進進

改改善善策策 横横断断的的取取りり組組みみ 

KROSAKI HARIMA 2025 32



ESG 共通　ESG経営の推進に向けてのメッセージ

 サステナビリティに対する考え方と推進体制
吉田　当社グループは、グローバルに事業を展開する企業
として、社会の変化を的確に捉え、地球の未来を支える「良
きコスモポリタン企業」であり、かつ、持続的に発展し続け
る企業でありたいと考えています。当社の経営理念を記し
たミッションステートメントには、2000年代から、「産業の
発展を支え、社会の繁栄に貢献」することを謳っており、サ
ステナビリティの価値観は早くから経営理念に組み込まれ
てきました。2021年に「サステナビリティ活動基本方針」を
定め、サステナビリティ推進委員会を組織し、重点的に取り
組むべき優先課題を設定しており、2024年4月には、この
優先課題を時代の変化に合わせて更新し、新たに人権保
護の徹底を加えました。
竹下　これを受け、2024年10月には「黒崎播磨グループ
人権方針」を制定し、その後、労働安全衛生、ハラスメント、
サプライチェーンを重要な人権課題として特定しました。
吉田　今後の重点取り組み分野は、海外での原料調達な
ど、主にサプライチェーンであると認識しています。状況把
握のためのサプライチェーン向けアンケート調査システム
を導入し、人権保護、およびScope3のCO2排出量の算定に
ついて情報を取得する準備を進めています。

 順調に進展する環境課題の取り組み
吉田　環境課題に関しては、2050年度の実質的カーボン
ニュートラルに向けた自社でのCO2排出量削減と、お客様
の環境課題の解決に資する商品開発の両面で取り組んで
います。自社での削減は、2025年3月末に、排出量全体の
6割を占めていた石灰事業から撤退し、2030年度の目標
としていた排出量の半減（2013年度比）を既に達成しまし
た。また、2024年度には、お客様の環境課題の解決に向け
て、CO2排出量削減に貢献し、省エネを含めた環境価値の
高い商品の拡販・普及のため、環境ブランド「K-GenesisX™」
を立ち上げました。 
小西　脱炭素社会へ向けては、鉄鋼メーカーなどお客様
のCO2排出量削減に資する商品開発の意義・効果が非常
に大きく、当社の社会的使命と捉えています。2024年度に
は、主に焼却炉などで使われる、施工後の乾燥工程が不要
な不定形耐火物Dry-Free®の販売も拡大し、CO2排出量の
大幅な削減効果も実績として出てきました（次頁グラフ参
照）。また、自社でのCO2排出量削減について、今後、電力
消費のさらなる抑制に加え、焼成耐火物の不焼成耐火物
への切り替えを一層推進すべく、技術開発に注力します。
竹下　2024年度には「環境方針」を改定し、新たに水の

経営トップの3名の取締役常務執行役員が、サステナビリティ推進担当・本社部門（購買・財務・経営企画）管掌、カーボン
ニュートラル推進担当・研究開発部門および本社部門（技術管理・品質保証）管掌、安全衛生環境防災部門および本社部門
（総務・デジタル業務改革推進・人事・リスクマネジメント）管掌の各立場で、黒崎播磨グループのESG経営を語ります。

サステナビリティの優先課題に対応し、産業の発展、社会の繁栄に貢献する

取締役　常務執行役員

吉田 猛
サステナビリティ推進担当・本社
部門（購買・財務・経営企画）管掌

取締役　常務執行役員

小西 淳平
カーボンニュートラル推進担当・研究開発部門
および本社部門（技術管理・品質保証）管掌

取締役　常務執行役員

竹下 正史
安全衛生環境防災部門および本社部門（総務・デジ
タル業務改革推進・人事・リスクマネジメント）管掌
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豊かさの視点を加えました。2024年度の水使用量につい
て、過去6年間の平均値に対し1%減を目標に掲げ、節水お
よび水の再利用を進めた結果、実績で7.4%減を達成しま
した。また、廃棄物についても、製造工程での削減や減容
化、リサイクル等を進め、1%減の目標に対して11.2%減と
大幅な削減を実現しています。さらに現在廃棄対象であ
る汚泥に関しても、耐火物材料以外の原料用途として再
利用の検討を進めています。

 経営戦略と紐付いた人的資本経営の強化
吉田　2024年5月には、「人材育成・採用活動強化」と、以
前から優先課題として取り組んできた「D&I」を統合して
「人的資本経営強化」とし、重点的に取り組んでいます。
竹下　国内労働人口が減少する中、人材の確保・育成は
特に重要です。広報と連携した情報発信で採用活動を強
化するとともに、処遇改善や福利厚生面の充実を含め働
く環境の整備を進めています。また従業員の意識調査アン
ケートを毎年行い、その結果をしっかり各職場へフィード
バックしながら課題の改善を図り、社員のエンゲージメン
ト向上につなげています。人的資本経営は、工場での自動
化・省力化に向けた設備投資などと合わせて、生産性の向
上につながると捉えています。
吉田　今後、事業における海外比率がさらに高まる中で
は、グローバル人材の確保・育成も重要です。
竹下　はい。当社の専門的知見を学ぶ研修プラットフォーム
「クロサキハリマカレッジ」やオンラインでの語学研修など、従
業員のキャリア形成に役立つ教育体系の充実を図っています。
グローバル人材の育成に向けて、海外グループ会社との人
的交流のほか、日本から海外への育成派遣も進めています。
小西　研究開発部門でも、インドとスペインに日本から
若い研究員を派遣し、現地のお客様により近いところで

顧客ニーズを汲んで開発できるグローバル研究開発体
制の構築を図っています。
竹下　一方、課題は、時間外労働を含めた年間労働時間
の削減です。お客様の操業事情等、外的要因の影響を受
けざるを得ない職場もありますが、適正要員を確保しなが
ら、お客様にもご理解を求めながら対応しています。
吉田　年間の総労働時間に加え、男性の育休取得率や年
休取得率なども目標を定め進めており、今は次なる目標設
定を検討しているところです。人材を確保・育成し、ロイヤ
リティを高める上では、風通しの良い職場風土も重要です。

  風通しの良い職場風土は
  強固な内部統制の土壌
吉田　職場風土は、人材の定着だけでなく、ガバナンスの
維持・強化の点でも基盤となります。毎年、社長・役員が国
内全拠点を回る「経営者パトロール」や、従業員と社長の直
接対話、さらにはハラスメント撲滅などの「コンプライアン
ス講話」を継続実施しています。
小西　国内だけでなく海外グループ会社とも月例会議の
開催や、現地の定期訪問を通じて対話を密にすることで
ガバナンスを効かせています。
竹下　また、自部門が自ら点検し、目標を立て、改善に取り
組む「自律的内部統制」も進んでいます。
小西　小集団活動として100超のサークルが生産現場の
改善を図っています。メンバー同士が市民開発者として協
力し合い、ITツールを用いて製造工程の物流管理システム
を独自に開発するなどしてDXの実践の場となっていること
に加え、品質や安全に関するルールを自ら点検し、改善を
する「自律的内部統制」の実践の場にもなっています。 
竹下　この取り組みが職場任せにならないよう、リスクマ
ネジメント部が全部署および関係会社を3年で一巡する
ペースで訪れ、ルールの管理・徹底を確認しています。
吉田　海外も含めたグループの総合力を結集し、お客様の
信頼を勝ち得て、総合セラミックス企業として持続的成長
を図るには、サステナビリティ課題を経営の重要課題と位
置付け、対処していくことが重要です。お客様や地域社会と
の間で確立した信頼関係は、従業員のモチベーション向上
にもつながり、それが当社の企業価値向上を牽引する力に
なるため、今後ともしっかり取り組み、産業の発展、社会の
繁栄に貢献します。

■ Dry-Free®によるCO2排出量削減の効果
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ESG 共共通通  ササスステテナナビビリリテティィにに関関すするる考考ええ方方おおよよびび取取りり組組みみ 

■■  ササスステテナナビビリリテティィににつついいててのの考考ええ方方  
当社グループは、企業理念を宣言したミッションス

テートメントの考え方に則り、サステナビリティ課題
を重要な経営課題であると認識しています。 

具体的には、ミッションステートメントにおいて「た
ゆまぬ革新を通じ、セラミックス分野の価値ある商品、
技術を世界に提供し、産業の発展を支え、社会の繁栄
に貢献」することを「使命」として定めています。ま
た、お客様、従業員、パートナー企業、地域、地球環
境、株主などの様々なステークホルダーに対する姿勢
を「経営方針」として定めています。 

上記の使命と経営方針のもと、当社グループにおいて、
気候変動等の地球環境問題や人権の尊重等からなるサス
テナビリティ課題は、積極的に取り組むべき重要な経営
課題であり、これからも当社の技術と事業活動を通じ、持
続可能な社会の実現に積極的に取り組んでまいります。 

■■  ササスステテナナビビリリテティィににつついいててのの取取りり組組みみ方方針針
当社グループは、2021 年 12 月に、以下の内容からな

る「サステナビリティ活動基本方針」を策定しました。 
（（１１））ガガババナナンンスス  

当社グループは、サステナビリティ課題に関する基本
方針の審議と着実な推進を行うことを目的に、取締役会
の諮問機関として、「サステナビリティ推進委員会」（委
員⻑は代表取締役社⻑）を設置しています。本委員会に
おいて、当社のサステナビリティをめぐる課題や取り組
みに関する方針および実行計画の策定、進捗状況の管理
ならびにローリング等について審議・報告を行い、取締
役会に答申します。本委員会は原則として年に２回、必
要があるときは随時開催します。また、本委員会内に「気
候変動関連分科会」「環境分科会」を設置し、優先課題

の調査・検討、審議・報告にあたります。 
当社グループでは、サステナブルな社会の実現に向け

て、環境問題をはじめとする社会的課題を、事業活動の継
続性と一体不可分のものと位置付け、取り組みを加速さ
せています。そのため、今後のさらなる活動推進に向けた
機能強化を図るべく、2024 年４月１日付で、経営企画部
のもとにサステナビリティ推進部を新設しました。 

（（２２））戦戦略略  
持続可能な社会の実現に向け、「環境」「社会」「ガバ

ナンス」の視点から、下記のとおり、対処すべきマテ
リアリティ（重要課題）を設定しました。また、その
中から、重点的に取り組むべき５つのサステナビリ
ティ優先課題を特定しました。 

 
ササスステテナナビビリリテティィ課課題題整整理理のの検検討討ププロロセセスス 

サステナビリティに関する内部分析  ステークホルダーからの要請分析 

⦿⦿  自自社社分分析析  
・自社のサステナビリティに関する

課題認識を洗い出し 
→ワーキンググループを通じて計

54 個を抽出 

 

⦿⦿  ベベンンチチママーークク調調査査  
・競合企業におけるサステナビリティ課題を調査 
・お客様が、サプライヤーに要請する事項を確認 

⦿⦿  外外部部情情報報機機関関調調査査  
・SASB（ESG 開示枠組み）、S&P（大手格付機関）が挙げたセクター別重要課題を確認 

   

1.マテリアリティ設定 ⦿⦿  ササスステテナナビビリリテティィににおおけけるるママテテリリアアリリテティィ（（重重要要課課題題））ととししてて 14 個個をを設設定定  
 

ササスステテナナビビリリテティィ推推進進体体制制図図 

取締役会 

サステナビリティ推進委員会（委員長：代表取締役社長） 

事務局：サステナビリティ推進部 

答申 監督 

気候変動関連分科会 環境分科会 
自社および 

地域環境保全 
（水環境・ 
緑環境・ 

大気環境） 

その他課題 
〜主管部門が関連する

部門と連携推進〜 

・人的資本経営強化 
・人権保護の徹底 
・リサイクルの推進 
・顧客への安定供給 

カーボンニュートラル 

TCFD 
気候関連財務情報開示 
タスクフォース 
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2.マテリアリティマップ作成 
（優先課題の特定） 

⦿⦿  1144 個個ののササスステテナナビビリリテティィ課課題題（（重重要要課課題題））ににつついいてて、、「「スステテーーククホホルルダダーーににととっっててのの重重要要

度度」」とと、、「「自社社のの事事業業ににととっっててのの重重要要度度」」のの両両面かからら検検討討  
⦿⦿  1144 個個ののササスステテナナビビリリテティィ課課題題（（重重要要課課題題））のの中中ででもも、、「「ここれれかからら優優先先ししてて重重点点的的にに取取りり組組

むむ課課題題」」ととししてて 5 つつをを優優先先課課題題ととししてて特特定定（（ササスステテナナビビリリテティィ優優先先課課題題））  
 

3.サステナビリティ優先課題に

関する取り組み方針の策定 
⦿⦿  ササスステテナナビビリリテティィ優優先先課課題題ににつついいてて、、「「項項目目」」「「定定量量・・定定性性目目標標（（KPI））」」「「ここれれかかららのの取取りり

組組みみ」」をを整整理理  

 
 2024 年 5 月より前の位置

付け 2024 年５月以降の位置付け 見直し理由/課題等 

人権保護の徹底 ファンダメンタルな課題 サステナビリティ優先課題に移行 当社グループとしての人権方針ならびに今後の活動計画を策定 
D&I 推進 サステナビリティ優先課題 「D＆I」と「人材育成」を「人的資本経

営強化」に統合し、サステナビリティ
優先課題の位置付けを明確化 

D＆I の取り組みに加えて人材育成・採用活動強化を推進
するため、両者統合の上、優先課題に移行 人材育成 ファンダメンタルな課題 

顧客への安定供給 ファンダメンタルな課題 サステナビリティ優先課題に移行 

・地政学リスクの高まり、少子高齢化、物流分野での働き
方改革等を背景とした諸課題に対応すべく、優先課題に
移行 

・また、これを担保する上で「サプライチェーンマネジメ
ント」の最適化を推進 

地域との共生 サステナビリティ優先課題 ファンダメンタルな課題に移行 「地域との共生」は、日常的活動として定着しているため、サ
ステナビリティ優先課題からファンダメンタルな課題に移行 

「熱を操る技術」による気候変動対策の推進、地域環境の保全、リサイクルの推進については、従来同様、サステナビリティ優先課題の位置付け 

サステナビリティ優先課題については、その計画ならびに進捗に関し、特に重点的にサステナビリティ推進委員会
にて審議・報告を行っています。2024 年５月には、当社グループを取り巻く環境変化を踏まえ、優先課題について、
上記の見直しを行うべきことを同委員会にて審議、決定し、取締役会に答申しました。見直し後は、サステナビリティ
課題（重要課題）は 13 個となり、サステナビリティ優先課題は６つとなっています。 

ササスステテナナビビリリテティィ課課題題（（重重要要課課題題））一一覧覧とと優優先先課課題題のの位位置置付付けけ 

 
（（３３））リリススクク管管理理  

当社グループでは、経営会議および内部統制委員会（委員⻑は代表取締役社⻑）が、全社的なリスクの把握および
評価を行った上で、必要な対策を検討・実行しています。 

これに加え、マテリアリティ（重要課題）をはじめとするサステナビリティ課題に関しては、サステナビリティ推進
委員会において、取り組み方針および実行計画の策定、グループ展開ならびに進捗モニタリング等について審議・報告
を行っています。そして、同推進委員会がこれらを取締役会へ報告することで、リスク管理の強化を図っています。 

なお、当社グループにおけるリスクマネジメントの取り組みについては、本書 P59-60 における内部統制システム
の項でも記載しています。 

●●環環境境  ●●社社会会  ●●ガガババナナンンスス 
ここれれかからら優優先先ししてて重重点点的的にに取取りり組組むむ課課題題＝＝ササスステテナナビビリリテティィ優優先先課課題題 

●「熱を操る技術」による気候変動対策の推進 ●人的資本経営強化 
●地域環境の保全 ●顧客への安定供給 
●リサイクルの推進 ●人権保護の徹底 

●化学物質規制対応 
●地域との共生 
 

●労働環境整備の推進 
●品質管理の徹底 
●労働安全の徹底 

●コンプライアンスの徹底 
●コーポレートガバナンス

の推進 

上上記記優優先先課課題題以以外外ののササスステテナナビビリリテティィ課課題題（（重重要要課課題題））＝＝フファァンンダダメメンンタタルルなな課課題題 
※2024 年５月のサステナビリティ推進委員会にて、サステナビリティ課題（重要課題）を本頁上の表のとおりに見直しており、上記はこれを反映しています。 
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■■  ササスステテナナビビリリテティィににつついいててのの取取りり組組みみのの内内容容  
2024 年度における当社グループの６つのサステナビリティ優先課題について、取り組みの内容は以下のとおりで

す。今後もサステナビリティ優先課題について適切に管理するとともにマテリアリティ（重要課題）に対する取り組
みを進め、「サステナビリティ経営」をさらに深化させます。 

優優先先課課題題のの取取りり組組みみ内内容容 

「「熱熱をを操操るる技技術術」」にによよるる気気候候変変動動対対策策のの推推進進 
項項目目  定定量量・・定定性性目目標標【【KKPPII】】  22002244 年年度度のの進進捗捗  ここれれかかららのの取取りり組組みみ  

①自社でのカーボンニュートラルの取り組み 

●CO2 排出量の削減目標設定と対応策
の検討 

【単体 Scope1,2】 
●2013 年度：178 千 t 
●2030 年度：89 千 t 
（2013 年度比 50%削減） 
 
●2050 年度：実質的カー
ボンニュートラル 

 
※CO2 排出量を従来の温対法

から ISO14064 に準拠した
表示に変更 

2024 年度 CO2排出実績 
【単体 Scope1,2】：161 千 t 

●2013 年度比で排出量は 9.4％削減 
 
●コア事業（耐火物/ファーネス/セラミックス
事業）の集計では、CO2排出量は 14.8％削減、
CO2排出量原単位は 1.6％削減を達成 
なお、石灰事業については 2025 年 3 月末で
撤退完了 

●省エネ型設備導入による電力使用量削減と各
種施策による燃料削減での排出量削減 

●高機能 CO2排出量算定ツール導入 
●CO2 排出量開示における独立認証機関による
第三者保証取得 

●Scope1,2 排出量削減の推進 
●Scope3 排出量算定精度向上と削減推進 
●国内外グループ会社と連携した CO2 排
出量削減目標設定と削減推進 

●サプライチェーン全体の GHG 排出量の
把握・削減目標設定 

②お客様での CO2排出量削減への貢献 

●各事業において以下の項目の取り組
みを推進 − 

●エコプロダクトの開発推進、適用拡大 
●環境価値の高い差別化商品の事業展開のた
め、当該製品・ソリューションを総称するブ
ランド K-GenesisX™を立ち上げるととも
に、戦略商品の個別ブランド化を強化して推
進 。 現 時 点 で 戦 略 商 品 は ７ つ

（TOUGHMAX™、Dry-Free®、 
EVERCLEAN®、REX-ROBO®、 
NEXCERA®、KROTECT®、PLATECT®）あり、
今後拡張予定 

●当社製品の使用でお客様の CO2 排出量
削減へ貢献 

●環境価値の高い差別化商品の開発の継
続と、その環境価値を訴求するブランド
化を通じた拡販・普及による脱炭素社会
へのさらなる貢献 

耐火物 ●高耐用、高機能耐火物
の開発 

（今後の分析を踏まえ検
討） 

●乾燥不要耐火物、無予熱耐火物の適用拡大 
●高耐用不焼成れんがの適用拡大 

熱衝撃と物理的衝撃の両方に対する耐久性
が強化された高耐用 転炉装入壁用高靭性
MgO-C れんが開発品に、“TOUGHMAX™”
と命名の上、戦略商品の個別ブランドとし
て展開 

●焼成れんがの不焼成化推進 

●乾燥不要耐火物、無予熱耐火物の適用拡
大継続 

●高耐用不焼成れんがの適用拡大継続 
●焼成れんがの不焼成化推進継続 

ファーネス 

●省エネルギー工業炉設
計、バイオマス発電等
環境分野での受注 

●加熱炉の省エネ化とし
てKSB工法の適用拡大 

− 
●省エネルギー工業炉設計・低熱伝導耐火
物の施工 

●バイオマス発電等再生可能エネルギー
分野の継続的な貢献 

セラミックス 

●省エネルギー性能の高
い装置へのセラミック
ス製品の提供  

●断熱性を持つセラミッ
クスを省エネ環境、エ
レクトロニクス、宇宙
等へ提供 

●省エネ半導体製造装置
の量産段階での実機採
用（時期未定） 

●当社製品採用による顧
客における CO2 排出量
削減への貢献 

●省エネ型半導体製造装置への量産機搭載に向
け、セラミックス部材を客先にて評価中 

●エネファーム（家庭用燃料電池）向け高機能断
熱材の販売により、約３万トン/年の CO2削減
に貢献 

●燃料電池・発電・鉄鋼・工業炉関連への
断熱材およびファインセラミックスの
適用拡大 

●高機能断熱材『ＫＲＯＴＥＣＴ®』のさら
なる断熱性能向上による顧客における
CO2削減に貢献 

●コンデンサ高速焼成用軽量セッター開
発・適用により客先製造工程での CO2削
減に貢献 

③鉄鋼新プロセスへの対応 

●使用量自体の削減 
（高耐用化、リサイクル化） − ●水素還元製鉄対応のための H2 雰囲気下での

各種材質の損傷量、損傷様式の調査把握 

●COURSE50 プロセスを支える高性能断
熱材、高機能ファインセラミックス等の
実現と耐火物技術評価と開発 

● COURSE50 実用化段階の実機搭載
（2025 年〜30 年） 
●普及段階での実機搭載（〜2050 年） 

④CO2削減投資推進 

●設備投資経済性評価に CO2 削減イン
センティブ評価導入 − 

●全社での燃料転換推進、高効率設備導入 
●海外グループ会社での燃料転換推進支援 
●再生可能エネルギーの導入検討 

●CO2削減インセンティブ評価を継続実施 
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地地域域環環境境のの保保全全（（水水環環境境・・緑緑環環境境・・大気気汚汚染染）） 
項項目目  定定量量・・定定性性目目標標【【KKPPII】】  22002244 年年度度のの進進捗捗  ここれれかかららのの取取りり組組みみ  

①産業廃棄物排出による生物への影響の低減 
●廃棄物基準に則った排出の実施 
●汚泥の一部を、景観材用れんが等に利用し、
廃棄物のリサイクル化を推進 

過去３年間の産廃排出
原単位の加重平均の1％
削減（単体） 

削減目標 1.0%に対し、11.2％削減 リサイクル推進と歩留まり向上による
廃棄物の減量継続 

②生産工程における排水処理の徹底管理 

●工場排水を水処理施設で清浄化し、環境に
優しい排水を実施 

水使用量に関し、過去６
年平均の１%削減 

（単体） 
削減目標 1.0%に対し、7.4％削減 節水器具、装置の適用、地下水、雨水の

利用拡大による水使用量削減施策 

③有害物質の構外流出防止 

●管理強化、監視、漏えい時の訓練実施 − 化学物質、危険物貯蔵タンクの漏えいリスク
アセスメントを実施し、防油堤、防液堤を整備 人に優しい化学物質への置換推進 

④異常燃焼によるばい煙基準値超え防止 
●基準値よりも厳しい自主管理値を設定し監
視を実施 − 自主管理値設定、傾向管理の継続と、省エネ

含めた最適燃焼条件の探索を実施中 
●自主管理値を基準とした監視の継続 
●燃料変更による無害化促進 

リリササイイククルルのの推推進進 
項項目目  定定量量・・定定性性目目標標【【KKPPII】】  22002244 年年度度のの進進捗捗  ここれれかかららのの取取りり組組みみ  

各種耐火物、景観材れんが等におけるリサイクル原料活用、製品再生使用技術利用の推進 

●使用後耐火物のリサイクル
原料適用拡大 

●使用原料の 20％以上をリサ
イクル原料とする 

●加工粉等の自社発生の産業廃棄物につ
いて、リサイクル原料として活用すべ
く、工程化ならびに製品への添加を推進 

 
●2024 年度は、使用原料の 12％を上記の
リサイクル原料とすることを達成 

●お客様との現在の共同取り組み以外でのリサイク
ル原料の活用推進 

●輸入も含めて外部から購入可能なリサイクル原料
の情報収集と活用推進 

●リサイクル原料適用製品拡大とリサイクル原料配
合比率増の検討 

●リサイクル用途拡大のための分別回収強化と分別
回収方法検討 

●ファーネス事業：「粉砕・磁
選・分級・秤量」の請負作業
による産廃削減、耐火物リ
サイクルの推進・実行 

− 
●従来ルートを活用したリサイクル方法
を確立し、産廃削減、耐火物リサイクル
を推進 

●請負作業のさらなる受注拡大 

●セラミックス事業：景観資
材用途のれんが・タイル等
におけるリサイクル原料の
適用拡大 

●使用原料の 60％以上をリサ
イクル原料（都市廃材や産業
廃棄物）が占める商品群の拡
大と、さらなる拡販・普及 

●使用原料の 60％以上をリサイクル原料
（都市廃材や産業廃棄物）が占める商品
群の確立と拡販・普及、エコマーク等の
環境認証の維持継続 

循環型社会の実現と住みやすいまちづくりに貢献
する新たな商品の開発 

人人的的資資本本経経営営強強化化 
項項目目  定定量量・・定定性性目目標標【【KKPPII】】  22002244 年年度度のの進進捗捗  ここれれかかららのの取取りり組組みみ  

        

●人材採用・定着の取り組み ●新卒採用：年度採用計画 
●人材確保のための広報活動の実施 
（学生・学校への PR 強化、コーポ 
レート動画の公開） 

●処遇改善の実施（初任給 UP） 

●2026 年度卒新卒採用およびキャリ
ア採用活動の実施 

●人材育成の取り組み − 
●2024 年度人材育成・能力開発計画に
基づく施策の実施 

●免許・資格取得報奨金制度導入 
●2025 年度人材育成・能力開発計画に
基づく施策の実施 

●ダイバーシティ＆インクルー
ジョン（D&I）を推進（女性、
外国人等の活躍等を推進） 

●次の項目について目標設定し、別途開示 
・総合職女性採用比率 
・管理職女性比率 
・年間総実労働時間 
・年次休暇取得日数 
・社員健康管理に関する目標等 

本書 P46-48「ダイバーシティ＆イン
クルージョン（D&I）への取り組み」
において詳細記載 

世界各国の従業員が活躍するグロー
バル企業としてダイバーシティ＆イ
ンクルージョンを推進 

人人権権保保護護のの徹徹底底 
項項目目  定定量量・・定定性性目目標標【【KKPPII】】  22002244 年年度度のの進進捗捗  ここれれかかららのの取取りり組組みみ  

    
●人権尊重の
取り組み − 

●⿊崎播磨グループ人権方針の制定および人権に関する啓発教育の実施 
●人権デューデリジェンスの取り組みとして、負の影響の特定、防止また
は軽減に関するアセスメントを、当社単体で実施 

人権デューデリジェンスの取り組みとし
て、負の影響の特定、防止または軽減に関
するアセスメントを、サプライチェーン
の取引先に対して実施 

顧顧客客へへのの安安定定供供給給 
項項目目  定定量量・・定定性性目目標標【【KKPPII】】  22002244 年年度度のの進進捗捗  ここれれかかららのの取取りり組組みみ  

サプライチェーンマネジメントの最適化推進 

●購買ソースの多様化 − ●新規の取引先の調査、品質評価継続による
調達先グローバル化の促進 複数の国からの原料調達によるリスク分散 

●サプライチェーン全体
の共存共栄と連携 − ●良好な関係を強化するためのパートナー

シップ構築宣言の見直し 
パートナーシップ強化によるサプライチェーン全体の付
加価値向上 

  

KROSAKI HARIMA 2025 38



 

39 KROSAKI HARIMA 2025 

ESG 共共通通  TCFD 提提言言にに基基づづくく情情報報開開示示 

⿊⿊崎崎播播磨磨ググルルーーププはは、、気気候候変変動動ががももたたららすす「「リリススクク」」とと「「機機会会」」をを明明
確確ににしし、、「「リリススクク」」のの低低減減とと「「機機会会」」のの獲獲得得にに向向けけてて対対応応ししてていいまますす。。
TTCCFFDD のの提提言言にに基基づづきき、、「「ガガババナナンンスス」」「「戦戦略略」」「「リリススクク管管理理」」「「指指標標とと
目目標標」」のの 44 項項目目ににつついいてて、、積積極極的的にに情情報報開開示示ををししてていいききまますす。。  

 
2023 年度より、Scope1,2 および Scope3 排出量の迅速な算定とマネジメント体制の構築の検討を開始し、2024 年度
には、CO2 排出量開示値について独立認証機関による第三者保証を取得しました。また、脱炭素社会の実現に一層貢
献すべく、環境配慮型製品の開発への注力に加え、環境価値を訴求するブランド化の取り組みを強化し、当該製品・
ソリューションを総称するブランド K-GenesisX™を立ち上げるとともに、戦略商品の個別ブランド化も強力に推進
しています（詳細は本書 P42 参照）。 

 
■■  ガガババナナンンスス  
・当社はサステナビリティ課題を重要な経営課題と認

識し、「サステナビリティ活動基本方針」の審議と着
実な推進を目的に、取締役会の諮問機関として、代
表取締役社⻑を委員⻑とする「サステナビリティ推
進委員会」を設置し、その中の「気候変動関連分科
会」にて気候変動に関する調査、検討等を行ってい
ます。 

・本委員会では、気候変動をめぐる課題について、取
り組み方針、実行計画の策定、進捗状況の管理およ
びローリング等の審議・報告を行い、活動内容を取
締役会に答申します。 

・本委員会は原則として年に 2 回、必要があれば随時
追加開催します（サステナビリティ推進委員会の詳
細と体制図は P35）。 
 

■■  戦戦略略  
シナリオ分析として、下記シナリオに基づいて､ 移

行リスク、物理リスクそれぞれにつき、定性・定量の
両面で影響度を評価し、対応策を検討しました。 

・1.5℃･2℃未満シナリオ：IEA｢WEO2022 NZE」 
IPCC「第 5 次報告書 RCP2.6｣ 

・4℃シナリオ：IEA｢WEO2022 STEPS」 
IPCC「第 5 次報告書 RCP8.5｣参照 

1.5℃℃・・2℃℃未未満満シシナナリリオオ 
・特に炭素税導入による影響が大きいことから、当社

グループ内で Scope1,2 排出量削減によるリスク最
小化が重要と考えます。 

・サプライチェーン全体（Scope3）の CO2 排出量算定
精度の向上と削減対策の強化も今後の課題です。 

・脱炭素社会に貢献できる当社製品の売上増加が見込
まれます。 

4℃℃シシナナリリオオ 
・異常気象の激甚化による影響が大きく、今後も災害

に備えた基盤整備を継続することでリスク低減につ
なげます。 
 

■■  リリススクク管管理理  
・シナリオ分析の結果を踏まえ、気候変動リスクの優

先順位付けを行いました。リスク・機会の発生可能
性と影響度を考慮し、右表記載のうち影響度の高い
項目に注力して取り組みます。 

・気候変動リスクの管理プロセスとして、「気候変動関
連分科会」および「サステナビリティ推進委員会」
を通じて、リスク分析、対策の立案と推進、進捗管
理等を実践します。 
 

■■  指指標標とと目目標標  
・CO2 の総排出量を指標として削減目標を設定 

22003300 年年度度  22005500 年年度度  
SSccooppee11,,22  

排排出出量量をを 5500％％削削減減  
（（22001133 年年度度比比））  

SSccooppee11,,22 ででのの  
カカーーボボンンオオフフセセッットト対対策策をを含含めめたた  

実実質質的的カカーーボボンンニニュューートトララルルのの達達成成  

 

 
※ CO2 排出量を従来の温対法から ISO14064 に準拠した表示に変更 

 
〈〈主主なな削削減減のの取取りり組組みみ〉〉  
・製造工程での生産性向上、リサイクル、 

省エネルギー化、品種転換等 
・社会全体の CO2 排出量削減に寄与する 

製品・ソリューションの提供 
・Scope3 排出の算定と削減推進 
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気気候候変変動動にに関関すするる主主ななリリススククとと機機会会おおよよびび対対応応  
影響度：   ＞    ＞   

シシナナリリオオ  要要因因  変変化化  リリススクク  
／／機機会会  影影響響度度  当当社社へへのの影影響響  当当社社のの対対策策  現現状状のの取取りり組組みみ  

1.5℃・
2℃未満 

CO2 削 減 に
対する社会
的要請の高
まり（耐火物
分野） 

環境配慮型 
耐火物 
需要の拡大 

機会 
 

製造時に CO2 排出の
少ない不焼成耐火
物・不定形耐火物需
要の増加が見込まれ
る 

お客様の環境に合わせた不焼
成品、不定形品の性能アップ・
用途拡大を図り、環境配慮型
耐火物を積極展開する 
 
環境価値の高い差別化商品

（Dry-Free®、TOUGHMAX™
等）のブランド化促進のため、
個別戦略商品に加え、当該製
品・ソリューションを総称す
るブランド K-GenesisX™を
立ち上げて事業展開を実施 

一部焼成れんがの不焼成化、実炉適用を推進中 
 
乾燥不要 不定形材の開発、拡販を推進中 
 
予熱を省略可能な機能性材料の開発、実炉適用化を推進中 
 
高耐用不焼成れんがのさらなる特性改善と適用拡大を推
進中 
 
環境価値の高い差別化商品の開発の継続と、その環境価
値を訴求するブランド化を通じた拡販・普及による脱炭
素社会へのさらなる貢献 

新製鉄法に 
対応した 
耐火物需要の
拡大 

機会 
 

水素還元製鉄法に代
表される新製鉄法の
普及に伴い、新設備
における耐火物需要
の増加が見込まれる 

新製鉄法に応じた評価技術確
立と耐火物の適正材質の開発
を行い、新製鉄法の実用化を
支える 

水素ガス等が熱処理炉内に送入された状況で焼成された
耐火物の特性、組織変化について調査中 
 
ユーザー、第三者機関との共同研究を推進 

電炉用 
耐火物の 
需要拡大 

機会 
 

電炉での高級鋼製造
に対応した耐火物需
要の増加が見込まれ
る 

電炉での高級鋼製造に対応し
たトータルソリューション提
供およびその前提となる耐火
物の適正材質の開発に取り組
む 

電気炉、直接還元製鉄プラントにおける当社提案の耐火
物の材質評価とその継続 
 
ユーザーへの技術者派遣、電気炉用耐火物の設計、操業
技術、材料適用技術の知見蓄積 

製造工程の 
脱炭素化 
要請の高まり 

リスク 
 

設備の省エネ化に伴
う投資コストが必要
となる 

製品仕様の見直し、省エネお
よび高生産性炉・設備の導入
により、操業時の CO2 排出量
削減に努める 

以下の諸施策による省エネならびにCO2排出量削減の推進 
 
● 製造工程の短縮・省略化 ● 乾燥・焼成条件の適正化 
● 生産設備の更新・集約  ● 高効率装置への更新 
● 照明の LED 化 

CO2削減に 
対する社会的
要請の高まり

（ファーネス/
セラミックス
分野） 

省エネルギー
型発電設備需
要の拡大 

機会 
 

省エネルギー型発電
設備向け受注増加が
見込まれる 

材料と施工方法一体での開
発 、 営 業 活 動 強 化 に よ り
ファーネス事業の拡大を推進
する 

バイオマスを含む発電用ボイラの受注、拡販活動を継続 

環境配慮型 
セラミックス
製品需要の 
拡大 

機会 
 

家庭用燃料電池用断
熱材・大型蓄電池用
高機能断熱材の需要
増が見込まれる 

生産体制の整備と製品開発に
努める 
環境価値の高い差別化商品

（KROTECT®等）のブランド
化促進のため、個別戦略商品
に加え、当該製品・ソリュー
ションを総称するブランド 
K-GenesisX™を立ち上げて
事業展開を実施 

2025 年上期に高機能断熱材 KROTECT®の生産開始 
 
家庭用燃料電池向け断熱材の製造、納入を継続。小型化・
高効率化のニーズに対応した高性能断熱材の開発と、同
断熱材の用途拡大、拡販を推進 
 
環境価値の高い差別化商品の開発の継続と、その環境価
値を訴求するブランド化を通じた拡販・普及による脱炭
素社会へのさらなる貢献 

xEV 関連の 
セラミックス
の需要拡大 

機会  xEV 需要の拡大によ
りセラミックス製品
需要が増加する 

生産体制の整備と製品開発に
努める 

LIB（リチウムイオンバッテリー）用ナノ断熱材の開発、
生産体制整備を推進 
 
自動車の電動化による電子部品焼成用道具材の需要増に
対応する生産体制の構築 

カーボン 
プライシング
導入の影響 

操業・調達 
コストの増加 リスク 

 

耐火物原料は、製造
時に CO2 を排出する
ものも多い。そのた
め、調達先が価格転
嫁すれば影響は大き
い 
 
自社操業においても
負担が想定される 

コストダウンに加え、状況を
見据えて、価格転嫁を検討し
ていく 
 
各種削減施策を確実に実行し
ていく 

Scope3 カテゴリー1（購入した製品・サービス）の CO2
排出量の算出精度向上と排出量削減の推進 
 
CO2排出量を考慮した購買方針策定 
 
高機能 CO2排出量算定ツール導入とサプライチェーンマ
ネジメントを計画 
2030 年度 50％CO2 排出量削減へ向け、施策の推進、目
標達成 
 
⿊崎播磨グループ全体での 2030 年度、2050 年度へ向け
た CO2排出量削減計画策定 

4℃ 自然災害 
（急性） 

自社・ 
サプライ 
チェーンの 
被災リスク 

リスク 
 

災害の頻度や規模に
よっては、原料の調
達や自社の設備に影
響がでる可能性があ
る 

自社に関しては、立地条件ご
とに想定される被災の程度の
予測と、災害に備えた基盤整
備の継続 
 
調達先の分散を行う 

海外関係会社を含めた拠点工場、拠点営業所ごとの水セ
キュリティに関連する情報収集と、災害リスクの見積り、
対策の立案ならびに実行 

BCP 対策として、対象原料の代替入手先を確保 
入手が困難な原料に関し、代替する技術の確立を推進 

自然災害観測
頻度増加に伴
う、人工衛星
関連商品の需
要増加 

機会 
 

地球観測衛星や気象
衛星に用いられるセ
ラミックス製品の需
要増加が見込まれる 

顧客ニーズに応じた製品開発
や設備投資の検討を行う 

将来的に量産が見込まれる小型衛星市場の開拓、大型衛
星市場への部材供給に向けた技術開発を推進 
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環環境境 「「熱熱をを操操るる技技術術」」にによよるる気気候候変変動動対対策策のの推推進進

カカーーボボンンニニュューートトララルルへへのの取取りり組組みみ  
当社は 2021 年 10 月、事業活動による Scope1、

Scope2 の CO2 排出量削減に関して、2030 年度までに
50％削減、2050 年度までに実質的カーボンニュート
ラルを達成する目標を公表しました。 

2024 年度の CO2 排出量は、基準年の 2013 年度比で
9.4％削減され、石灰事業を除いた製造部門の集計で排
出原単位は 1.6％低減されました。なお、石灰事業は
2024 年度末に撤退を完了しています。 

右表の Scope1、Scope2 排出量は当社単体と国内外
関係会社７社を合わせた⿊崎播磨グループの合計を示
しています。各拠点工場での排出量削減活動により、
2024 年度は 2021 年度比で 12.0％削減されました。今
後は⿊崎播磨グループ全体での目標を策定し、グルー
プ会社間の連携を強化して、より一層グローバルに
CO2 排出量削減の取り組みを推進していきます。 

サプライチェーン全体の CO2 排出量を把握するた
め、2021 年度から Scope3 排出を算定しています（右
表）。いずれの年度もカテゴリ１（購入した製品・サー
ビス）の排出量が全体の約 60%を占めており、ここを
主ターゲットとして排出量削減に取り組む必要があり
ます。 

このカテゴリの排出量削減へ向け、サプライヤーと
連携した情報収集と支援を進めます。 

CO2排排出出量量  Scope1+Scope2 
算定対象 ⿊崎播磨株式会社および⿊播築炉株式会社 

 
※ CO2 排出量を従来の温対法から ISO14064 に準拠した表示に変更 

Scope／／カカテテゴゴリリ 
CO2排排出出量量（（t-CO2）） 

2021 年年度度 2022 年年度度 2023 年年度度 2024 年年度度 

Scope1 289,064 269,035 267,882 252,487 

Scope2 
（マーケット基準） 98,852 97,670 96,901 88,765 

Scope3 
(カテゴリ１-15 合計) 785,688 719,066 709,541 703,466 

カカテテゴゴリリ 11  
購入した製品・ 
サービス 

717,567 655,996 637,196 628,167 

カカテテゴゴリリ 22  
資本財 

16,907 13,267 21,202 18,373 

カカテテゴゴリリ 33  
Scope1，2 に含まれな
い燃料 およびエネ ル
ギー関連活動 

23,561 25,296 23,859 22,273 

カカテテゴゴリリ 44  
輸送、配送（上流） 

5,561 5,698 6,280 12,816 

カカテテゴゴリリ 55  
事業から出る廃棄物 

3,794 1,040 538 1,584 

カカテテゴゴリリ 66  
出張 

1,058 2,305 3,064 3,060 

カカテテゴゴリリ 77  
雇用者の通勤 

2,821 2,996 3,349 3,624 

カカテテゴゴリリ 88  
リース資産（上流） 

算定対象外 算定対象外 算定対象外 425 

カカテテゴゴリリ 99  
輸送、配送（下流） 

算定対象外 算定対象外 算定対象外 算定対象外 

カカテテゴゴリリ 1100  
販売した製品の加工 

算定対象外 算定対象外 算定対象外 算定対象外 

カカテテゴゴリリ 1111  
販売した製品の使用 

12,442 10,591 10,880 10,282 

カカテテゴゴリリ 1122  
販売した製品の廃棄 

1,979 1,876 3,173 2,862 

カカテテゴゴリリ 1133  
リース資産（下流） 

算定対象外 算定対象外 算定対象外 算定対象外 

カカテテゴゴリリ 1144  
フランチャイズ 

算定対象外 算定対象外 算定対象外 算定対象外 

カカテテゴゴリリ 1155  
投資 

算定対象外 算定対象外 算定対象外 算定対象外 

合計 1,173,604 1,085,771 1,074,324 1,044,718 

※Scope3 は、IDEA v3.1（2021 年度、2022 年度）、IDEA v3.4（2023 年度、2024
年度）および環境省データベースの排出原単位を用いて算定 
Scope1、Scope2 の算定対象 当社単体と国内外関係会社７社（下記）を合わ
せた⿊崎播磨グループ 
⿊播築炉株式会社 株式会社 SN リフラテクチュア東海（日本） 
TRL KROSAKI REFRACTORIES LIMITED（インド） 
無錫⿊崎蘇嘉耐⽕材料有限公司 営⼝⿊崎鉄端耐⽕材料有限公司（中国） 
KROSAKI AMR REFRACTARIOS, S.A.U.  REFRACTARIA, S.A.（スペイン） 

2023 年度に続き、2024 年度 ⿊崎播磨株式会社単体
での Scope1、Scope2 および Scope3 排出算定値の第
三者保証を取得すべく、検証を受けています（検証の
結果、算定値が若干修正される可能性があります）。こ
れからも算定の精度向上とタイムリーな情報開示に努
めていきます。 
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環環境境価価値値のの高高いい商商品品のの開開発発・・提提供供  
⿊崎播磨グループは、⾰新的な技術と持続可能な社会の実現を目指す強い意志を結集し、お客様に未来志向のソ

リューションを提供することを目的とした環境ブランド「K-GenesisX™（ケージェネシックス）」を定め、2025 年 4
月に公式ウェブサイトをリリースしました。同ブランドのもと、カーボンニュートラルと持続可能な社会の実現を両
立させる取り組みを行います。 

 
K-GenesisX™ウェブサイトでは、以下のコンテンツを提供しています。 
 
１．K-GenesisX™が提供する価値 
・お客様の製造プロセスにおける生産性向上を支援し、生産単位当

たりの CO2 排出量を削減 
・耐火物性能を維持したまま、環境負荷の少ない耐火物製品を提供 
・過酷な環境下の作業を自動化し、お客様に安全・安心をお届け 
・宇宙空間や水素製鉄など、未来技術の実現を支援 

２．戦略商品の紹介 
掲載される戦略商品は、順次拡大を行います。 

３．K-GenesisX™活動に関するニュース 
４．戦略商品カタログのダウンロード 

 
 
 

 
戦略商品例 
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環環境境  地地域域環環境境のの保保全全

産産業業廃廃棄棄物物排排出出にによよるる生生物物へへのの影影響響のの低低減減  

水水セセキキュュリリテティィ強強化化  
水水のの豊豊かかささをを維維持持すするるたためめのの活活動動のの推推進進 

当社は、下記の「2025 年度環境方針」に則り、社会
に信頼され、信頼に応える企業として、地球環境保全
に積極的に取り組んでいます。昨年度から、「水の豊か
さの維持」に関する方針を新たに加え、排水管理だけ
でなく、持続可能な水利用の促進の一環として、生産
工程の水の使用量削減目標値を設定しました（過去６
年間平均値の１%削減）。目標達成のため、私たちは、
節水治具の適用拡大、排水再利用拡大を強化していき
ます。 

全全社社水水使使用用量量のの推推移移  

 

2025 年年度度環環境境方方針針 
a）耐火物とセラミックスの総合ソリューション事業を

行うにあたり、商品の研究開発、設計、原料調達、
製造、サービス、お客様での使用・廃棄のすべての
段階において、地球温暖化防止、省資源、リサイク
ル、廃棄物削減、汚染の予防等、環境負荷の低減に
取り組む。 

b）環境管理体制を定め、全社員が環境負荷の継続的な
改善と汚染の予防に努める。 

c）環境法規制および利害関係者との同意事項を遵守す
る。 

d）地球環境と人間社会との共生を目指し、より豊かな
環境づくりに貢献する。 

e）カーボンニュートラルに貢献すべく、CO2 排出量削
減に取り組む。 

f）水の豊かさを維持するための活動を推進する。 

公公共共水水域域へへのの汚汚染染防防止止訓訓練練 
当社は、雨水側溝等から敷地外に油が流出する事故

を想定し、土嚢を使った遮水やオイルフェンス展張等
の訓練を毎年実施しています。当社は、地区ごとに発
生し得る事故への対策を具体的に想定し、訓練してい
ます。例えば、八幡地区では地区に沿って流れる久喜
川への流出防止、備前地区では隣接する瀬⼾内海への
流出防止などです。現実に起こり得る事故を想定した
訓練を行っているので、万が一、環境事故が起きても、
河川や海を汚染から守ることができます。 

 

オイルフェンス展張訓練の様子（八幡地区） 

産産業業廃廃棄棄物物のの削削減減  
全全社社産産業業廃廃棄棄物物（（れれんんがが屑屑＋＋汚汚泥泥））原原単単位位比比  推推移移  

＊1 2015 年度廃棄物原単位を 100 とした時の指数表示 
＊2 原単位は廃棄物排出量を耐火物・セラミック製品の製造量で割った数値 

当社は、お客様からの品質向上ニーズにお応えしつ
つ、製造技術革新と次頁に示す派生品の使用量拡大を
継続的に進めています。また、2023 年度から、汚泥の
再資源化をスタートしました。再資源化された汚泥を
景観れんがやアスファルト合材に使うことができるよ
う、開発を進めています。 
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リリササイイククルルのの推推進進  

自自社社発発生生産産業業廃廃棄棄物物ののリリササイイククルル  
耐火物製造段階で様々な派生品（原料屑・配合屑・

加工片･加工粉・集塵粉）が発生します。当社は、この
派生品の一部を既に再利用していますが、再利用が難
しい派生品は、産業廃棄物として廃棄しています。 

廃棄量をさらに減らせるよう、当社は新たな取り組
みを積極的に推進していきます。例えば、再利用量を
増やすため、分別回収の強化と新たな分別回収方法の
検討に取り組みます。 

また、当社は派生品の削減だけでなく、原料購入時
や製品移送の際に使用したフレコンバックの廃棄量削
減（廃プラスチックリサイクル＊）にも取り組みます。 

このように、産業廃棄物削減と資源の有効活用に継
続的に取り組むことで、当社は、循環型社会構築、CO2

排出量削減に貢献していきます。 
さらに、焼却処分していた年間 200 トン強の廃プラ

スチック（廃フレコンバック）を再生プラスチック原
料（再生ペレット）として利用する取り組みを始めま
した。 

2024 年度から、このマテリアルリサイクルを本格稼
働させています。最終的には、年間 700 トンの CO2 排
出量削減につながります。 

 

*廃プラスチックリサイクルにおいて
使用される再生プラスチック原料（再
生ペレット） 

  

製製鉄鉄所所ととのの協協業業にによよるる  
耐耐火火物物リリササイイククルル  
当社は、創業以来リサイクル品の活用を行ってきま

した。約 20 年以上に亘って製鉄所と協業し、品質を担
保しつつ、リサイクル材料の製品添加を進め、リサイ
クル量拡大に取り組んでいます。 

また、私たちは、溶鋼流量制御に使う耐火物をお客様
の使用後に回収し、耐火物の損傷部分を除去、補修する
ことで、耐火物製品としての再利用を実現しています。 

さらに、製鉄所構内で使用済み耐火物をリサイクル
原料に生まれ変わらせる取り組みにも私たちは積極的
に参画しています。私たちが使用済み耐火物を回収・
選別し、リサイクル原料に加工することで、製鉄所の
産業廃棄物削減に貢献しています。 

当社は、今後もリサイクルへの取り組みを積極的に
継続し、有限な資源である耐火物原料の使用量低減、
産業廃棄物削減による循環型社会構築、CO2 排出量削
減に貢献していきます。 

 

破砕・分級後の使用済耐火物 
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社社会会  人人的的資資本本経経営営強強化化ににつついいててのの考考ええ方方

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     
  当社は 2024 年 10 月にグループ人権方針を定め、改めて当社活動の基盤に

人権尊重の考えがあることを示しましたが、このことは人材の採用、育成、
従業員一人ひとりの働き方等についても同様です。 

働くべき時はしっかり働いて、休息すべき時はよく休息する。キャリアの
段階に応じて自身の知識・スキルを伸ばすことが必要な際には従業員の求め
に応じた学習の機会を提供・支援する。育児・介護など一時的に制約が生じ
る際にもそうした状況にできる限り寄り添う。従業員同士が互いを思いやり
協働して仕事に取り組むことができるよう様々な啓発を行う。このように働
く環境を社会環境の変化に合わせて絶えず整えていくことが、従業員の皆さ
んの活力にも当社の活力にもつながると考えます。 

 

   
 取締役 常務執行役員 

竹竹下下  正正史史  
 

     

当当社社でではは「「ダダイイババーーシシテティィ＆＆イインンククルルーージジョョンン（（DD&&II））推推進進」」「「人人材材育育成成」」をを含含めめたた「「人人的的資資本本経経営営強強化化」」
ををササスステテナナビビリリテティィ課課題題のの優優先先課課題題にに設設定定ししてていいまますす。。ここののここととをを受受けけ、、当当社社のの人人材材戦戦略略はは以以下下ののよよううにに設設
定定ししてていいまますす。。  

人人材材戦戦略略  ……  当当社社ググルルーーププのの持持続続的的成成⻑⻑にに資資すするる人人的的資資本本強強化化をを図図るる  

1.多様な人材の採用 
2.グローバル人材の育成（成⻑市場で活躍できる人材の育成） 
3.生産性向上・業務改革実行に資するデジタル人材の育成 
4.能力を発揮して活躍するための成⻑機会の提供 
5.充実して働くための環境整備（ワークライフバランス/ウェルビーイング） 
6.ワークエンゲージメントの向上 

重重点点取取りり組組みみ項項目目  
■人材採用・定着 
 1）人材確保のための広報活動の実施 
  （学生・学校への PR 強化、コーポレート動画の公開、当社拠点地区公共の場所での広報掲示） 
 2）処遇改善の実施（初任給 UP、有給休暇付与日数の増加） 
■人材育成 
 1）海外対応人材の育成（語学教育、海外派遣制度、グループ会社人材交流） 
 2）デジタル対応人材育成のための教育メニュー充実 
 3）知識習得機会の充実・リスキリングの実施 
  （クロサキハリマカレッジ【後述参照】、各種社内・社外研修の受講） 
 4）業務上必要な免許や資格を取得した際の報奨金制度制定 
■ダイバーシティ＆インクルージョン 
 1）女性活躍の推進（採用と登用） 
 2）働き方・休み方の改善（効率的な働き方の追求、⻑時間労働の撲滅） 
 3）健康づくりの推進 
 4）従業員が働きやすい職場の構築（ハラスメント防止啓発、ワークエンゲージメント調査） 
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人人的的資資本本のの充充実実ににつついいててのの取取りり組組みみ 

ダダイイババーーシシテティィ＆＆イインンククルルーージジョョンン（（DD&&II））  
へへのの取取りり組組みみ  

当当社社でではは従従業業員員がが生生産産性性をを高高くく維維持持・・発発揮揮しし、、誇誇りりととややりりががいいををももっってて
⻑⻑期期間間働働けけるる環環境境をを整整ええるるここととをを目目的的にに、、DD&&II 方方針針ななららびびにに管管理理目目標標をを設設
定定ししてていいまますす。。  

DD&&II 方方針針  
D&I 方針について、ミッションステートメント等を基に以下のように定めています。 
●当社は、社員一人ひとりの人間性を尊重し、日頃の業務における従業員間の協働や職場における対話活動を通じ

て個性を歓迎する風土を創り、豊かな価値を創造・提供していきたいと考えています。 
●あらゆる人権の尊重は企業活動の基本であり、当社は、国籍、人種、宗教、思想信条、性別、年齢、性的指向、障

がいの有無等に基づく不当な差別を排除しています。 
●当社を取り巻く環境が変化する中、将来に亘って産業の発展を支え、社会の繁栄に貢献し「鉄と産業を支える世

界第一級の総合セラミックス企業」を目指して成⻑し続けるためには、当社で働く従業員が相互に多様な価値観
を受入れ、生産性高く持てる力を最大限に発揮し、誇りとやりがいを持って活躍できることが重要であるとの認
識に立ち D&I に取り組みます。 

DD&&II 方方針針にに基基づづくく重重点点取取りり組組みみ施施策策  
D&I の重点取り組み項目と管理目標を以下のとおり設定しています（当社単体）。  

1) 女性活躍の推進 … 従業員の多様性を活かす 
（ダイバーシティ関連） 

2) 働き方・休み方 … 従業員の生産性向上を図る 
（働き方改革関連） 

3) 健康づくりの推進 … 従業員の生産性向上を図る 
（働き方改革関連） 

4) 従業員が働きやすい職場・職制関係の構築 …  
ハラスメント防止・就業モラルの向上 

女女性性活活躍躍のの推推進進  

目目指指すす姿姿  ・現状制度をベースに女性が定年までライフステージに応じ持てる能力を遺憾なく発揮できるようにする 
・幹部役職登用や業務範囲の拡大等、全職場・階層で女性が活躍する場面を拡大する 

目目標標  

・2025 年までに、女性の新卒執務系総合職における採用割合を 20％以上とし、2030 年までには 30％以上と
する 

・2030 年には、管理職に占める女性の割合を目標設定時点（2021 年３月【D＆I 目標設定の前年度末】）の 1.5
倍（4.35％）以上とし、その後早期に２〜３倍とすることを目指す 

具具体体的的施施策策  

・人物能力本位での採用選考を前提に総合職執務系の女性採用を拡大。技能職での女性採用も実施 
・結婚・妊娠・出産・育児等ライフイベントに対応した制度の見直しの一環として単身赴任要件の緩和、単身

赴任時負担の軽減施策を実施（単身赴任手当・単身赴任者食事補助の増額、単身赴任者帰宅旅費の増額） 
・子ども同伴転勤時の「転園・転校支援金」制度導入 
・ライフイベント対応を容易にすることも視野に入れた時間単位年次有給休暇制度導入、積立年次有給の半

日単位取得可能化 

実実績績  ・2024 年度 管理職女性比率 3.3％（前年度 3.3%） 
・2025 年度 新卒執務系総合職女性比率 15.0％（前年度 29.4%） 
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社社会会  人人的的資資本本のの充充実実ににつついいててのの取取りり組組みみ

  

年度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 
総合職新卒採用数（人） 18 17 18 16 13 17 20 

 

働働きき方方・・休休みみ方方  

目指す姿 ・多様な従業員が持てる能⼒を⻑期かつ効率的に最⼤限発揮できるよう、個々の従業員の事情を斟酌しなが
ら、労働時間の⻑さ、働く場所にとらわれず、最も成果を上げることのできる働き方を目指す 

目標 

・2030 年までに全社平均年間総実労働時間を 2,000 時間/年を下回る水準とする 
・⻑時間労働は 2025 年までに 2020 年度比で半減、2030 年までにゼロとする 
・2025 年までに全従業員が年次有給休暇を 15 日/年取得する 
・2025 年までに新たに子が生まれる男性従業員が育児休業・育児に関する休暇を取得しやすくするための

制度改定を実施し、休業・休暇の取得を促す 

具体的施策 

・年次休暇について休暇取得努⼒義務日数を設定。併せて年次休暇取得奨励日を設定 
・労働時間/休暇取得状況を人事部門から社内各部門へ四半期ごとに情報公開を実施 
・年次有給休暇の付与日数の増加（入社時の年次有給休暇付与日数を 15 日→20 日/年に増加） 
・所定時間外労働または休日労働をした場合における管理職の代休取得要件を緩和 

実績 

・2024 年度総実労働時間 2,061 時間（前年度 2,067 時間） 
・2024 年度年次有給休暇取得日数  15.5 日／人（前年度 15.4 日／人） 
・2024 年度男性の育児休業ならびに育児目的等休暇取得状況 

育児休業取得率 43.1%（前年度 34.7％）、 
育児休業取得率と育児目的等休暇取得率を合算すると 131.4％（前年度 104.2%） 
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健健康康づづくくりりのの推推進進  

目指す姿 ・多様な従業員が、持てる能⼒を⻑期かつ効率的に最⼤限発揮するためには、従業員が健康であり続け
ることが必要。そのために従業員と会社が共に健康づくりに取り組む風土を構築する 

目標 

・2025 年までに、がん検診受診率について以下の値を目指す（管理職は率先垂範し可能な限り受診） 
 ①⼤腸がん検診（35 歳以上）：90％    ②胃がん検診（35 歳以上）：70％（２年に１回） 
 ③乳がん検診（女性）   ：80％    ④子宮がん検診（女性） ：70％ 
・⿊崎播磨健康保険組合が実施する特定保健指導の実施率を、2025 年までに、2021 年実績の倍以上とする 

具体的施策 

・がんの早期発見・早期治療に資するための各種健診の受診率を高める取り組みを行い、併せて健康診断
結果に基づく特定保健指導の実施を強化、従業員が自身の健康につき積極的に改善を図ることを促す 

・健康意識向上を図る取り組みとして、2024 年４月より毎月、健康保険組合ホームページに産業医衛
生講話を掲載 

2024 年度実績 

・2024 年度 がん検診受診率（カッコ内は前年度実績） 
 
 ①⼤腸がん検診  ：99％（87％） 
 ②胃がん検診   ：46％（44％） 
 ③乳がん検診   ：79％（73％） 
 ④子宮がん検診  ：61％（55％） 
・2024 年度特定保健指導実施率 
 87.4％（前年度実績：80.0％） 

 
従従業業員員がが働働ききややすすいい職職場場・・職職制制関関係係のの構構築築  

目指す姿 ・多様な従業員が誇り・やりがいを持って上司・同僚・部下と共に職務に精励できる職場を作る。 
 そのために従業員全員が規律を遵守し、思いやりを持った言動を自然に行えるようにする 

具体的施策 

・従業員一人ひとりが働きやすい職場風土を構築すべく、職場内対話活動を継続推進している 
・従業員のエンゲージメント向上を目指した取り組みの一環として、2023 年度より生産性向上および

社員勤務満足度向上を目的にエンゲージメント調査を実施 ※最⼤４点、最小１点の評点の中で
2024 年度の当社エンゲージメント関連項目全体の評点の平均は 2.81（2023 年は 2.77、全国平均は
2.59） 

・職場におけるハラスメント防止への取り組みとして以下を実施 
① 半期に一度、全社員向けに、パワーハラスメントを中心に、セクハラなどハラスメント全般を網

羅した啓発教育を実施。2024 年度下期からは、人権教育も同時実施 
② さらなる啓発として、管理職に対するハラスメント E-ラーニング、管理職・監督職に対するアン

ガーマネジメント教育を実施 
③ その他、「ハラスメント防止規程」にて、各種ハラスメントの禁止徹底を明記するとともに、会社

としての相談・通報窓口を設置。問題が発生した案件については通報者保護に十分に留意しなが
ら調査を行い、その結果に基づいて就業規則等に則り厳正に対処 

・当社では障がい者雇用も進めており、2025 年３月時点では法定雇用率を満たしています 

人人材材育育成成へへのの取取りり組組みみ  
人材育成・能⼒開発については、「人材育成・能⼒開発計画」を毎年策定し、それに基づいた施策を実施しています。 
具体的には以下の２本柱で、個々の従業員の職種・階層に応じたスキルとマインドの向上を図っています。 
①業務実践を通じた育成（日々の上司部下間の対話や指導を基本とするもの） 
②外部機関研修による OFF-JT（一般的技能や専門的な能⼒開発を目的） 
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社社会会  人人的的資資本本のの充充実実ににつついいててのの取取りり組組みみ

当当社社のの人人材材育育成成体体系系はは以以下下ををごご参参照照くくだだささいい。。  

大大分分類類  小小分分類類  概概要要  

階層別教育 ーー 各職掌・各階層で必要な知識・技能・態度を習得するための教育・訓練 

部門別教育 

部門専門教育 所属部門で必要な専門的な知識・技能・態度を習得するための教育・訓練 

OJT 目標管理制度を軸に業務上必要な知識・技能・態度を上司が業務の実作業を通して指導 

自主教育 社員が⾏う自主的な能⼒開発活動の内、当社業務を⾏う上で有益と事業部⻑が認める資
格・技術・能⼒を取得する活動を会社が支援 

語学教育 所属部門で業務上語学⼒を必要とする場合の語学教育 

全社対象教育 

共通教育 業務上一般的・専門的に必要とされる知識・技能・態度を習得するための教育・訓練 

国内留学 業務上の必要も踏まえ、学士・短期大学士修得の意欲を持つ社員に進学の道を開く 

研修留学 業務上の必要から、社員を日本国内外の大学の研究機関に派遣/高度な技術の習得向上に
努め、広く専門知識を吸収し、技術的視野を広げる 

海外育成派遣 海外で活躍できる人材、当社と海外グループ会社との連携を図ることのできる人材育成目
的での海外グループ会社への海外育成派遣 

語学教育 自己の語学能⼒向上のため会社が斡旋する教育に応募、教育を受講 

 
階階層層別別教教育育体体系系  
    総総合合職職  

技技能能職職  築築炉炉技技能能職職  職職種種共共通通      技技術術系系  事事務務系系  

新新入入社社員員  
（（１１年年目目））  

４４月月  新入社員導入研修        
４４〜〜５５月月  工場実習・プロフェッショナルマインド研修 

各職場へ配属 
（0JT） 

各職場へ配属 
（0JT） 

 

部
門
専
門
教
育 

各
部
門
で
必
要
と
さ
れ
る
専
門
的
な
知
識
・
技
能
・ 

マ
ナ
ー
に
つ
い
て
の
教
育
・
訓
練 

 

６６月月  
営業研修   

セラミックス 
評価分析研修 工程・原価研修 

７７月月  各職場へ配属（0JT）   

８８月月  

プロセス設計研修 
（3D-CAD／ 

材料⼒学・熱伝導／ 
構造解析／流体解析） 

簿記研修 
  

９９月月  プレゼンテーションスキル UP 研修   
1111 月月   日商簿記試験 

ク
ロ
サ
キ
ハ
リ
マ
カ
レ
ッ
ジ

※ 

海
外
語
学
研
修 

２２年年目目  ４４月月  業務進捗状況報告会  

中中堅堅社社員員  

 B3 研修（入社３年前後の若手層） 
コーチャー研修  

４年目研修（問題解決研修） B2 研修（入社６年前後の若手層） 

７年目研修（中堅社員教育） B1 研修 
（入社 12 年前後の次世代リーダー層） 

 工⻑候補者研修 

管管理理監監督督層層  

管理の基本研修 工⻑研修 
  

管理職各階層別研修 作業⻑候補者研修・ 
作業⻑能⼒向上研修 

  
   

※ クロサキハリマカレッジ……当社において必須の技術的専門基礎知識（製鉄プロセス、耐火物、セラミックス等）の継承と、安全衛生、財務・法務・労務管理をはじめとす
るビジネス知識の早期取得を主目的としつつ、リスキリング・自己啓発や自己成⻑に資することも目的とした社内研修プラットフォームで全従業員が受講可能です。2024
年度は 38 講座を開講し、延べ 1,834 名の社員が受講。社員が講師となることで、教える側の社員が指導すべき内容を継承し、講師の再生産を担う研修システムです。 
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人人権権尊尊重重

人人権権尊尊重重のの基基本本的的なな考考ええ方方  
当社は、企業の社会的責任を踏まえた「ミッションステートメント」の経営理念の下、ダイバーシティ＆インクルー

ジョン（D&I）への取り組みを示した「D&I 方針」に則り、人権尊重を企業活動の基本と認識しています。こうした企
業姿勢を内外に示すため、「⿊崎播磨グループ人権方針」を制定しています。 

⿊⿊崎崎播播磨磨ググルルーーププ人人権権方方針針  

⿊崎播磨グループ人権方針は、以下をご覧ください。 

https://www.krosaki.co.jp/wp-content/uploads/2024/10/f446728478d990d89f2a7a6767a5fe6f.pdf 

人人権権尊尊重重にに関関すするる取取りり組組みみ  
当社は、「人権保護の徹底」をサステナビリティ優先課題と位置付け、以下のとおり、人権尊重に向けた取り組みを

行っています。 
 

人人権権にに関関すするる教教育育 
当社は、D&I 方針（P46 参照）に則り、人権に関す

る教育として、不当な差別を排除し、従業員間の協働
や職場における対話活動の大切さについて理解を深め
る研修を行っています。具体的には、管理監督職・一
般社員を対象とした階層別教育や全社員を受講対象と
するクロサキハリマカレッジの講座の中において、上
記の研修を行うとともに、全社員を対象とした人権教
育も実施しており、社員一人ひとりの人間性を尊重し、
共に職務に精励できる職場づくりに注力しています。
また、当社は、就業モラルの向上を図るべく、全社員
を対象にハラスメント防止教育を行い、これにより、
社員の人権尊重意識の啓発を行っています。 

是是正正・・救救済済措措置置 
当社は、幅広くコンプライアンス上の問題について、

関係者が安心・安全に通報できる通報相談窓口を設置
していますが、この窓口は、人権侵害に関する相談通
報も対象にしています。これにより、人権侵害の未然
防止と迅速な救済を図っています。 

国際規範による強制労働・児童労働の禁止について
は、当社自ら遵守することはもとより、サプライヤー
にも遵守を強く要請しています。 

スステテーーククホホルルダダーーととのの対対話話 
当社は、原則毎月、労働組合との間で話し合いの場

を持ち、経営状況、安全・衛生や給与・賞与等の労働
条件、ワークライフバランスについて意思疎通を図っ
ています。話し合いの結果は記録に残し、経営幹部と
職場組合員の間で共有しています。こうしたプロセス
を通じ、当社は、労働法規を遵守して、労働者の権利
および労働組合の「団結権」と「団体交渉権」を尊重
し、健全な労使関係の維持に努めています。 

当社は、地域社会を担う人材育成を支援する活動を
行う過程で（詳細は P52）、当社の事業の理解促進に努
め、地域住⺠からの意⾒・要望を伺うことで、コミュ
ニケーションを図っています。 

人人権権デデュューーデデリリジジェェンンスス（（人人権権 DD））のの取取りり組組みみ 
当社は、人権に対する負の影響の特定、防止または

軽減に取り組み、人権 DD のプロセス構築に努めてい
ます。2024 年度は当社単体でアセスメントを実施し、
労働安全衛生、ハラスメント、サプライチェーンを人
権課題として特定しました。今後は、サプライチェー
ンの取引先を対象としてアセスメントを実施します。 
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社社会会  安安全全衛衛生生のの取取りり組組みみ

企企業業のの持持続続的的なな発発展展ののたためめににはは、、安安全全なな現現場場環環境境のの確確保保とと、、健健全全なな社社員員のの育育成成がが必必須須でですす。。そそののたためめ、、
当当社社でではは「「労労働働安安全全衛衛生生」」をを重重要要課課題題ととししてて認認識識しし、、様様々々なな安安全全教教育育をを積積極極的的にに実実施施ししてていいまますす。。  

 

安安全全衛衛生生基基本本方方針針    
【理念】 
1.⿊崎播磨グループにとって従業員の安全と健康はす

べてに優先する最も大切な価値であり、事業発展を
支える基盤である。 

2.当社はひとりひとりの⼈間性を尊重して成⻑と⾃⼰
実現の機会を提供するとともに、法令を遵守すると
いう経営理念のもと⿊崎播磨グループで働く⼈々の
安全と健康を確保するための努力を継続的に行う。 

3.これらの努力と活動を通して、事故・災害の撲滅を
図り、社会に貢献し続ける。 

 【具体的指針】 
1.関係法令を遵守するとともに、すべての業務の遂行において従業員の安全と健康を

確保し事故・災害の撲滅を目指す。 
2.対話を通じ現場実態を把握し、安全と健康の確保に必要な措置を行うとともに、事

故・災害に結びつく要因の排除に全員で取り組む。 
3.より安全で健康的な作業環境実現のため、設備面からの対策を計画的に実行する。 
4.災害事例横展開、風化防止施策を実施し、危険予知（KY）活動に積極的に取り組

む。 
5.当社グループで働く⼈々がルールを遵守し、安全水準が向上し続けるために必要な

教育を実施する。 
6.これらの取組を通して、安全衛生防災活動を持続的に充実、向上させる。 

  職職場場のの安安全全活活動動  
改善や演練、教育など安全に関して様々な活動に取

り組んでいます。 

 

 

リフトの死角の体感  フォークリフト演練 

  安安全全へへのの積積極極的的なな投投資資  
 

熱熱中中症症対対策策  作作業業エエリリアアににエエアアココンン設設置置  
作業環境の整備にも力をいれており、
働きやすい職場を実現しています。 

 ミキサーの開口部にはリミッタース
イッチを設け、稼働中はアプローチで
きない設定となっています。 

  安安全全成成績績  

 

 

 

 

 

【【  安安全全第第一一はは私私たたちちのの行行動動原原則則  】】  
当社は、安全第一の取り組みとして、日々、安全衛生担当部門によるパトロールを行い、現場への声がけ、改善提案を行っています。さらに、

社⻑・経営層が毎年国内全⼯場を対象に現地に赴き「経営者パトロール」を実施しています。経営者パトロールでは、各⼯場の安全活動について討
議し、経営層⾃ら現場確認を行うことで、現場の課題
を当社全体の課題として、従業員と共に問題解決に
取り組んでいます。ここで得られた課題と対策は安
全衛生担当部門により全社展開が図られます。安全
衛生担当部門および各⼯場は、その後のパトロール
で改善状況を確認するとともに、さらなる変化点を
把握することで新たな課題を見つけ、次の対策に取
り組むスパイラルアップによって、常に改善を行い、
安全実力の向上に努めています。 

 

度数率：100 万延べ実労働時間当たりの労働
災害による死傷者数で災害発生の頻度を表し
ています。 
 
強度率：1,000 延べ実労働時間当たりの延べ労
働損失日数で災害の重さの程度を表していま
す。 

 

現場作業者との対話を重視したパトロール  パトロール総括では各⼯場⻑と課題を共有 
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地地域域ととのの共共生生 

当当社社はは、、地地域域社社会会のの一一員員ととししてて、、「「地地域域ととのの共共生生」」をを持持続続可可能能なな社社会会をを実実現現すするるたためめのの重重要要ななテテーーママとと位位
置置づづけけ、、地地域域にに貢貢献献すするる活活動動をを行行っってていいまますす。。  

 

地地域域のの未未来来をを担担うう次次世世代代人人材材育育成成へへのの貢貢献献  
当社は、今後の事業活動を担う次世代人材の育成として、主に行政と連携した人材育成支援に加え、スポーツイベ

ント・教育機関・文化施設・地域行事の運営支援に取り組んでいます。 
 

主な取り組み 
1 
 
2 
3 
4 
 
5 
6 
7 

北九州市立本城陸上競技場 施設命名権獲得を通じた運営協力 
（⿊崎播磨陸上競技場 in HONJO） 
北九州市花咲く街かどづくり事業花壇スポンサー 
北九州市道路サポーター会員活動 
北九州商工会議所主催 企業特別体験会 

（学生向け工場見学イベント）への参画 
赤穂市主催 新発見！赤穂の工場見学バスツアー（学生向け）への協力 
福岡国際マラソン 2024 協賛 
北九州マラソン 2025 協賛 

8 
 
9 
10 
 

11 
12 
 

13 
14 

ギラヴァンツ北九州による小学生への 
サッカーボール寄贈事業への協賛 
大学等の教育機関への寄附 
北九州市立美術館、紀尾井ホール（東京都）等、
文化施設の運営支援 
⿊崎祇園⼭笠・⿊崎 96 の日の運営支援 
わっしょい百万夏まつり協賛・百万踊りへの
参加 
備前市えびす駅伝（岡⼭県）への協賛・参加 
相生ペーロン祭（兵庫県）への参加 

 

 

 

⿊崎播磨陸上競技場 in HONJO の当社展示  新発見！赤穂の工場見学バスツアー（写真は当社赤穂工場） 

 

陸陸上上競競技技部部をを通通じじたたココミミュュニニテティィととのの連連携携・・人人材材育育成成  
当社は、1961 年に陸上競技部を創部し、以来、競技活動に加え、マラソンイベントへのゲスト派遣や、合宿地等に

おける子供たち向けの走り方教室参加などを通じ、地域の皆様の健康づくりを支援しています。今後も、競技・地域
共生の両面で第一線の活動に取り組んでいきます。 

主な取り組み 
1 
 
2 

全日本実業団対抗駅伝（ニューイヤー駅伝）2025 
総合 14 位 
九州実業団毎日駅伝 2024 準優勝 

3 
 
4 

大阪マラソン 2025 細谷選手が日本歴代７位を記録 
（総合４位／２時間 05 分 58 秒） 
小学生等を対象とした走り方教室への講師派遣 

 

 

 

 

 

 

毎日駅伝 2024 ゴール目前での優勝争い  ニューイヤー駅伝 2025 ２区 細谷 恭平 選手  小学生を対象とした走り方教室の様子 
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社社会会  ササププラライイチチェェーーンンママネネジジメメンントト

⿊⿊崎崎播播磨磨ググルルーーププはは、、環環境境問問題題ななどど、、社社会会的的課課題題にに対対すするる取取りり組組みみをを積積極極的的にに進進めめ、、⼈⼈やや⾃⾃然然ととのの調調和和
をを追追求求すするるここととをを新新たたなな価価値値ととししてて捉捉ええ、、信信頼頼ああるるササププラライイチチェェーーンンのの構構築築をを推推進進ししてていいまますす。。購購買買活活動動
ににおおいいててはは、、厳厳格格なな品品質質管管理理ののももとと、、価価格格のの妥妥当当性性、、⻑⻑期期的的なな供供給給安安定定性性、、透透明明性性、、環環境境やや⼈⼈権権のの保保護護とと
いいっったた多多角角的的なな視視点点かからら原原材材料料ややササーービビススをを選選定定しし、、持持続続可可能能なな購購買買のの実実現現にに取取りり組組むむここととがが、、おお客客様様へへ
のの安安定定供供給給ににつつななががるるとと捉捉ええてていいまますす。。  

ままたた⾃⾃社社にによよるる取取りり組組みみににととどどままららずず、、ササププラライイチチェェーーンンのの取取引引先先のの皆皆様様ととののパパーートトナナーーシシッッププをを強強化化
しし、、信信頼頼関関係係やや協協力力関関係係をを基基盤盤ににササププラライイチチェェーーンン全全体体ででのの付付加加価価値値向向上上にに努努めめ、、ササスステテナナブブルルなな価価値値提提
供供をを図図っってていいくくここととでで、、持持続続可可能能ななビビジジネネススモモデデルルをを構構築築しし、、社社会会的的なな課課題題にに対対すするる解解決決策策をを提提供供ししてていい
くくここととをを目目指指ししてていいまますす。。  

購購買買基基本本方方針針      
11.. 法法令令のの遵遵守守  

法令、倫理および会社の諸規程を遵守した購買活動を行
います。 

22.. 公公平平、、公公正正なな取取引引  
購買活動は、オープンな取引機会の中で、公平・公正に
実施します。 
お取引先様の選定は、品質、技術、納期、価格、CSR（企
業の社会的責任）への取り組み等、公明正大に合理性に
基づいて総合的に判断します。  

33.. 品品質質管管理理のの徹徹底底 
厳格な品質管理を行い、お取引先様の技術向上に資する
購買活動を行います。 

44.. パパーートトナナーーシシッッププのの構構築築  
お取引先様をパートナー企業として協力体制を強化し、
より良い製品やサービスの向上に役立てます。 

55.. 環環境境、、⼈⼈権権、、安安全全へへのの配配慮慮  
地球環境、地域共生、⼈権、労働環境などに十分配慮し
た購買活動を行います。 

購購買買活活動動ににおおけけるるリリススクク管管理理  
現在、耐火物・セラミックス製品の製造に必要な原料は、世界中から調達しています。 
今後も以下の施策を通じて、持続可能なサプライチェーンを構築し、お客様への安定供給につなげます。 

 

●購買ソースの多様化：複数の国から原料を調達する
ことでリスクを分散していきます。 

●定期的なリスク評価と適正在庫の確保：リスクを評
価し適切な在庫を保持、安定的な調達を実現してい
きます。 

●代替品の探索と地域分散：代替品の開発や地域ごと
の調達を検討していきます。 

●パートナー企業との⻑期契約：取引先様との信頼関
係を強化し、安定した供給を確保していきます。 

●リサイクル原料の使用推進：環境への配慮を重視し、
リサイクル原料の活用を進めていきます。 

●紛争、児童労働、強制労働などの⼈権リスクを排除
した購買活動を推進し、持続可能なサプライチェー
ンを構築していきます。 
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パパーートトナナーーシシッッププ構構築築宣宣言言  

当当社社はは、、ササププラライイチチェェーーンンのの取取引引先先ととのの連連携携・・共共存存共共栄栄をを重重視視ししてておおりり、、
新新たたななパパーートトナナーーシシッッププをを構構築築すするるたためめ、、以以下下のの項項目目にに注注力力ししてていいまますす。。  

11.. ササププラライイチチェェーーンン全全体体のの共共存存共共栄栄とと連連携携  
直接の取引先を通じてその先の取引先に働きかけることで、サプライチェーン全体での付加価値向上を図ります。 
既存の取引関係や企業規模を超えた連携により、取引先との共存共栄を目指します。 
災害対応や働き方改革の観点から、取引先のテレワーク導入や BCP（事業継続計画）策定支援も行います。 
 

22.. 取取引引慣慣行行のの遵遵守守  
親事業者と下請事業者との望ましい取引慣行（振興基準）を遵守し、良好なパートナーシップを構築します。 
不合理な原価低減要請は行いません。 
 

33.. 取取引引対対価価のの適適正正評評価価  
下請事業者との協議を重視し、適正な利益を含めた取引対価を決定します。 
原材料費やエネルギーコストの高騰があれば、適切なコスト増加分を転嫁します。 
 

44.. 型型取取引引のの適適正正化化  
型取引において、不要な型の廃棄を促進し、下請事業者に対して型の無償保管要請を行いません。 
 

55.. 支支払払条条件件とと知知的的財財産産  
下請代金は現金で支払い、手形による支払いは行いません。 
また、取引において、片務的な秘密保持契約や知的財産権の無償譲渡は求めません。 
 

66.. 働働きき方方改改革革へへのの配配慮慮  
下請事業者に対して、適正なコスト負担を伴わない短納期発注や急な仕様変更を行いません。 
災害時には、取引上の負担を押し付けず、事業再開時には取引関係の継続に配慮します。 
 

77.. 公公明明正正大大なな選選択択  
調達に関する法令を遵守し、品質、技術、納期、価格、CSR（企業の社会的責任）への取り組みを 
総合的に判断して取引先を選定します。 

   

当社は、取引先様との緊密な連携・協調のもと、共通する諸課題の改善や解決を図ることで共に発展を期することを目的に、協力会を組織しています。 
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ガガババナナンンスス 役役員員紹紹介介

取取締締役役 

江川 和宏 
代表取締役社⻑ 

1981年４月新日本製鐵株式會社
（現日本製鉄株式会社）入社 
2005年４月同社鋼管事業部鋼管
営業部⻑ 
2007年４月同社名古屋⽀店⻑ 
2009年４月同社海外営業部⻑ 
2012年４月同社参与海外営業部
⻑ 
2012年10月新日鐵住金株式会
社（現日本製鉄株式会社）参与
輸出総括部⻑、薄板事業部薄板
輸出営業部⻑ 
2013年４月同社執行役員 
2016年４月同社常務執行役員 
2017年４月同社常務執行役員グ
ローバル事業推進本部ウジミナ
スプロジェクトリーダー、北中
南米地域統括 
2019年４月日本製鉄株式会社執
行役員、当社顧問 
2019年６月当社代表取締役社⻑

（現任） 

吉田 猛 
取締役常務執行役員 

1985年４月新日本製鐵株式會社
（現日本製鉄株式会社）入社 
2000年７月同社八幡製鐵所労
働・購買部労政・人事グループ
リーダー 
2004年８月同社機材部資材契約
グループリーダー 
2010年４月当社企画部⻑ 
2017年４月当社執行役員 
2021年４月当社常務執行役員 
2021年６月当社取締役常務執行
役員 
2023年４月当社取締役常務執行
役員サステナビリティ推進担
当、セラミックス事業部門管掌、
本社部門（購買、財務、経営企画）
管掌（現任） 

⼩⻄ 淳平 
取締役常務執行役員 

1988年４月新日本製鐵株式會社
（現日本製鉄株式会社）入社 
2011年11月同社技術総括部部
⻑ 
2012年４月ウジミナス社出向

（戦略エンジニアリング部⻑） 
2015年４月新日鐵住金株式会社

（現日本製鉄株式会社）製鋼技術
部⻑ 
2015年６月当社社外取締役 
2019年３月当社取締役 
2020年４月当社取締役執行役員
2020年６月当社執行役員 
2021年４月当社常務執行役員 
2021年６月当社取締役常務執行
役員 
2025年４月当社取締役常務執行
役員カーボンニュートラル推進
担当、耐火物製造事業部門管掌、
コークス炉事業全般に関し管
掌、研究開発部門管掌、本社部門

（技術管理、品質保証）管掌（現
任）

竹下 正史 
取締役常務執行役員 

1986年４月⿊崎窯業株式会社
（現当社）入社 
2015年４月当社執行役員総務人
事部⻑ 
2017年４月当社執行役員営業企
画部⻑ 
2019年４月当社常務執行役員営
業本部第⼀営業部⻑ 
2020年４月当社常務執行役員耐
火物国内営業部門管掌、営業本
部⻑ 
2022年６月当社取締役常務執行
役員 
2025年４月当社取締役常務執行
役員安全衛生環境防災部門に関
し管掌、安全衛生環境防災推進
本部⻑委嘱、本社部門（総務、デ
ジタル業務改革推進、人事、リス
クマネジメント）管掌、耐火物グ
ローバル営業に関して奥村常務
執行役員に協力（現任） 

社社外外・・独独立立 社外・独立

奥村 尚丈 
取締役常務執行役員 

2004年10月当社入社 
2016年４月当社機能性製造事業
部⻑ 
2017年４月当社不定形製造事業
部⻑ 
2018年４月当社執行役員耐火物
製造事業部生産企画部⻑ 
2020年４月当社執行役員海外事
業部海外企画部⻑ 
2021年１月当社執行役員海外事
業部⻑ 
2021年４月当社常務執行役員海
外事業部⻑ 
2022年６月当社取締役常務執行
役員 
2025年４月当社取締役常務執行
役員耐火物グローバル営業部門
管掌、耐火物海外事業に関して
吉田常務執行役員に協力（現任）

三浦 龍介 
取締役常務執行役員（新任） 

1986年４月新日本製鐵株式會社
（現日本製鉄株式会社）入社 
2004年11月同社八幡製鐵所製
鋼部製鋼⼯場⻑ 
2009年２月同社八幡製鐵所生産
技術部設備計画グループリー
ダー 
2015年４月新日鐵住金株式会社

（現日本製鉄株式会社）八幡製鐵
所製鋼部部⻑ 
2017年４月当社第⼀営業部九州
⽀店副⽀店⻑、ファーネス事業
部八幡事業所副事業所⻑ 
2020年４月当社執行役員 
2024年４月⿊播築炉株式会社

（代表取締役社⻑）（現任） 
2025年４月当社常務執行役員 
2025年６月当社取締役常務執行
役員ファーネス事業部門管掌、
ファーネス事業本部⻑委嘱、
コークス炉事業全般に関して⼩
⻄常務執行役員に協力（現任）

加藤 卓二 
取締役 

1985年４月⻄部⽡斯株式会社
（現⻄部ガスホールディングス
株式会社）入社 
2010年７月同社エネルギー統括
本部エネルギー企画部部⻑ 
2018年４月同社執行役員営業本
部副本部⻑ 
2020年４月同社常務執行役員営
業計画部⻑ 
2021年４月同社常務執行役員 
2021年６月同社取締役常務執行
役員 
2024年４月同社代表取締役社⻑
社⻑執行役員（現任） 
⻄部⽡斯株式会社代表取締役社
⻑社⻑執行役員（現任） 
2024年６月当社取締役（現任）
株式会社九電⼯（2025年10月１
日をもって株式会社クラフティ
アに商号変更）社外取締役監査
等委員（現任） 

赤木 由美 
取締役 

1991年４月九州旅客鉄道株式会
社入社 
2012年６月株式会社ジェイアー
ル九州ファーストフーズ代表取
締役社⻑ 
2018年６月九州旅客鉄道株式会
社執行役員鉄道事業本部サービ
ス部⻑兼鉄道事業本部営業部⻑
2019年６月同社執行役員熊本⽀
社⻑ 
2022年４月同社上席執行役員総
合企画本部副本部⻑兼経営企画
部⻑ 
2023年６月同社取締役常務執行
役員総合企画本部副本部⻑兼経
営企画部⻑ 
2024年６月当社取締役（現任）
2025年６月九州旅客鉄道株式会
社取締役常務執行役員総合企画
本部副本部⻑兼経営企画部⻑

（現任） 

2025 年 10 月１日（本書発行日）現在の当社の役員（取締役、監査役）の状況は、以下の通りです。 
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  監監査査役役      

 

   

 

 社社外外・・独独立立      社社外外・・独独立立  

石橋 和幸 
取締役（新任） 

1982年４月九州電気⼯事株式会
社 

（現株式会社クラフティア（2025
年10月１日をもって株式会社九
電⼯より商号変更））入社 
2012年５月同社執行役員北九州
⽀店⻑ 
2013年４月同社上席執行役員 
2013年６月同社取締役上席執行
役員 
2015年４月同社取締役常務執行
役員 
2017年４月同社取締役専務執行
役員 
2020年６月同社取締役副社⻑執
行役員 
2023年４月同社代表取締役社⻑
執行役員（現任） 
2025年６月当社取締役（現任） 

 本田 雅也 
常勤監査役 

1982年４月⿊崎窯業株式会社
（現当社）入社 
2011年５月当社財務部⻑ 
2014年４月当社執行役員 
2017年４月当社常務執行役員 
2017年６月当社取締役常務執行
役員 
2021年１月当社取締役常務執行
役員本社部門（ICT、総務、リス
クマネジメント、業務改革推進）
管掌、総務人事部⻑ 
2022年４月当社取締役 社⻑付 
2022年６月当社常勤監査役（現
任） 

 後藤 貴紀 
監査役 

1992年４月新日本製鐵株式會社
（現日本製鉄株式会社）入社 
2008年５月同社室蘭製鐵所経理
グループリーダー 
2011年４月同社財務部マネー
ジャー 
2016年４月同社財務部予算室⻑ 
2019年４月同社経営企画部部⻑ 
2021年４月同社関係会社部部⻑ 
2022年４月同社関係会社部⻑ 
2022年６月当社監査役（現任） 
大阪製鐵株式会社監査役（現任）
2024年４月日本製鉄株式会社参
与関係会社部⻑（現任） 

 松永 守央 
監査役 

1977年８月米国テネシー大学博
士研究員 
1978年10月九州⼯業大学⼯学
部講師 
1980年11月九州⼯業大学⼯学
部助教授 
1996年９月九州⼯業大学⼯学部
教授 
2002年４月九州⼯業大学副学⻑ 
2004年４月国立大学法人九州⼯
業大学理事 
2010年４月国立大学法人九州⼯
業大学学⻑ 
2016年６月公益財団法人北九州
産業学術推進機構理事⻑（現任） 
2016年６月三井金属鉱業株式会
社社外取締役 
2018年６月当社監査役（現任） 

 

  【ご参考】取締役会の構成 
経営環境の変化に応じた機動的な意思決定と実効性のあるコーポレートガバナンスの仕組みを整えるため、取締
役会は、当社グループの事業内容や経営課題に適した規模とし、取締役会全体としての経験・識見・専門性のバ
ランスや多様性にも考慮したメンバー構成にします。 
そのうち、会社経営において特に重要な分野を次のとおり定義し、各取締役に対して、その能力を十分に発揮す
ることを期待しています。 

 
 

ママネネジジメメンン
トトにに関関すするる
知知見見・・経経験験  

顧顧客客業業界界  
にに関関すするる  

知知見見・・経経験験  
国国際際性性  

営営業業・・  
ママーーケケテティィ

ンンググ  

製製造造・・  
技技術術・・  

研研究究開開発発  
財財務務・・  
会会計計  

法法務務・・  
リリススクク  

ママネネジジメメンントト  
人人事事・・  

人人材材開開発発  
ササスステテナナ  
ビビリリテティィ  ＤＤＸＸ  

江川 和宏 ● ● ● ●   ● ● ● ● 
吉田 猛 ● ●    ● ● ● ●  
⼩⻄ 淳平 ● ● ●  ●    ●  
竹下 正史 ● ●  ●   ● ● ● ● 
奥村 尚丈 ● ● ● ● ●    ●  
三浦 龍介 ● ●   ●    ●  
加藤 卓二 ●   ●  ● ●  ●  
赤木 由美 ●   ●    ● ● ● 
石橋 和幸 ●   ●    ● ● ● 

 

 社社外外・・独独立立    

大格 淳 
監査役 

 
1985年４月⻄日本鉄道株式会社
入社 
2006年７月同社経営企画本部
CV経営室⻑ 
2009年６月同社経営管理部⻑ 
2012年６月同社経理部⻑ 
2015年６月同社取締役執行役員
経理部⻑ 
2016年６月同社上席執行役員経
理部⻑ 
2018年４月同社上席執行役員 
2018年６月同社取締役常任監査
等委員 
2020年６月同社取締役専務執行
役員 
2021年６月同社専務執行役員 
2023年６月当社監査役（現任） 
2025年６月⻄日本鉄道株式会社
取締役専務執行役員（現任） 
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ガガババナナンンスス  ココーーポポレレーートトガガババナナンンスス

ココーーポポレレーートトガガババナナンンススにに関関すするる基基本本的的なな考考ええ方方  
当当社社ググルルーーププはは、、経経営営理理念念ででああるるミミッッシショョンンスステテーートトメメンントトのの「「使使命命」」「「事事業業目目標標」」「「経経営営方方針針」」のの考考ええ方方にに従従いい、、

当当社社株株主主ををははじじめめととすするる利利害害関関係係者者のの方方々々にに対対ししてて、、経経営営のの透透明明性性ななららびびにに効効率率性性をを確確保保すするるここととををココーーポポレレーートトガガ
ババナナンンススのの基基本本にに、、企企業業価価値値のの向向上上にに努努めめてていいまますす。。  

企企業業統統治治体体制制のの概概要要  
➊➊監監査査役役会会 

当社は、監査役制度、監査役会制度を採用しています。当社の
監査役会は、常勤監査役１名、非常勤監査役３名（うち社外監査
役２名）の計４名で構成されており、これら非常勤監査役は取締
役会および監査役会に出席の上、当社グループの重要な意思決定
に関して客観的な視点から意見・指摘を行っています。 

➋➋取取締締役役会会 

当社の取締役会は、社内取締役６名、独立社外取締役３名（う
ち女性取締役１名）の計９名で構成され、会社の業務執行を決定
し、取締役の職務の執行を監督しています。 

社外取締役は、取締役会に出席の上、当社グループの重要な意
思決定に関して客観的な視点から意見・指摘を行っています。 

また、当社は、業務執行機能と、経営の意思決定および監督機
能の分離を可能にし、取締役会の意思決定機能、監督機能を高め
るとともに、業務執行の迅速化かつ効率化を図ることを目的とし
て、執行役員制度を導入しています。 

当社としては、これらの体制により、社外からのチェック機能
が十分に働き、また、取締役会の監督機能が十分に担保されてい
ると判断しています。 

➌➌役役員員報報酬酬諮諮問問会会議議・・役役員員人人事事諮諮問問会会議議 

役員の報酬・指名等に係る取締役会の機能の独立性・客観性と
説明責任を強化するため、任意の諮問会議（役員報酬諮問会議、
役員人事諮問会議）を設置しています。諮問会議は原則年１回、

また必要の都度開催しており、代表取締役社⻑を議⻑として、独
立社外取締役３名をもって構成されています。 

役員報酬諮問会議では、役員報酬に関する事項、また、役員人
事諮問会議では、取締役・監査役候補者の指名ならびに、代表取
締役社⻑および取締役の後継者候補の育成について、審議の上、
取締役会へ答申しています。 

➍➍経経営営会会議議 

代表取締役社⻑の諮問機関として、経営基本方針、重要な業務
執行事項等の審議・報告を目的とした経営会議を設置しています。
経営会議は、定期的に（原則月２回）、また、必要の都度、開催し
ています。経営会議は、代表取締役社⻑を議⻑として、常勤取締
役および代表取締役社⻑が指名する者をもって構成されています。
また、常勤監査役は、経営会議へ出席し意見を述べることができ
るものとしています。経営会議に付議された事項のうち決定を要
する事項は、その審議を経て代表取締役社⻑が決定しますが、取
締役会決議事項に該当するものは、別途、取締役会の決議を要す
ることとしています。 

取締役会決議事項に該当しないものについては、決裁伺手続き
規程に従って手続きを行うこととしています。経営会議審議事項・
報告事項のうち、取締役会報告事項に該当するものは、別途取締
役会への報告を要することとしています。 

➎➎全全社社委委員員会会 

当社は、定常組織を補完し、組織間にまたがる全社的、定例的
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な特定重要事項について、専門的に調査、検討、審議し、取締役
会または代表取締役社⻑に答申するために設置する機関として、
全社委員会を設けています。全社委員会のうち、代表取締役社⻑
が議⻑を務める委員会として以下の⼆つを設置しています。 

a.ササスステテナナビビリリテティィ推推進進委委員員会会 

中⻑期的な企業価値の向上の観点から、当社のサステナビリティ
をめぐる課題や取り組みに関する方針と実行計画の策定、進捗状
況の管理およびローリング等について審議・報告を行います。 

b.内内部部統統制制委委員員会会 

当社グループの内部統制システムの基本方針・活動計画の審議、

内部統制システムの整備・運用状況の報告を行います。また、危
機発生時には、委員会内に緊急対策本部を設置し、機動的かつ部
門横断的に問題解決を図ります。 

➏➏親親子子会会社社間間取取引引にに関関すするる特特別別委委員員会会 

少数株主の利益保護を目的として、親会社との重要な取引・行
為が発生する都度、代表取締役社⻑ならびに独立社外取締役全員
で構成される「親子会社間取引に関する特別委員会」を設置し、
取引内容について審議・検討を行い、取締役会に答申を行うこと
としています。 

ココーーポポレレーートトガガババナナンンスス強強化化のの取取りり組組みみ  
①①取取締締役役会会のの実実効効性性のの分分析析・・評評価価 

当社は、定期的に、各取締役および各監査役に対し、取締役会
の運営も含め、取締役会全体の実効性に関するアンケートを実施
することとしています。毎年、取締役会に、前記アンケートの集
計結果を報告し、当該取締役会において、取締役会の実効性につ
いて分析・評価を行うこととしています。 

2024 年度においては、取締役会の構成・運営等に関し 23 項目
の質問を設けてアンケートを実施しました。当社取締役会が、そ
の集計結果を分析・評価したところ、取締役会全体の実効性は、
概ね認められるとの結論に至りました。 

なお、前記のアンケート項目で、「課題あり」と認識された項目
や、意見・指摘があった項目については、当社は、一層の改善に
向けた対応策を取りまとめています。これらの対応策を実行する
ことで、取締役会のさらなる機能向上を図ります。 

②②取取締締役役おおよよびび監監査査役役のの対対話話のの場場のの充充実実 

取締役会ならびに監査役会以外に、半期に一度、経営や業務執
行への意見を広く求める対話の場として、取締役および監査役（い
ずれも社内、社外、双方含む）との意見交換会を実施しています。
ここでは、当社の業務執行に関する課題について、社外取締役お
よび社外監査役より、その知見を踏まえた提言を受けています。 

③③役役員員報報酬酬のの方方針針設設定定ななららびびにに設設計計 

取締役の個人別の報酬等に係る決定方針の内容の概要は次のと
おりです。 

11））基基本本方方針針  
当社の取締役の報酬等は、現金による月例報酬のみで構成され、

当社グループの持続的な成⻑と企業価値向上のためのインセン
ティブを内包すべく、その月例報酬は固定報酬としての基本報酬
と業績連動報酬から構成されます。 

具体的には、役位別に指数を定め、基本報酬の額を算出してい
ます。これに当社の連結経常損益に応じた業績連動報酬の加算を
行った上で、株主総会で承認を得た限度額の範囲内で各取締役に
係る報酬等の額を決定しています。ただし、監督機能を担う非常
勤取締役ならびに監査役についてはその職務に鑑み、基本報酬の
みとなります。 

22））業業績績連連動動報報酬酬のの内内容容おおよよびび額額ななららびびにに算算定定方方法法のの決決定定  
業績連動報酬は、その役位に応じて短期業績連動報酬あるいは

経営基盤強化評価報酬から構成しています。 
①短期業績連動報酬は、取締役（代表取締役社⻑および社外取

締役は除く）を対象とし、連結経常利益に連動し役員報酬へのタ
イムリーな反映を実施します。 
《業績加算率＝連結経常利益額÷業績加算目標連結経常利益額

×一定の指数》 
②経営基盤強化評価報酬は代表取締役社⻑を対象とし、短期業

績に加え、ステークホルダーからの期待に応えるべく、サステナ
ビリティ経営の基盤強化・取り組み等を含む総合的な評価をもっ
て報酬へ反映します。なお、総合評価における加減算は基本報酬
±15％相当の範囲内としています。 

33））取取締締役役のの個個人人別別のの報報酬酬等等のの内内容容ににつついいててのの決決定定  
株主総会の決議により、取締役の報酬等の総額の上限を定めた

上で、取締役会の決議により、その具体的配分について、代表取
締役社⻑に一任しています。代表取締役社⻑は当社の取締役年収
内規に従い、各人の業績の評価および査定を含めて決定していま
す。 

④④支支配配株株主主とと取取引引等等をを行行うう際際のの少少数数株株主主保保護護のの指指針針 

当社グループは親会社との取引条件については市場価格、総原
価を勘案して当社グループの希望価格を提示し、個別に価格交渉
の上、一般的取引条件と同様に決定することにより、少数株主に
不利益を与えることのないよう、適切に対応しております。また
親会社との重要な取引・行為が発生する都度、独立社外取締役全
員で構成される「親子会社間取引に関する特別委員会」を開催し、
審議・検討を行い、取締役会に答申を行うこととしています。 

⑤⑤政政策策保保有有株株式式保保有有のの方方針針・・検検証証 

当社は、取引先との安定的・⻑期的な取引関係の構築、業務提
携、協働ビジネス展開の円滑化または強化等の観点から、当社グ
ループの中⻑期的な企業価値向上に資すると判断される場合に、
当該取引先等の株式等を取得し、保有することができるものとし、
これに適合しない政策保有株式は、縮減を図ることを方針として
います。 

個別の政策保有株式（有価証券報告書での記載が求められてい
る特定投資株式およびみなし保有株式）について、上記方針を基
に評価基準を設定し、原則として毎年５月に開催される取締役会
において、その保有の適否を検証しています。 

2024 年度末において保有している政策保有株式については取
締役会において検証の結果、保有目的が希薄化している一部の株
式については、「保有否」と判断し、保有を取り止め、売却するこ
ととしました。 
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ガガババナナンンスス  内内部部統統制制シシスステテムム

ココンンププラライイアアンンススおおよよびびリリススクク管管理理体体制制  

当当社社ググルルーーププはは、、取取締締役役会会でで決決議議ししたた「「内内部部統統制制シシスステテムムのの基基本本方方針針」」（（以以下下、、基基本本方方針針））にに則則りり、、内内部部統統制制シシスステテ
ムムのの整整備備・・運運用用をを行行いい、、ここのの活活動動をを通通じじてて、、ココンンププラライイアアンンススおおよよびびリリススクク管管理理体体制制のの継継続続的的なな改改善善・・強強化化にに取取りり組組
んんででいいまますす。。具具体体的的なな内内容容はは、、以以下下にに記記すすととおおりりでですす。。  

 

自自律律的的内内部部統統制制活活動動 

当社グループは、基本方針において、「各組織・グルー
プ会社が自組織・会社の業務実態に即した内部統制シ
ステムを自ら構築し、自ら点検を行うことを通じて業
務の評価・改善に取り組むことを基本とする」との考
え方を明確にし、これを「自律的内部統制」と称して
います。監査部門等の第三者的立場からの指摘のみに
頼らず、一人ひとりが管理者と共に自らの本来業務の
一つとして業務の有効性確認と効率性改善に取り組む
ことで、全員参加型の内部統制活動を目指しています。 

自律的内部統制活動下、何らかの事故・事件、法令
や規程違反、または違反の恐れのある事案を検出した
場合は、直ちに社内関係部門に報告し、連携して諸対
応を図ることとしています。 

内内部部統統制制活活動動体体制制 

当社は、代表取締役社⻑を委員⻑とする全社委員会
である「内部統制委員会」を設置しています。同委員
会を筆頭に、当社グループは以下の体制で自律的内部
統制活動を推進しています。 

●内部統制委員会 
当社グループの内部統制システムの整備・運用・
評価・改善全般を統括 
当社グループの経営に重大な影響を与える、また
はその恐れのある事象が生じた場合の緊急対策本
部の機能を内包 

●リスクマネジメント部 
当社グループの内部統制システムの整備・運用・
評価・改善に関する企画全般および内部監査を担
当 

●機能部門 
グループ横断でのリスク管理を要する業務分野に
関する専門性を備え、自主点検活動の企画・運営
等を通じて各部門・グループ会社の自律的内部統
制活動の支援を担当 

●各組織・グループ会社 
自組織の自律的内部統制活動を企画するリスクマ

ネジメント責任者を配置 
内部統制委員会の方針の下、リスクマネジメント
部・機能部門の支援も得ながら自律的内部統制活
動を展開 

内内部部統統制制活活動動計計画画 

当社は、毎年２月に法令改正や経営環境の変化等を
踏まえた当社グループ全体に係る次年度の内部統制活
動計画を策定しています。この計画には、活動方針、
安全・品質等の機能別活動計画、点検・監査計画、教
育・啓発計画が含まれます。各組織・グループ会社は
これに則り、各々の業務特性や内在するリスクを織り
込んだ自部門の自律的内部統制活動計画を策定しま
す。 

点点検検・・内内部部監監査査 

各組織・グループ会社は、内部統制チェックリスト
や自主点検シート等を用いた自組織の業務点検を毎年
実施します。点検を通じて課題が抽出された場合は、
自律的内部統制の考え方に則り、自ら速やかに改善計
画を立案し、実行を進めます。また、この点検は書面
による内部監査の位置付けでもあります。リスクマネ
ジメント部および各機能部門は、前述の書面による方
法に加えて実査を行い、各組織・グループ会社をモニ
タリングしています。 

評評価価・・改改善善 

年度の内部統制活動計画に基づく自律的内部統制活
動の実施状況や内部監査等の結果を踏まえ、リスクマ
ネジメント部が中心となり、当社グループの内部統制
システムの有効性評価結果を取りまとめ、内部統制委
員会、経営会議および取締役会へ報告します。 

この評価結果を踏まえ、当社グループ内部統制シス
テムの有効性向上に資する改善策を策定し、次年度の
内部統制活動計画に反映します。 
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監監査査役役・・会会計計監監査査人人ととのの連連携携等等 

当社は、常勤監査役が内部統制委員会に常時臨席す
る体制としています。また、常勤監査役とリスクマネ
ジメント部の連絡会、全監査役・社外取締役とリスク
マネジメント部の連絡会、会計監査人とリスクマネジ
メント部の連絡会をそれぞれ定期的に開催し、当社グ
ループの内部統制の状況や財務報告に係る内部統制の
評価結果等の報告および意見交換を行っています。 

これらの運用を通じ、当社はデュアルレポーティン
グラインを確立しています。 

教教育育・・啓啓発発 

自律的内部統制活動がより有効に機能するために
は、その意義や目的について、当社グループ全般に浸
透・定着させることが不可欠です。そこで、当社では、 
階層別教育に内部統制やコンプライアンスの講座を設
けるとともに、機能部門が各専門分野の講座を開催し、
全役員・全社員への教育を実施しています。 

また、経営層が自らの言葉で社員に直接語り掛ける
形式のコンプライアンス講座、モニタリング時の各組

織・グループ会社との対話、事故・事件情報の共有、
コンプライアンスに関するメールマガジンの発信等、
当社は、様々な機会・仕組みを用いて啓発活動に取り
組んでいます。 

風風通通ししのの良良いい職職場場づづくくりり 

自律的内部統制活動がより有効に機能するための基
盤として、当社は、風通しの良い職場風土も重要な要
素と考えています。そこで、上司・部下の間の日常的
なコミュニケーションはもとより、社⻑と各階層の社
員の間で直接対話をする機会を広く設定するなどの取
り組みを行い、社内全般に亘って風通しの良い風土を
維持・強化しています。 

この取り組みの一環として、自律的内部統制活動や
その基盤となる職場風土について社員がどのように捉
えているかを測定するために、社員意識調査アンケー
トを定期的に実施しています。アンケートの結果は、
経営会議・取締役会へ報告するとともに、社内報で社
員に公開しています。さらに、職制を通じて社員への
フィードバックを行い、職場内で対話を重ね、各職場
の職場環境改善や組織活性化を図っています。

 
 

当社は、当社グループにおける法令違反行為や不
正行為、またはその疑いのある行為の存在を知った
従業員等が安心・安全に通報することができる内部
通報制度（2022 年６月施行の改正公益通報者保護法
に準拠）を整備し、運用しています。制度の運用に
際し、その目的から制度の存在および具体的な窓口
を広く従業員等に認知してもらうために、掲示板・

イントラネットへの制度・窓口情報の掲載、社内報
を用いた定期的な窓口情報の紹介を行っています。
また、当社グループで毎年実施している社員意識調
査アンケート内に制度運用等に関する問いを設け
て、当社グループ内における認知度や易利用性・信
用度を計測しています。得られた結果は、制度運用
面の継続的な改善に活かしています。 

【【内内部部通通報報制制度度のの整整備備・・運運用用】】 

当社は、自律的内部統制の実効性を高めるために
「風通しの良い職場づくり」を重視しています。その
ため、社⻑をはじめとする当社の経営層は、国内外
の拠点を積極的に訪問し、現地社員と直接対話して
います（2024 年度実施回数：33 回）。 

現地では、安全パトロールやコンプライアンスに
関する講話、功績表彰式の開催による表彰状の直接
授与など、経営層と現地社員の交流機会を充実させ
ています。これらの活動により、社員の会社や仕事

に対する誇りと参画意識を高めることで、前向きで
風通しの良い職場づくりを進め、ワークエンゲージ
メントの向上を図っています。 

【【風風通通ししのの良良いい職職場場づづくくりり～～経経営営層層とと社社員員のの交交流流】】 
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 2014 年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度  

経経営営業業績績       
売上高 1,104.3 1,151.2 1,083.7 1,239.8   
営業利益 38.4 58.4 76.7 84.9   
経常利益 37.5 57.7 78.4 89.9   
当期純利益 16.0 36.8 44.3 56.6   
      

財財務務状状況況       
資産合計 1,030.5 1,020.1 1,167.0 1,310.3  
純資産合計 459.8 449.7 507.8 577.6   
有利子負債残高 260.3 259.9 332.2 352.3  
      

財財務務指指標標       
ROS（売上高経常利益率） 3.4% 5.0% 7.2% 7.3%  
ROIC（投下資本利益率） 5.0% 6.3% 7.6% 7.7%  
ROE（自己資本利益率） 4.0% 8.9% 10.1% 11.3%  
Ｄ/Ｅレシオ（負債資本倍率） 0.62 0.63 0.72 0.66   
自己資本比率 40.4% 40.2% 39.8% 40.4%  
      

11 株株当当たたりり情情報報※※       
1 株当たり当期純利益（円） 19 44 52 671  
1 株当たり純資産（円） 494 486 551 6,322  
1 株当たり配当金（円） 5.0 10.0 13.0 125.0  
      

設設備備投投資資       
設備投資 12.6 25.0 18.0 30.4  
減価償却費 33.6 28.3 27.6 26.8  
      

キキャャッッシシュュ・・フフロローー       
営業活動によるキャッシュ・フロー 38.2 23.0 △ 27.9 26.9  
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 17.9 △ 23.0 △ 21.8 △ 23.7  
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 26.1 △ 1.9 49.6 7.4  
      

海海外外売売上上高高       
インド 149.4 151.1 151.8 194.7  
欧州 63.4 79.5 68.6 83.2  
その他海外 153.8 147.4 129.5 155.1  
海外売上高合計 366.6 378.0 349.9 433.0  
海外売上高比率 33.2% 32.8% 32.3% 34.9%  

※当社は 2017 年 10 月１日付で普通株式 10 株につき、普通株式１株の割合で株式併合を行っています。また、2024 年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分
割を行っています。 
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       単位：億円

 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 22002244 年年度度  

        
 1,423.5  1,374.0  1,136.6  1,337.8  1,652.0  1,770.3  1,779.2 
 105.4  93.9  49.5  75.7  111.7  146.9  140.8 
 112.9  97.6  63.6  86.8  120.8  163.9  153.2 
 78.7  64.4  43.3  54.9  82.8  124.2  125.4 
        
        
 1,354.2  1,269.4  1,303.5  1,426.9  1,633.4 1,790.2 1,870.6 
 562.4  572.3  632.9  690.8  778.6 927.0 1,016.4 
 359.5 347.2 327.8 342.0 393.8 368.8 417.4 
        
        
 7.9% 7.1% 5.6% 6.5% 7.3% 9.3% 8.6% 
 8.6% 8.2% 4.9% 6.3% 8.5% 9.7% 7.6% 
 14.8% 12.0% 7.6% 8.8% 11.9% 15.5% 13.8% 
 0.68  0.64  0.55  0.52  0.54 0.42 0.44 
 39.2% 42.7% 46.1% 45.8% 45.0% 48.7% 50.8% 
        
        
 934 765 515 652 983 369 372 
 6,298 6,437 7,134 7,759 8,732 2,588 2,821 
 280.0  220.0  150.0  200.0  290.0 400 105 
        
        
 63.8 71.4 47.2 34.7 60.7 56.9 85.3 
 27.3 31.6 28.1 32.5 34.9 38.7 42.3 
        
        
 102.7 90.7 100.8 41.2 10.0 137.2 31.4 
 △ 22.7 △ 70.4 △ 49.5 △ 36.1 △ 45.1 △ 35.9 △ 43.3 
 △ 67.2 △ 34.8 △ 36.1 △ 10.2 28.6 △ 62.4 9.9 
        
        
 230.3 228.7 179.4 248.4 338.9 385.5 420.6 
 102.2 119.7 93.1 133.0 186.0 206.9 180.8 
 183.3 161.7 151.6 179.7 221.8 215.2 200.4 
 515.8 510.1 424.1 561.1 746.7 807.6 801.8 
 36.2% 37.1% 37.3% 41.9% 45.2% 45.6% 45.1% 
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主主ななググルルーーププ会会社社、、事事業業所所一一覧覧 

国国内内事事業業所所所所在在地地  
事事 業業 所所 名名  〒〒  住住            所所  

【【本本社社】】    
本社 806-8586 福岡県北九州市⼋幡⻄区東浜町 1 番 1 号 

【【耐耐火火物物事事業業】】    
東日本支店 299-1141 千葉県君津市君津 1 番地 日本製鉄（株）東日本製鉄所（君津地区）構内

 鹿島営業所 314-0014 茨城県鹿嶋市大字光 3 番地 日本製鉄（株）東日本製鉄所（鹿島地区）構内
 君津営業所 299-1141 千葉県君津市君津 1 番地 日本製鉄（株）東日本製鉄所（君津地区）構内

東京支店 103-0026 東京都中央区日本橋兜町 15 番 6 号 製粉会館 8 階 

 室蘭営業所 050-0084 北海道室蘭市みゆき町 2 丁目 13 番 1 号 日本製鉄（株）室蘭製鉄所 
輪⻄多目的センター1 階 

 千葉営業所 260-0826 千葉県千葉市中央区新浜町 1 番地 
名古屋支店 476-0015 愛知県東海市東海町 5 丁目 3 番地 日本製鉄（株）名古屋製鉄所構内 

 名古屋支店（分室） 476-0015 愛知県東海市東海町 2 丁目 13-13 
関⻄・瀬⼾内支店 640-8404 和歌山県和歌山市湊 1850 番地 日本製鉄（株）関⻄製鉄所（和歌山地区）構内

 和歌山営業所 640-8404 和歌山県和歌山市湊 1850 番地 日本製鉄（株）関⻄製鉄所（和歌山地区）
構内 

 瀬⼾内営業所 671-1180 兵庫県姫路市広畑区正門通 4 丁目 9-6 NB ヒロハタビル 4 階 
 大阪営業所 550-0004 大阪府大阪市⻄区靭本町 1 丁目 11 番 7 号 信濃橋三井ビル 11 階 
 倉敷・福山営業所（倉敷） 712-8074 岡山県倉敷市水島川崎通 1 丁目 1 番 JFE 物流ビル 111 号 

 倉敷・福山営業所（福山） 721-0931 広島県福山市鋼管町 1 番地 JFE スチール（株）⻄日本製鉄所構内  
管理センター別館 4 階 

九州支店 804-0001 福岡県北九州市⼾畑区⾶幡町 1 番 1 号 日本製鉄（株）九州製鉄所 
（⼋幡地区）構内 

 ⼋幡営業所 804-0001 福岡県北九州市⼾畑区⾶幡町 1 番 1 号 日本製鉄（株）九州製鉄所 
（⼋幡地区）構内 

 大分営業所 870-0992 大分県大分市大字⻄ノ洲 1 番地 日本製鉄（株）九州製鉄所（大分地区）構内
 山口営業所 744-0015 山口県下松市大手町 2 丁目 5 番 18 号 ティティ商事ビル 2 階 

【【工工場場】】    
本社工場 806-8586 福岡県北九州市⼋幡⻄区東浜町 1 番 1 号 
千葉工場 260-0826 千葉県千葉市中央区新浜町 1 番地 
瀬⼾内工場（⾚穂） 678-0256 兵庫県⾚穂市鷆和 1061 番地 
瀬⼾内工場（備前） 705-0002 岡山県備前市浦伊部 1175 番地 
木更津不定形工場 292-0835 千葉県木更津市築地 7 番地の 1 
瀬⼾内不定形工場（⾼砂） 676-8513 兵庫県⾼砂市荒井町新浜 1 丁目 3 番 1 号 
名古屋マッド工場 476-0015 愛知県東海市東海町 5 丁目 3 番地 日本製鉄（株）名古屋製鉄所構内 
大分マッド工場 870-0992 大分県大分市大字⻄ノ洲 1 番地 日本製鉄（株）九州製鉄所（大分地区）構内
鹿島工場 314-0051 茨城県神栖市光 1-1 日本製鉄（株）東日本製鉄所（鹿島地区）構内 

【【フファァーーネネスス事事業業】】    
ファーネス事業本部（FR 企画・営業部） 806-8586 福岡県北九州市⼋幡⻄区東浜町 1 番 1 号 
⻄部工業炉部 806-8586 福岡県北九州市⼋幡⻄区東浜町 1 番 1 号 
東部工業炉部 103-0026 東京都中央区日本橋兜町 15 番 6 号 製粉会館 8 階 
東日本事業所 299-1141 千葉県君津市君津 1 番地 日本製鉄（株）東日本製鉄所（君津地区）構内
名古屋事業所 476-0015 愛知県東海市東海町 5 丁目 3 番地 日本製鉄（株）名古屋製鉄所構内 

九州・山口事業所 804-0001 福岡県北九州市⼾畑区⾶幡町 1 番 1 号 日本製鉄（株）九州製鉄所 
（⼋幡地区）構内 

 山陽事業所 743-0063 山口県光市大字島田 3434 番地 日本製鉄（株）山口製鉄所構内 
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事事 業業 所所 名名  〒〒  住住            所所  
 苅田事業所 800-0301 福岡県京都郡苅田町松原町 12 

【【セセララミミッッククスス事事業業】】    
セラミックス 
事業部 

ファインセラミックス部 
サーマルセラミックス部 806-8586 福岡県北九州市⼋幡⻄区東浜町 1 番 1 号 

サーマルセラミックス部（⾼砂） 676-8513 兵庫県⾼砂市荒井町新浜 1 丁目 3 番 1 号 
ファインセラミックス部大牟田製造グループ 
サーマルセラミックス部大牟田製造グループ 836-0062 福岡県大牟田市⻄港町 1-21-1 

電材部 705-0002 岡山県備前市浦伊部 1175 番地 
セラミックス 
営業部 

東日本グループ 103-0026 東京都中央区日本橋兜町 15 番 6 号製粉会館 8 階 
⻄日本グループ（大阪） 550-0004 大阪府大阪市⻄区靭本町 1 丁目 11 番 7 号 信濃橋三井ビル 11 階 
⻄日本グループ（備前） 705-0002 岡山県備前市浦伊部 1175 番地 
⻄日本グループ（九州） 806-8586 福岡県北九州市⼋幡⻄区東浜町 1 番 1 号 
国際グループ 806-8586 福岡県北九州市⼋幡⻄区東浜町 1 番 1 号 

【【関関係係会会社社】】    
株式会社 SN リフラテクチュア東海 448-0813 愛知県刈谷市小垣江町南藤 1 番地 
⿊播築炉株式会社 806-8586 福岡県北九州市⼋幡⻄区東浜町 1 番 1 号 ⿊崎播磨（株）管理センター内
新日本サーマルセラミックス株式会社 590-0985 大阪府堺市堺区戎島町 4-45-1 ポルタス・センタービル 12 階 

2025 年 10 月１日現在 
海海外外事事業業所所所所在在地地  

国国 名名  事事 業業 所所 ／／ 会会 社社 名名  住住            所所  

台湾 Krosaki Harima Corporation Taiwan Office 
（日商⿊崎播磨股份有限公司臺灣辦事處） 

10F-6, No.206, Guanghua 1st Rd, Lingya District, Kaohsiung,Taiwan 
Republic of China 

スペイン KROSAKI AMR REFRACTARIOS, S.A.U. Poligono Ibaiondo 31, 20120 Hernani Guipuzkoa Spain 
スペイン REFRACTARIA, S.A.U. 

Buenavista, 13, 33187 Siero Asturias , Spain 
スペイン REFRACTARIA TECHNOLOGIES, S.L.U 
オランダ Krosakiharima Europe B.V. Rooswijkweg 84, 1951 MJ Velsen-noord The Netherlands 
キプロス Krosaki Middle East and Africa Ltd. 24 Stasikratous Street, 1065 Nicosia, Cyprus 
アメリカ Krosaki USA Inc. 519W. 84th Drive Merrillville, IN 46410, USA 

ブラジル Krosaki IBAR Refratários LTDA. Avenida Ibar, No. 250, Warehouse 1, Calmon Viana, CEP 08.559-470, 
Municipality of Poa, State of Sao Paulo, Brazil 

インド TRL KROSAKI REFRACTORIES LIMITED 
【Registered Office】 Belpahar, Dist - Jharsuguda, Odisha, India, Pin - 768218 
【Sales & Marketing Head Office】Rudramani Building, 12th & 13th Floor 
1720 Eastern Metropolitan Bypass,Kolkata - 700 039, India 

中国 Krosaki Harima （Shanghai） Enterprise Management Co.,Ltd.
（⿊崎播磨（上海）企業管理有限公司） 

Room3204,New Town Center,No.83 Lou Shan Guan Road, 
Changning District, Shanghai, China 

中国 Wuxi Krosaki Sujia Refractories Co., Ltd. 
（無錫⿊崎蘇嘉耐火材料有限公司） Qianqiao Town , Wuxi City , Jiangsu Province, China 

中国 Wuxi Krosaki Machinery Co., Ltd 
（無錫⿊崎機械有限公司） Qianqiao Town, Hushan Dist., Wuxi City Jiangsu Province, China 

中国 TRL KROSAKI CHINA LIMITED 
（営口⿊崎鉄端耐火材料有限公司） 

Metallurgical and Chemical industrial Park Bayuquan, Yingkou,Liaoning 
Province, China 

中国 YINGKOU KROSAKIHARIMA REFRACTORIES CO.,LTD. 
（営口⿊崎播磨耐火材料有限公司） Jinlong Industrial Park Dashiqiao City, Liaoning P.R. China 

ベトナム KROSAKI VIETNAM COMPANY LIMITED Room807, 8th Floor, Sunwah Tower 115 Nguyen Hue Blvd, Ben Nghe 
Ward, Dist.1, Hochiminh City, Vietnam 

2025 年 10 月１日現在
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会会社社情情報報､､株株式式情情報報 

会会社社情情報報  
会会社社のの概概要要（2025 年３月 31 日現在）  

商商号号  ⿊崎播磨株式会社 
（英文名称：KROSAKI HARIMA CORPORATION） 

資資本本金金  5,537,960,000 円 

従従業業員員数数  単体 2,514 名、連結 5,013 名 
設設立立  1918 年 10 月 14 日 
創創業業  1919 年６月１日 

  主主要要得得意意先先  
日本製鉄株式会社 トピー工業株式会社 ArcelorMittal 
JFE スチール株式会社 東京製鐵株式会社 JSW Steel Limited 
株式会社神⼾製鋼所 大同特殊鋼株式会社 Steel Authority of India Limited 
大阪製鐵株式会社 日鉄エンジニアリング株式会社 Nucor Corporation 
合同製鐵株式会社 日鉄ケミカル&マテリアル株式会社 中国宝武鋼鉄集団有限公司 
愛知製鋼株式会社 UBE 三菱セメント株式会社 China Steel Corporation  ほか 
日本冶金工業株式会社 Tata Steel Limited  

  取取締締役役・・監監査査役役、、執執行行役役員員（2025 年 10 月１日現在）  
代代表表取取締締役役社社⻑⻑  江川 和宏 

 

取取締締役役  

吉田 猛 
⼩⻄ 淳平 
竹下 正史 
奥村 尚丈 
三浦 龍介 

社社外外  
取取締締役役  

加藤 卓二 
赤木 由美 
石橋 和幸 

  
  

監監査査役役  
  
  

本田 雅也 
後藤 貴紀 

社社外外  
監監査査役役  

松永 守央 
大格 淳 

 

常常務務執執行行役役員員  

竹下 正史 安全衛生環境防災部門に関し管掌／安全衛生環境防災推進本部⻑委嘱／本社部門（総務、デジタル業務改革推
進、人事、リスクマネジメント）管掌／耐火物グローバル営業に関して奥村常務執行役員に協力 

吉田 猛  サステナビリティ推進担当／セラミックス事業部門管掌／本社部門（購買、財務、経営企画）管掌 

⼩⻄ 淳平 カーボンニュートラル推進担当／耐火物製造事業部門管掌／コークス炉事業全般に関し管掌／研究開発部門管
掌／本社部門（技術管理、品質保証）管掌 

奥村 尚丈 耐火物グローバル営業部門管掌／耐火物海外事業に関して吉田常務執行役員に協力 

守屋 昭夫 技術管理部⻑委嘱／品質保証本部⻑委嘱 

三浦 龍介 ファーネス事業部門管掌／ファーネス事業本部⻑委嘱／コークス炉事業全般に関して⼩⻄常務執行役員に協
力／⿊播築炉株式会社（代表取締役社⻑） 

仲村 誠 耐火物グローバル営業本部⻑委嘱 

執執行行役役員員  

太田 晃三 耐火物グローバル営業本部名古屋⽀店⻑委嘱／ファーネス事業本部名古屋事業所⻑委嘱 

薮 武  耐火物グローバル営業本部関⻄・瀬⼾内⽀店⻑委嘱 

山中 英博 セラミックス事業部⻑委嘱 

富田 健司 耐火物グローバル営業本部東日本⽀店⻑委嘱／ファーネス事業本部東日本事業所⻑委嘱 

松永 隆志 耐火物グローバル営業本部副本部⻑委嘱／耐火物海外事業に関して吉田常務執行役員を補佐 

川津 雄三 ＫＭＳ活動推進担当／耐火物製造事業本部⻑委嘱／耐火物製造事業本部工程・物流部⻑委嘱 

浅谷 幸彦 経営企画部⻑委嘱／経営企画部サステナビリティ推進部⻑事務取扱／財務に関して吉田常務執行役員を補佐／
海外事業に関して各管掌役員を補佐 

⻄山 肇 総務部⻑委嘱／リスクマネジメント部⻑委嘱 

赤木 一志 耐火物製造事業本部製銑・建設⽤耐火物事業部⻑委嘱/耐火物製造事業本部製銑・建設⽤耐火物事業部製銑・コー
クス炉技術部⻑事務取扱 

山本 健三 購買部⻑委嘱 

酒井 博文 技術管理部部⻑委嘱／経営企画部部⻑委嘱／耐火物グローバル営業に関して奥村常務執行役員を補佐 

光本 泰造 セラミックス事業部副事業部⻑委嘱 
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株株式式情情報報  
 

  株株式式等等のの状状況況（2025 年３月 31 日現在）  
発発行行可可能能株株式式  

総総数数  140,000,000 株 

発発行行済済株株式式のの  
総総数数  

36,458,112 株（自己株式 2,781,434 株を含みま
す。） 

（注）自己株式 2,781,434 株のうち、株主名簿上は当社名義
となっていますが、実質的に所有していない株式が
400 株あります。 

株株主主数数  10,402 名 

  
１１単単元元のの  
株株式式数数  100 株 

決決算算期期  毎年３月 31 日 

上上場場証証券券  
取取引引所所  

東京証券取引所プライム市場 
福岡証券取引所 

証証券券ココーードド  5352 

  大大株株主主（（上上位位 1100  名名））（2025 年３月 31 日現在）  
株株主主名名    所所有有株株式式数数（（千千株株））    持持株株比比率率  

（（％％））  
日本製鉄株式会社  15,632  46.42 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）  2,616  7.77 

株式会社日本カストディ銀行（信託口）  2,519  7.48 

株式会社日本カストディ銀行（年金信託口）  975  2.89 

株式会社福岡銀行  744  2.21 

HSBC BANK PLC A/C TTF AIFMD GENERAL OMNIBUS   361  1.07 

株式会社日本カストディ銀行（信託口４）  321  0.95 

株式会社安川電機  280  0.83 

J.P. MORGAN BANK LUXEMBOURG S.A. 381572  276  0.82 

BNP PARIBAS LUXEMBOURG/2S/JASDEC/FIM/ 
LUXEMBOURG FUNDS/UCITS ASSETS  

 273  0.81 

（注）１. 当社は自己株式 2,781 千株を保有していますが、上記大株主からは除外しています。 
２. 持株比率は、自己株式を控除して計算しています。     

株株主主のの分分布布状状況況（2025 年 3 月 31 日現在）  
 

（注）上記株式数から単元未満株式 127,412 株を除いています。 

株株価価・・出出来来高高・・配配当当のの推推移移  
 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 2021 年 2022 年 2023 年 2024 年 

株株価価  
最最終終取取引引日日のの終終値値  

（（1122 月月末末））（（円円））  
767.5 1,183.8 1,657.5 1,605.0 986.3 1,103.8 1,265.0 2,935.0 2,555.0

累累積積売売買買高高  
（（株株））  17,568,800 37,484,800 55,351,200 40,744,400 30,735,600 23,196,000 14,660,400 34,843,600 29,329,500

１１株株当当たたりり  
年年間間配配当当金金（（円円））  2.25 31.25 70 55 37.5 50 72.5 100 105

※当社は 2024 年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っています。2016 年の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、表記しています。 
 また、当社は 2017 年 10 月に普通株式 10 株につき１株の割合で株式併合を行っています。同期以前の株価ならびに年間配当金は便宜上各期において当該株式併合が行われ
たと仮定して、表記しております。 
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〒 806-8586
福岡県北九州市八幡西区東浜町 1番 1号
https://www.krosaki.co.jp/

お問い合わせ先
総務部
TEL:093-622-7224

世界の産業を支える黒崎播磨株式会社の公式アカウントです。
“素材のための素材”である耐火物や当社の取り組み、陸上
競技部の活動などを紹介しています。

黒崎播磨株式会社  X公式アカウント




